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はじめに

2012年の日本地震学会秋季大会において、10月 16日 （火） 16時―20時に特別シンポジウム『「ブループリ

ント」５０周年―地震研究の歩みと今後』が開催されました。シンポジウムの講演内容に関連した招待論文を、

その後公募に応じて投稿された一般募集論文、および関連資料とともにまとめて本モノグラフとして刊行するこ

とになりました。

ほとんどの日本地震学会の会員は御存知だと思いますが、「ブループリント」は日本における地震予知研究の

出発点です。「ブループリント」の正式名称は「地震予知―現状とその推進計画」であり、有志グループ（代表：

坪井忠二，和達清夫，萩原尊礼）が 1962年に発表しました1。これに基づいて1965年に「予知研究計画」が開

始し、現在に至っています。「ブループリント」及びその後の一連の研究・観測事業をどのように評価するかに

ついては様々な意見がありますが、日本の地震研究の歴史に「ブループリント」が大きな影響を及ぼしたことは

間違いありません。2011年の東日本大震災を受けて、今後予知研究を含めて地震に関する研究・観測事業は

どうあるべきか、検討すべき重要課題が山積しています。これらの課題について正確な議論をするためには、

先ず、「ブループリント」から現時点までの研究の歩みを知っておくべきと考え、本特別シンポジウムの企画を

提案しました。

本モノグラフの論文は、これまでの５０年の地震研究を担った研究者から次世代の地震研究を担う研究者への

メッセージです。若手研究者が今後の方針を議論する際に、ご参考にしていただければ、著者たちと実行委

員会は嬉しく思います。

ロバート・ゲラー

実行委員会委員長

                                                
1 特別シンポジウムの webページ(http://www-solid.eps.s.u-tokyo.ac.jp/~ssj2012/)において

あります。
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私のブループリント

北海道大学理学研究院自然史科学部門  小山 順二

2012 年地震学会秋季大会が 10 月 16 日から函

館で開催されました．初日には，特別シンポジウ

ム「ブループリント」50 周年‐地震研究の歩み

と今後，と題する特別セッションが企画され，6
名の招待講演と，活発な総合討論が交わされまし

た．私は講演者ではなく，単に LOC を代表して，

シンポジウムの開会をご案内しただけですが，シ

ンポジウムを主催したゲラーさんから，このモノ

グラムに一文を寄稿せよとの，強いご要請があり，

今筆を手にしているところです．

もともと，開会のご案内をお願いされた時，地震

観測にも，地震予知計画にも関与してこなかった

自分は適任ではないと感じておりました．しかし，

地震予知計画が始まって間もない時に，予知計画

を推進しておりました東北大学鈴木次郎先生の

研究室に配属になり，その頃の Vividな雰囲気は，

今でも身に染みて記憶しております．もしここで，

私の体験を書き残すことがなければ，永久に忘れ

去られると感じ感想文を書き始めた次第です．

1971 年のある時，先生は，「小山君，あと十年も

すれば，県単位くらいで今の天気予報のような地

震予報が可能になるのだよ．」と仰いました．私

は，まだ何もわからない学生でしたから，すごい

ことだ，今できないことを可能にする研究を進め

ているのだ，と単純に考えました．そこにあった

のは，（１）将来に対する明るい展望と（２）未

知の前兆現象に対する研究意欲と情熱でした．

その地震予知計画は，地球物理学全般にわたる観

測が主であり，新しい観測（組織・体制）で未知

の地震前兆現象を見出そうという観測計画であ

ることを後に知りました．それは大変魅力的でし

たが，体力に自信がなかった自分は観測には向か

ないとも考えました．また，東北大学医学部には

黒川先生というお医者様がおられて，先生は胃が

んの早期発見・早期治療というテーマで，胃の集

団検診というお仕事をなさってました．黒川先生

は後に，文化勲章を受章されました．確かに，胃

がんの予兆を早期に発見して，治療することで，

胃がんの予防になることはわかります．しかし，

もし地震の前兆現象を見出しても，自分は何をす

ればよいのか当時わかりませんでした．

このような背景のもと，今回の特別シンポジウ

ムには，自分自身の特段の興味を抱いて参加しま

した．「ブループリント」から現時点までの地震

学研究の歩みを知ることは重要で，この特別シン

ポジウムの価値はそこにあります．しかし，大変

驚いたことに先に述べた，（1）将来に対する明る

い展望とか（2）未知の前兆現象に対する研究の

意欲・情熱は，これまでの研究の総括にもこれか

らの研究の展望にも，まるで感じられませんでし

た．

例えば，『伊豆半島の異常地殻活動に対して「中

期地震予知に成功」と評価してよいような対応を

しているように，予知できるケースがあれば予知

しなければならないという意識は持ち続けてい

たので，顕著な先行現象があればその経過次第で

予知成功例が生まれていたと思われる』（津村，

2012）．これには（2）未知の前兆現象に対する研

究の意欲・情熱，は全然感じられません．新たな

観測（体制）で未知の前兆を探る，そのために観

測を強化するとしたブループリントの基本的精

神が文章上だけかもしれませんが，まるで希薄で

す．

また，『観測網設置・運用予算を獲得するため

には，より積極的な理由づけが必要であると考え

た．つまり，予算獲得のスローガンとして，「予

知」を使用したと解釈できよう』（ゲラー，2012）．
これはご自身のお考えですから，それはそれでよ

いのですが，では明日の地震学のために，何を持

って若者を魅了し，幻惑（ちょっと言葉が悪いか）

させて，新たな地震研究に意欲を持って向かわせ

ることができるのでしょう．豊かで明るい将来の

展望なくしては，若い人はついてきません．

さらに，私が失望したのは，『「現状把握能力の

向上」と「地震発生モデルの発展」に海底観測デ

ータをいかに効果的に活用するのか，という検討

が急がれる』（日野，2012）．私は新しい観測計画

がどれほど進捗しているのかは知りません．しか

し，その観測計画を踏み出す前に当然準備して，

シミュレーションしてから，実施すべき観測計画

が何も準備されていない，これから検討しなけれ

ばならないとのことです．観測網の建設資金が天

から降ってきたから，観測から期待される何もの

かを知らずして，その資金を使おう，そういうこ

とですか？

2005 年札幌での地震学会の時，テキサス大学の

中村先生に，月の地震探査に関してご講演をお願

いしました．先生は最後に，惑星探査では何が起

こるかわからない，だから，
  Prepare for unexpected!
と言って，ご講演を締めくくりました．Expected
がなんだかわからないのでは，探査ロケットは

100%打ち上げられることはありません．

一度 Fail した地震予知の組織論では，のどを潤
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すことも腹を満たすこともできません．それを何

度繰り返しても（長谷川，2012; 平田，2012）同

じです．今ある地震予知体制を批判的に顧みるこ

とが出来なければ，今回の失敗を乗り越えること

はできないと思います．私たちは，今回の失敗を

将来の確実な教訓にすべきであり，そのためには

やぶさかに前に進むのではなく，今までなされて

きたこの国における地震予知，その観測体制に関

して，きちんとした科学的な検証が必要であると

考えます．

もし上のような新しい観測計画のお金の使い方

ではなく，現在の・明日の地震学の発展のために，

若い地震学者の育成のために，そしてより安全で

強固な国土の構築のために，過去 50 年間の投資

が現に本当に役立っているのなら，ゲラー（2012）
の批判は生まれなかったでしょう．黒川先生は大

型バスを改造して，地方を巡回して胃のレントゲ

ン検査を実施しました．今では，バリウムを飲む

この検査は日本中どこの病院でも可能です．私に

は，はじめから黒川先生が現在のような検診方法

を望んでいたとは思えません．しかし，手段や道

筋はどうあれ，いずれ税金は使わなくてはならな

いのです．もちろん今評価できない価値もありま

す．しかし，その検証は科学的であれ，対価効果

の観点からであり，最低限，結果論で今評価され

るべきものと考えます．

最後に，地震観測にも地震予知にも携わってこ

なかった一人の地震研究者として，自分の意見

（小山，2012）から一部を引用し，加筆してまと

めとします;
やらなければいけなかったこと，それは自分の頭

で考えることでした．これは違うぞ，と思ったこ

とは自ら責任もって，解決しなければならないし，

だれもやってはくれない．やってよかったこと，

それは地震学の知識や理解が社会一般に敷衍し

て，国民に安心を与え，災害に強い国土を一歩一

歩構築していることです．

地震学の発展，その新しい知識や理解が国民の安

全と安心に寄与するのです．それは，半分沈み込

んだ海山の発見，深発地震面の二層構造，常時地

球振動，スロースリップ・低周波微動の発見だっ

たかもしれません．長年学生に地震学の講義をし

ても，自分自身がわくわくした思いを伝えること

がなければ，何も知らない学生は興味を抱いてく

れません．それでは地震学を次に支える若者を育

てることはできません．今回の地震で日本という

国は本当に底力のある国だと再認識しました．し

かし，日本が持つ高度に進んだ技術だけが，国民

の安全を保障するものではありません．自らの命

は自らの力で守る，そういう態度も必要です．津

波が来るときはとにかく逃げることを初等教育

の基礎として，繰り返し教えることも重要です．

そして，国・行政は，日本の国土を奥尻島のよう

なコンクリートの要塞，というような愚かしい考

えを抱くのではなく，小さな子供たちも足腰の不

自由なお年寄りも利用できる避難路を建設する，

そのような新しい国づくり，新しい基礎教育のス

タートに我々は今立っていると認識しています．

地震学の成果が確実に社会に反映されることも

今回の地震は図らずも示してくれたと考えます．

しかし同時に地震学の知識だけでは自然災害に

より強い国土の構築は難しく，関連する自然災害

科学との相互理解に欠けていたこと，その知識も

工学的にきちんと応用されていなければ何にも

ならないことも，この地震は浮き彫りにしました．

このことを心に強く記憶し，多くの犠牲を我々に

強いた東北地方太平洋沖地震を後世に語り継が

ねばいけないと考えます．

（すべての文責は著者にあり，ご批判は自ら甘ん

じてお受けします．）

参考文献
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日野亮太，2012，日本地震学会講演予稿集，2012
年度秋季大会，S-06.
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「ブループリント」と「地震予知計画」

－成果と問題点再考－

(公財）地震予知総合研究振興会  津村建四朗

地震学会有志による「地震予知計画研究グループ」が取りまとめた提言「地震予知 現状とその推進

計画」（通称「ブループリント」）は 1962 年 2 月に公表され，国内外に大きな影響を与え，測地学審議

会による建議を受けた「地震予知研究計画」が 1965 年度から国家的プロジェクトして推進されること

になった．この計画は，1969 年度から「地震予知計画」と名称を変え，阪神淡路大震災を契機とした

国の新たな地震調査研究推進体制に移行するまで，７次に及ぶ５ヵ年計画（第１次のみ４ヵ年）とし

て 34 年間継続され，地震予知研究とその実用化に限らず，我が国の地震学・測地学等関連の地球科学

の推進に大きな影響を与え，また，気象庁の地震・津波業務体制の整備など防災面の強化にもつなが

っている．しかし，「ブループリント」や「予知計画」については，「結果的に地震予知の成功例がな

いのだから，その計画は誤ったもので，税金の無駄遣いであった」というような実体についての理解

を欠いた批判がある．有志グループの議論にも加わり，地震予知計画のもとでの研究面，実務面の当

事者として働き， 一部建議の策定にも係ったことのある者として，誤解を解いておきたいことや一

般に取り上げられていない問題点のいくつかについて述べる．

１．まえがき

地震学会有志による「地震予知計画研究グルー

プ」が取りまとめた提言「地震予知 現状とその

推進計画」（通称「ブループリント」）は 1962 年

2 月に公表され，国内外に大きな影響を与え，測

地学審議会による建議を受けた「地震予知研究計

画」が 1965 年度から国家的プロジェクトして推

進されることになった．この計画は，1969 年度

から「地震予知計画」と名称を変え，阪神淡路大

震災を契機とした国の新たな地震調査研究推進

体制に移行するまで，７次に及ぶ５ヵ年計画（第

１次のみ４ヵ年）として 34 年間継続され，地震

予知研究とその実用化に限らず，我が国の地震

学・測地学等関連の地球科学の推進に大きな影響

を与え，また，気象庁の地震・津波業務体制の整

備など防災面の強化にもつながっている．

しかし，「地震予知は原理的にできないのであ

って，現に 30 年以上も多額の国家予算を使いな

がら，1 例の成功例もなかったではないか．」と

いう批判から，「これまでの地震予知計画は，観

測を強化すれば前兆現象が見つかるだろうとい

う楽観的な見通しによる「前兆さがし」にすぎな

かった．」という考えまで，事実誤認あるいは意

図的な事実無視による批判が行われ，「ブループ

リント」や「地震予知計画」の社会的評価を失わ

せ，後継者の育成にも悪影響を及ぼしていると考

えられる．

有志グループの議論にも加わり，地震予知計画

のもとでの研究面，実務面の当事者として働き，

一部建議の策定にも係ったことのある者として，

誤解を解いておきたいことや一般に取り上げら

れていない問題点のいくつかについて述べる．

なお，最近は，「地震予知」を短期・直前予知

に限定して使おうという考えが強くなっている

ようであるが，地震予知計画時代には，地震予知

は短期的予知を意味するという使い方もあった

が，長期的予知や中期的予知をも含んだ意味でも

使われていた．「地震予知計画」は短期・直前予

知の可能性の検証が主目的であるが，長・中期的

予知をも包含するものであった．当時を論ずる際

には，この点に注意が必要である．

２．「ブループリント」について

「ブループリント」は，地震学会会員を主とす

る有志グループの提言であるが，それが公表され

た直後の 1962 年春の地震学会では，「この提言を

支持し，その実現・推進に協力する」との総会決

議が行われている．従って，この提言は，地震学

会としても公認されたものであるといえる．

よく，日本の地震研究が，この計画によって地

震予知に偏重し，予知以外の研究分野の発展が阻

害されたかのように論じられるが，当時地震学会

が将来計画委員会を設置して取りまとめ．1965
年 3 月に学術会議に提出した「地震学将来計画案」

（地震学会，1965）には，「地震予知は地震学の

一分野と考えるよりも，むしろ地震学の全分野に

わたる研究成果として達成すべき一つの大きな

目標と解すべきである．したがって前記の地震予

知研究計画は地震学将来計画中の各項のうちに

含まれていることになる．」と記述されている．

実際，「ブループリント」の本文には，測地に

関しては，「本計画は，地殻の情報としての地殻

変動を細密に捉え，其の地震発生との関係を究明

し，地震予知への門を開こうとするものであって，

必ずしも地震直前に現れる地殻変動を捕えるこ

とに拘泥するものではない．」，地殻変動に関して

は，「地震というものがどのような過程において

発生するかを知ろうとするのが主眼であって，地

震直前の前兆を捕えることのみにこだわるもの

ではない．」，地震に関しては，「本計画は必ずし
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も大きい地震の発生の前兆としての小さい地震

の調査にのみ重きをおくものではない．測地的方

法，地殻変動連続観測などを綜合して詳しい地殻

の情報をそろえることによって，地震予知に着実

に到達しようとすることにある」と記されている．  

それにもかかわらず，この提言の最後に，「期

待される成果」として「地震予知がいつ実用化，

すなわち，いつ業務としての地震警報が出される

ようになるか，に就いては現在では答えられない．

しかし，本計画のすべてが今日スタートすれば，

10 年後にはこの問に充分な信頼性をもって答え

ることができるであろう．」と書かれていること

から，「ブループリント」あるいはそれを具現化

した地震予知計画が，前兆現象の検出のみを目的

とした「前兆さがし」にすぎなかったかのような

誤った批判が行われている．実際には，「本計画

のすべて」よりははるかに小規模でスタートした

こともあり，また当初期待したような前兆は現れ

ず，現在もこの目標は達成されていない．

この提言が公表されると，諸外国から英訳版の

刊行が熱望され，翌年 8 月に刊行配布された．続

いて 1964 年年 3 月に日本で日米地震予知セミナ

ーが開かれるなど，国際的にも大きな影響を与え

た．同セミナーの米国側メンバーの帰朝報告

（Oliver，1964)には，同メンバー全員が，今回日

本側の地震予知研究への取り組みを知って以前

よりさらに尊敬の念をもって帰国した旨書かれ

ている．この計画が当時の米国などの地震学の常

識から逸脱したものであるとみられていたかの

ような批判は，事実に反する．

３．「地震予知研究計画」から「地震予知計画」

へ

「ブループリント」の提言は，日本学術会議の

勧告，測地学審議会の建議となり，それを受けて，

1965 年４月に国家的事業としての「地震予知研

究計画」が発足した．その直後，同年８月から始

まり，翌年きわめて活発化して社会的不安を惹き

起した松代（群発）地震では，予知計画で挙げら

れていたほとんどの項目の観測調査が集中的に

行われ，地震発生への水の関与の認識など研究上

大きな成果が得られるとともに，関係機関の観測

データの集約，総合的判断，社会的対応等の貴重

な経験の機会ともなった．

1968 年十勝沖地震では甚大な被害を生じたこ

とから，「地震予知の推進」の閣議了解が行われ，

これを受けて 1969 年度から「研究」の２字を取

り，「地震予知計画」と名称を変えた第２次計画

が始まり，以後７次まで５ヵ年計画が繰り返し実

施された．この名称変更は，政治家の助言によっ

て予算増を狙ったものであったという批判がよ

く行われている．しかし，実際の予算増はそれほ

ど大幅なものではなく，体制の強化の方が重要で

あった．特に地震予知連絡会が設置され，関係機

関が情報交換することによって地震予知研究を

総合的に推進するとともに，その成果を社会的に

活かす仕組みとして機能した意義は大きい．なお，

これに関連して，国土地理院に地殻活動検知セン

ター，気象庁に地震活動検測センター．地震研究

所に地震予知観測センターが設置された．

４．地震予知連絡会について

地震予知連絡会という名称は国民に地震予知

が可能だと誤解させたという批判があるが，たと

えば，1970 年代初期には，ダイラタンシー理論

の提唱や中国の 1975 年海城地震の予知成功の報

告などがあり，外国では地震予知に成功している

のに，日本では予知計画を実施しながら予知実用

化への取り組みが遅れているのではないかとい

う批判もあり，地震予知連絡会では，会長をはじ

め関係者が，地震の前兆の疑いがある現象が現れ

たら，どう判断し，社会にどう伝えるべきかを常

に考えながら観測データに細心の注意を払って

いた．代表的な具体例としては，伊豆半島東部の

異常地殻活動への対応がある．1975 年秋頃から

微小地震の群発と異常隆起を早期に検知して、各

種の観測や測量を強化し，それに基づいて地震予

知連絡会が社会的にも注意喚起を続ける中で，

1976 年河津地震，1978 年伊豆大島近海の地震，

1980 年伊豆半島東方沖の地震が相次いで発生し

た．これは，実質的に中期的予知を行ったともい

えよう．

1930 年北伊豆地震には活発な前震活動が先行

した．当時の新聞記事等によると，中央気象台は

現地調査の結果，丹那盆地の活断層の活動につな

がる恐れがあると判断し，静岡・神奈川両県知事

などと事前に対策を協議している．その結果，発

災直後の静岡県の救援活動は極めて迅速であっ

た．この地震が 1930 年ではなく 1970～80 年代に

起っていたら地震予知連絡会はきっと十分な注

意喚起をおこなって短期的予知に成功していた

と思われる．

現在の「地震予知は困難」という認識下での対

応と当時の対応は全く違っていたように思われ

る．当時萩原会長は，伊豆の活動をモニターして

いた筆者に「異常な活動だと思ったら，休日でも

深夜でも気にせずに報せて下さい」と言っておら

れた．1978 年伊豆大島近海地震の最大余震は，

そのような緊急電話連絡の約 3 時間後に発生し

たことを記憶している．勿論「空振り」に終わっ

てご迷惑をかけたこともあったが，幸い会長の判

断で世間を騒がさずに済んだ．(津村，2000)

５．微小地震観測近代化への転機

大学関係の予算が急増したのは第 3 次計画か

らで，これはその前の 1972 年 12 月の地震予知研

究シンポジウムの際，少ない予算で近代化の遅れ
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る中で，観測点の維持と膨大な読み取り作業に忙

殺されている微小地震観測従事者の窮状を訴え，

テレメータ化によるデータ集中，自動処理化など

の打開策を提言したところ，文部当局がその要求

の妥当性を認めてくれた結果である．このときは，

微小地震観測が予知研究だけでなく、二重地震面

を初めて示唆して学術研究への貢献の可能性が

あること、前震を例に現状での地震予知の実用化

の難しさ，的確な予知が困難であっても異常活動

検出時の社会的対応の検討の必要性等について

も論じており，予知計画は前兆さがしだけではな

かったことを理解されると思うので，小文（津村，

1973）を一読していただきたい．なお，この際に

取り上げた将来課題は，前掲の「地震学将来計画

案」を知らずに考えたものであったが，最近同案

を読んで，その多くが同案で詳細に述べられてい

ることを知った．その目標の多くは、阪神・淡路

大震災後に（海底地震観測については、東日本大

震災後に）ようやく実現した．

６．30 年レビューについて

地震予知計画全体の公式の総合的評価は，1997
年 6 月に測地学審議会地震火山部会によって「地

震予知計画の実施状況等のレビューについて（報

告）」としてまとめられており，これまでの予知

計画が，実用的予知の目標は達成されていないも

のの，予知研究の面でも，基礎科学的にも極めて

高い成果を挙げたと評価されている．外部評価委

員の意見として，「これまでの地震予知計画が，

予知の実用化を強調しすぎて種々の弊害を招い

たことは確かである．しかし，其の反省として．

予知の実用化からの一時的撤退と受け取られる

ようであってはならない」とある．

しかし，このレビューの公表を受けた主要各紙

は一斉に「地震予知は困難」「地震の直前予知棚

上げ」と報じている．「現状では予知は困難」を

社会に周知するのはよいが，直前予知の研究まで

棚上げ，先送りするのは問題である．安易な「前

兆発見」を競うのは間違いであるが，短期的前兆

の発見なくして地震予知の成功は原理的にあり

得ないのであるから，前兆出現の可能性のあるあ

らゆる観測項目について，その実在の有無を検証

するためのできるだけ高精度の観測を試みるべ

きであって，理論的な根拠もなく観測する「前兆

さがし」は非科学的という考え方は誤りである．

勿論，理論や実験から大地震の発生に必然的あ

るいは確率的にある現象が先行するという予測

がなされれば，その真偽を検証する観測を行うべ

きであるが，大地震の発生はまれであるから，そ

の時点から合理的と思われる観測を始めても，検

証の機会はいつ来るかわからない．できるだけ高

精度の連続観測を続けることによって大地震発

生前後の諸現象を根気よく調べることが地震予

知研究の宿命である

７．学術研究にも防災にも役立った地震予知計画

予算

「地震学将来計画案」に述べられているように，

地震予知計画で推進された気象庁の全国地震観

測網の充実や国土地理院の測地測量の強化は，地

震予知研究だけでなく，地震学はじめ広い関連分

野の学術研究の基盤となるものである．さらに，

前者は，迅速な地震情報の発表や津波予報の高度

化のためにも必要であり，後者は，ひろい目的に

用いられる全国測量の基盤データを強化するた

めに必要なものである．同院の GPS 全国観測網

は地震予知研究の基盤という目的がなくても，高

精度の測量やその応用のための電子基準点とし

て整備すべきものである．地震予知に偏った予算

配分によって，地震学の発展を遅らせたとか，防

災がおろそかになったという主張は，地震予知計

画事業費がどう活かされたかという実体につい

ての理解を欠いたものである．

８．一般に認識されていない問題点

地震予知計画に関連して重要でありながらあ

まり認識されていない問題点を次に挙げておく．

（１）「過去資料の保存・整理・活用」の問題

は，第 6 次，第 7 次の建議にも書かれながらほと

んど実行されなかった．予知計画発足頃まで気象

庁はじめ全国の気象官署には明治以来の地震記

象紙が保存されていた．しかし，その後，その大

部分が廃棄されてしまった．これは，地震予知研

究に限らず，地震学全般にとってかけがえのない

先人の遺産を無にした痛恨の出来事として認識

すべきであろう．地震予知計画以降に大学などで

取得された各種観測データも観測担当者の退職

とともに散逸したり，活用されないまま死蔵され

ているものがすくなくない．予知計画以降も含め，

過去資料を保存・整理・活用するための組織的な

取り組みが必要であろう．

（２）地震予知計画で次第に精密に把握できる

ようになった日本の地震活動や地殻変動の実体

を徹底的に調査し，その結果を，活断層研究にお

ける「日本の活断層」（活断層研究会，1991）の

ように集大成した刊行物を出版することが，地震

予知計画中にも，さらに高精度の観測が続けられ

ているその後も行われなていないのは問題であ

る．多くの税金を投じて得られたもっとも中核と

なる成果を，地震学のみでなく関連諸分野の研究

や防災に活かすための努力を怠ったと言わざる

を得ない．これについても，国の施策として取り

組む必要があろう．

９．むすび

1995 年阪神・淡路大震災後，予知計画を中心

にした地震研究がこの大災害の防止軽減に役立
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たなかったことへの反省を背景に，測地学審議会

がそれまでの地震予知計画全体についてのレビ

ューを行ない，1997 年 6 月に公表した．このレ

ビューの内容の多くは妥当なものであるが，マス

コミが伝えた要約は，「従来の計画は，短期的前

兆現象の発見のための観測に重点が置かれすぎ

ていた．短期的予知は将来の課題として，これか

らは基礎研究を重視した計画を目指す」であった．

これは，「研究の基盤となる観測技術を開発，展

開し，予知研究の宿命である連続観測を継続する．

基礎研究も重視する」という一貫した方針でこれ

まですすめてきた予知計画が誤った路を歩んで

きたかのような印象を社会に与えたであろう．現

役の予知研究者の多くは阪神・淡路大震災以降に

大学を巣立った人であろうから，これまでの予知

計画は誤っていたのでそこから学ぶことはなか

ろうと思っている人も少なくないのではないか

と思われる．このシンポジウムを機会に，この

50 年だけでなく，明治時代の初期，1880 年に日

本地震学会が創設されて以来の 130 年余に及ぶ

日本の地震研究特に予知へのかかわりの歴史を

学びなおし，｢ブループリント｣のような綿密で具

体的で実行性のある次期計画を策定する際の参

考としていただきたい．

最後に，50 年に及ぶ大計画の流れをつくった

地震予知計画研究グループ世話人和達清夫・坪井

忠二・萩原尊禮先生や，長期にわたって推進に尽

力された浅田 敏・鈴木次郎先生など多くの先人

に改めて敬意を表するとともに，この計画は大

学・関係機関の研究者だけでなく，多くの技術職

員，事務職員の協力，為政者や関係当局の理解，

さらには多くの国民の支持と協力を背景にすす

められてきたものであることを想起し，すべての

人々に感謝するとともに，「この計画によって，

日本周辺の地震・地殻活動等に関する多くの研究

成果が得られ，以後の地震予知研究発展のための

観測調査の基盤を整えるという大きな使命を果

たすことができた」ことを報告したい．
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地震予知のための観測研究の歩み

－阪神・淡路大震災以降－

東京大学地震研究所  平田直

1995 年の阪神・淡路大震災を契機に，日本の地震予知に関する研究の体制が大きく変わった。政府の

地震調査研究推進本部の調査研究と，科学技術・学術審議会から建議された観測研究計画の二つの研

究が，それぞれ政策課題解決型研究と学術的基礎研究として進められている．予知研究によって，プ

レート境界で発生する地震についての知見が蓄積され，アスペリティ・モデルが提出され，大地震の

発生場所と規模の予測については一定の見通しが得られた．しかし，2011 年東北地方太平洋沖地震

（M=9.0）の発生を予測できず，研究計画の再点検が行われた．その結果，プレート境界の超巨大地

震に関する研究をより強化することになった．

１．はじめに

日本における地震予知計画は，1965 年から始

まり，1999 年 3 月まで第 1 次から第 7 次計画と

して進められた．1995 年 1 月，阪神･淡路大震災

を契機に第 7次計画が見直され，1999 年から「地

震予知のための新たな観測研究計画」(以下，こ

れ以降の計画を新観測研究計画と略す)が開始さ

れた．2004 年度からの第 2 次の新観測研究計画

を経て，2009 年度からは，火山噴火予知研究と

統合された「地震及び火山噴火予知のための観測

研究計画」が５ヵ年計画として実施されている．

これは，地震予知研究の新観測研究計画としては

第 3次目の 5カ年計画にあたる．第 1次計画から

新観測研究計画発足にいたるまでの計画立案の

考え方とその成果については，平田（2003）や

Hirata（2004），「地震及び火山噴火予知のための

観測研究計画」の立案に至る観測研究計画の経緯

と成果の詳細については，平田（2009）の総合

報告を参照されたい．小論では，これまでの研

究計画の主な成果と今後の展望について論じ

る．

２．1995 年兵庫県南部地震の発生と新観測研究

計画

第 7次地震予知計画（1994－1998 年度）では，

長期的・短期的予知の方式を踏襲するとともに，

地震発生のポテンシャルの評価を目指した計画

が実施された．プレート境界地震と内陸地震のそ

れぞれのタイプの地震を対象として，プレート運

動とそれに基づく広域応力場を把握し，地震発生

サイクルの中で現時点を位置づけて地震発生の

可能性を評価すること（ポテンシャルの評価）を

目指した．1995 年 1 月に兵庫県南部地震（M7.3)

が発生し，同年 4 月に第 7 次計画が見直された．

6 月には，「地震防災対策特別措置法」が制定さ

れ「地震調査研究推進本部」（以下，地震本部と

略す）が設置された．第 7次計画の期間に，日本

列島を数 10km 程度の観測点間隔で覆う全国的な

GPS 観測網の構築が進み，地殻変動の迅速な把握

が可能な体制が作られていった．７次までの地震

予知計画によって，地震活動の諸特性，地震が発

生する場及び地震発生の仕組みなどに関する多

くの知見が蓄積された．一方，「時期」，「場所」，

「規模」を地震発生前に予測するという地震予知

の目標の達成は，地震発生現象の複雑性のために，

地震の前兆現象の観測に基づく手法だけでは，一

般に極めて難しいことも分かってきた．そこで，

新観測研究計画では，基礎的研究を重視して，こ

れまでの知見に基づいて、地震発生直前だけに注

目するのではなく、地震発生に至る地殻活動全体

をモデル化し，モニタリングとモデルに基づいて

地殻活動の推移予測を行うことを新たな目標と

して掲げた．

新観測研究計画立案に先立ち、地震学界の有志

は「新地震予知研究計画 -21 世紀に向けたサイ

エンスプラン-」[地震予知研究を推進する有志の

会（1998）をまとめた．この中で、研究計画の立

案方針として以下のように記載されている．

『これらの地震の発生を予測するためには、応

力が十分に蓄積（増加：引用者の註）していなが

らまだ地震が発生していない状態（準備過程の最

終段階）にある場所とそこで進行している地殻現

象を検出する必要がある．その検出には破壊現象

の直前だけに着目するのではなく、地震発生に至

る地殻活動の全過程を地殻現象の観測によって

把握し、その推移を逐次予測して検証して行くこ

とが必要とされる．（中略）本研究計画は、この

ような地殻活動の全過程の推移の予測・検証を通

して、地震発生準備の最終段階を検出することを

めざす．そのため、充実した観測網により、地殻

及び上部マントルの状態と活動をリアルタイム

で把握し、より対象を絞った特別観測と併せて、
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地震の準備過程とその最終段階を予測するシス

テム（「地震発生総合予測システム」）を開発して、

その実効性の検証を行う．総合予測システムの機

能は、「定量的かつ能動的な推移予測」によって

特徴づけられる．』［地震予知研究を推進する有志

の会（2008）]

このサイエンスプラン（科学計画）は，その後，

測地学審議会から建議された「地震予知のための

新たな観測研究計画」（新観測研究計画）の学術

的な基礎となった．新観測研究計画は，1999 年

から 5 カ年の第 1 次計画と，2004 年度から 2008

年度までの5カ年の第2次計画として実施された

[測地学審議会(1998), 科学技術学術審議会測地

学分会(2003)]．さらに，2009 年度からは，火山

噴火予知研究と統合されて「地震及び火山噴火予

知のための観測研究計画」が進められている[科

学技術学術審議会測地学分会(2003)]．

新観測研究計画で目指した地震予知とは、天気

予報を行うように、大型コンピュータを用いて、

将来の地殻・マントルの状態（内部の変形や応力

分布）を計算によって推定して、大地震の起きや

すい場所と地震の大きさを予測し、ある時期にそ

の地震の発生する確率を計算することである．こ

のためには、観測データに基づいて現在の地下の

状態を推定し、その状態が未来に向かってどのよ

うに推移して行くかを計算し、さらに、どのよう

な状態になった時に大地震が発生するかが分か

っている必要がある．このような、大規模な観測

システムと、地下の状態の予測システム（観測デ

ータをモデルに取り込み将来の地下の状態を計

算して、地震発生の可能性を予測するシステム）

を統合したものが、現在の地震予知研究計画で考

えられている地震発生予測システムである．

現在のところ、プレート境界の地震については、

プレート境界の摩擦法則をモデル化してコンピ

ュータの中にプレート境界・力学数理モデルを作

り、過去の地震活動の特徴が再現できるようにな

った段階である［Hori，（2006)]．2011 年東北地

方太平洋沖地震の発生を受け，概念モデルとして

のアスペリティ・モデルや．この数理モデルに対

する疑義が提出されている．しかし，数理モデル

の元になった考え方に根本的な誤謬があったの

か，モデル化する現実の事象がモデルより遙かに

複雑であった（モデルが単純化されすぎていた）

かは，議論の分かれるところである．筆者は，基

本的な考え方に誤りがあったとは考えていない

が，モデルに考慮されていない本質的な物理過程

や現象があったことは事実である．概念モデルと

してアスペリティ・モデルと物理モデルについて

は，後でもう一度議論する．

一方、内陸の地震やスラブ内地震については、

アスペリティ・モデルに対応する複数の概念モデ

ルが提案されている段階である．また，地表での

変形は、GPS による地殻変動の観測によって、リ

アルタイムで高精度にモニタリングができるよ

うになってきたが、プレート境界に近い海域での

地殻変動観測の精度と観測頻度は陸上に比べて

一桁以上劣るのが現状である．また，過去の地震

履歴（プレートの滑り履歴）や、滑り摩擦の性質

は、まだ十分な精度で分かっていないし，データ

の量も圧倒的に少ない．従って，地震発生予測シ

ステムは開発途上であって，現時点ではまだ基本

的なプロトタイプシステムの域を出ていない．

３．「新観測研究計画」と「地震本部の調査研究」

地震本部は「地震調査研究の推進について －

地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進に

ついての総合的かつ基本的な施策－」（1999 年 4

月，以下，「総合基本施策」という）［地震調査研

究推進本部（1999）］を策定し，地震防災政策の

ために必要な調査研究の実施方針を定めた．その

中で，「新観測研究計画」は当面推進すべ地震調

査研究の 4項目の 1つとして位置づけられた．な

お，4項目とは，

１． 活断層調査，地震の発生可能性の長期評

価，強震動予測等を統合した地震動予測

地図の作成

２． リアルタイムによる地震情報の伝達の推

進

３． 大規模地震対策特別措置法にも基づく地

震防災対策強化地域及びその周辺におけ

る観測等の充実

４． 地震予知のための観測研究の推進

である．

項目１が，地震本部によって国として新たに掲

げられた調査研究の目標である．つまり，地震本

部が進めている地震調査研究は，地震災害の誘因

（地震ハザード）としての強震動の評価を行って，

その結果を地震防災に役立たせるという「科学技

術政策の実現のための研究」である．項目２は，

気象庁による緊急地震速報，項目３は東海地震の

予知業務として実施されている事項の高度化の

ための研究，項目４が予知研究である．

「総合基本施策」は制定後 10 年を経て改訂さ

れ，2009 年からは「新たな地震調査研究の推進

について ̶ 地震に関する観測、測量、調査及び研

究の推進についての総合的かつ基本的な施策 ̶」
（以下，「新総合基本施策」という）に基づいて

調査研究が行われている［地震調査研究推進本部

（2009）］．さらに，これは 2011 年東北地方太平

洋沖地震を受けて見直された．この見直された

「新総合基本施策」では，以下のように地震予知

計画と新観測研究計画が位置づけられた．

『地震調査研究は、平成７年に地震本部が発足

して以降、基盤観測網の整備等により飛躍的な進

展を遂げてきたが、これは旧文部省測地学審議会
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（現在の科学技術・学術審議会測地学分科会）の

「地震予知計画」や「地震予知のための新たな観

測研究計画」に基づき、大学等の研究者を中心に、

それまで３０年以上にわたって着実に進められ

てきた基礎的研究の積み重ねがあって、初めて生

み出されたものである．また、現行の総合基本施

策の成果についても、基礎的研究の進展なしには

達成し得なかったと言える．

「新総合基本施策」は、地震防災・減災の実現

に資するため、政府として推進すべき地震調査研

究の基本を定めた戦略的な計画であり、ここで示

す基本目標の達成に向けては、科学技術・学術審

議会測地学分科会における議論の上で、策定され

た学術的な観測研究計画である「地震及び火山噴

火予知のための観測研究計画」等に基づく大学等

における基礎的研究の成果を取り入れて推進し

ていくことが必要である。』［地震調査研究推進本

部，（2009,2012））．
地震本部は，地震防災に資するために，地震災

害の誘因（地震ハザード）としての強震動と津波

評価のための調査研究を行っている．これらの研

究は政策課題解決のためのトップダウン型の研

究である．これに対して，旧文部省の測地学審議

会，現在は科学技術・学術審議会から関係大臣に

建議された観測研究計画は学界の自発的な意志

に基づいて研究計画を立案して，学術組織（大学

等），防災関連業務機関（気象庁，国土地理院等），

研究開発独立行政法人（防災科学技術研究所，産

業技術総合研究所，海洋研究開発機構等）などか

らなる国の審議会で議論して決定された，ボトム

アップ型の研究計画である．どちらも国の審議会

等でナショナルプロジェクトと位置づけられて

はいるものの，計画の立案過程と実施方法に大き

な違いある．大地震の発生頻度は少なく，長期の

観測と，人材育成を含めた持続的な学術研究の継

続がなければ，政策に資する研究だけでは，健全

な調査研究が進められないことから，ボトムアッ

プ型とトップダウン型の両者の研究をバランス

良く進める必要がある．

地震本部の政策に従って，国の基盤的な調査観

測体制が整えられた．防災科学研究所による高感

度地震観測網（Hi-net），国土地理院による GNSS

観測網（GEONET）が整備され，活断層の調査が進

んだ．これらは地震防災に資する基盤であり，地

震予知研究にも有効に活用されている．

４．新観測研究計画の成果

４．１ アスペリティ・モデル

新観測研究計画では，地震発生直後から次の地

震発生に至る歪蓄積過程を地震発生準備過程と

位置付け，その進行状況を把握するための観測研

究を進めた.これらの研究に基づいて、プレート

境界で地震が発生する仕組みとして「アスペリテ

ィ・モデル」（概念モデル）が提案された．一方、

内陸の地震については、現時点ではアスペリテ

ィ・モデルに対応する概念モデル自体ができてい

ない．

海洋プレートは、常時きわめてゆっくりと陸側

のプレートの下に沈み込んでいる．二つのプレー

トがゆっくりと滑っていれば地震は発生しない．

しかし、強く固着しているとプレート境界付近に

ひずみエネルギーが蓄積し、蓄積されたエネルギ

ーは、二つのプレートが急激に滑ることで解放さ

れ、その際に地震が発生する．通常は強く固着し

て，地震時に急激に滑って地震波を放出する領域

をアスペリティと呼び、プレート境界の深さ 5～

20km くらいの範囲にある．なお、その深さでも、

地震を起こさずにゆっくりと滑っている領域も

ある．

つまり、プレート境界地震とは、アスペリティ

の破壊であると言える．ある領域に大きなアスペ

リティが一つだけある場合と、複数のアスペリテ

ィが組み合わされている場合がある．アスペリテ

ィが孤立して存在すると、周辺の滑りによってア

スペリティにひずみが集中してアスペリティが

破壊される（地震が発生する）ことが繰り返えさ

えるので、地震の発生間隔はほぼ一定で、地震の

位置と規模もほぼ同じになる．このような地震を

固有地震と言う．一般にアスペリティは隣接する

アスペリティと相互作用をするので、プレートの

沈み込み速度が一定でも、地震発生間隔は一定に

ならない．プレート境界のアスペリティの場所と

大きさの分布があらかじめ分かっていれば、大地

震の起きる場所と地震の大きさが分かる．しかし、

複数のアスペリティが同時に破壊すれば、地震の

規模は大きくなる．また、関係するアスペリティ

が破壊する直前の状態かどうかが分からないと、

正しい地震の大きさは分からない．地震発生予測

システムを開発することによって、特定のアスペ

リティに加わっている力を観測データから推定

して、ある地震に関するアスペリティが破壊する

可能性を確率として評価することことを目指し

ている．現状では、アスペリティが孤立している

固有地震についての発生確率が計算できる段階

で、アスペリティの相互作用を評価するのは、今

後の課題である．

どこにアスペリティがあるかは、プレート境界

で大地震が発生した時の地震波の解析から求め

られている． [例えば，菊地（1991）の総合報告

を参照]．滑り量の大きい領域は，地震発生前に

断層面が固着していたところであり，アスペリテ

ィである．三陸沖で発生した幾つかのプレート境

界の大地震では，同一のアスペリティが繰り返し

破壊することが分かってきた[永井・他（2001）]．

また，プレート境界に孤立した小さなアスペリテ

ィがあると，ほぼ同じ間隔でアスペリティが破壊



12

して，ほぼ同じ大きさの地震が発生することが，

東北地方の釜石沖で確かめられた[Matsuzawa et 
al. (2002)]．さらに，アスペリティの周辺では定

常的な滑りが進行していることも理解されてき

た[Matsuzawa et al. (2004)，Yamanaka and Kikuchi
（2004）]これらの観測事実を総合して，「プレー

ト境界では，非地震性滑りの進行によりアスペリ

ティに応力が集中し，やがて地震発生に至る」と

いう概念モデル（アスペリティ・モデル）が提唱

された．アスペリティという用語は Lay and 
Kanamori(1980)などでも使われているが，ここで

述べたような意味でのアスペリティの使い方は，

日本の地震予知研究によって新しく提案された．

アスペリティの意味やアスペリティ・モデルの内

容についても，文献によって異なる使われ方がさ

れている[この事情については，松澤（2001），飯

尾・他（2003）の総合報告を参照]が，建議され

た新観測研究計画で定義されたのは，上に述べた

概念モデルである．アスペリティ・モデルを提唱

したことが，第 1次新観測研究計画における，プ

レート境界地震の準備過程の研究として最も重

要な成果である．さらに，プレート境界では，定

常的な滑りが進行する場所，固着と地震性滑りを

繰り返す場所の他，非地震性のゆっくりとした非

定常的な滑りや地震後のゆっくりとした滑り（余

効滑り）が発生する場所のあることなど，歪蓄

積・解放形態の多様性が明らかになった

[Kawasaki et al.(2001),広瀬・他（2000），Ozawa et 
al. (2005)]．

第２次新観測研究計画では，アスペリティ・モ

デルによって，プレート境界の地震発生に至る地

殻活動が説明できるかが検討され，このモデルが

妥当であると考えられる事例が蓄積した．2003

年十勝沖地震の震源域は 1952 年十勝沖地震とほ

ぼ重なり[Yamanaka and Kikuchi(2003)]，同じアス

ペリティが破壊したことがわかった．さらに，

2003年十勝沖地震から2004年の釧路沖の地震発

生に至る過程では，ゆっくり滑りの伝播による応

力変化が地震発生に大きな影響を及ぼすことが，

GPS や相似地震によるゆっくり滑りのモニタリ

ング等の観測的研究によって明らかにされた

[Miyazaki et al.(2004), Ozawa et al. (2004a), 
Murakami et al.(2006)]．一方，2003 年宮城県沖の

地震では，1978 年宮城県沖地震のアスペリティ

の一部が破壊されたことが示され，アスペリティ

の周辺の滑りの様子が小繰り返し地震のモニタ

リングによって明らかにされた[Okada et al. 
(2005), Uchida et al. (2006), Umino et al.(2006)]. 
これら一連のプレート境界の地殻活動がアスペ

リティ・モデルによって説明された．

４．２ 摩擦構成則による物理モデル

これまでの固着滑りの実験によって、滑り面の

状態によっては、滑りが進むと摩擦が小さくなり

より滑りやすくなる場合（滑り弱化、あるいは、

速度弱化）と、滑り始まると摩擦が大きくなって

滑りにくくなる（滑り強化、あるいは、速度強化）

場合のあることが知られていた．滑り弱化の場合

は、滑りが発生すると滑りはどんどん加速される

ので、不安定滑り、つまり破壊となる．一方、滑

り強化の場合には、滑り始めると摩擦が強くなり

一定の速度で釣り合った状態で滑り続ける．これ

を安定滑りと言う．自然のプレート境界で発見さ

れたゆっくり滑りは、滑り強化によって安定滑り

が発生していると解釈できる．こうしたゆっくり

滑りや、地震時の滑りの解析から、プレート境界

の摩擦係数を推定する試みが行われている

［Miyazaki et al.(2004)］．
ゆっくり滑りの伝播が地震の連鎖を引き起こ

す可能性については，速度と状態依存の摩擦構成

則[Dieterich (1979)] を用いた数値シミュレーシ

ョン[例えば，Kato (2004)]によっても示され，地

殻活動の理解を観測的研究と理論的研究によっ

て進める手法の成果が挙がってきた．簡単な 2

自由度系のブロック・バネモデルを用いた物理モ

デルによっても，ゆっくり滑りの繰り返し発生が

再現できた[Yoshida and Kato(2003)]．さらに，シ

ミュレーションモデルによって過去の巨大地震

発生サイクルの特徴が再現できるようになった

[Hori (2006), Kodaira et al. (2006)].このシミュレ

ーションでは，速度・状態依存摩擦構成則の摩擦

パラメータをプレート境界の位置の関数として

モデル化し，定常滑りの領域と固着・破壊の領域

を表現した．このモデル化は，概念モデルとして

のアスペリティ・モデルをシミュレーションモデ

ルに組み込んだと言える．滑りと時間に依存する

摩擦構成測[Aochi and Matsu’ura(2002)]に基づい

たシミュレーションモデルには Hashimoto and 
Matsu’ura(2002)がある．

４．３ ゆっくり滑りと低周波微動の発見

これらの研究を進めるための基礎的な観測的

研究の進展によって，沈み込むプレート境界付近

の物理的性質や動力学に関する理解が進んだ．特

に，プレート境界での固着・滑りの状態には，地

震間の固着・地震時の滑りと定常的なゆっくり滑

りのほか，地震発生領域よりも深部で発生してい

る非定常的ゆっくり滑りがあることが観測的研

究により明らかにされ，プレート境界での滑り全

般の定量的な数値モデル化に大きく貢献してい

る[Kawasaki (2004), Ito and Obara (2006)]．
例えば，2000 年後半から 2005 年にかけて、浜

名湖の下のフィリピン海プレートと西南日本の

陸側プレートの境界で、ゆっくりとした滑りが発

生した［Ozawa et al. (2002)］．この滑りは、想定

東海地震の震源域になると思われている領域よ
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りは深いところで、通常は固着しているプレート

境界で発生した．国土地理院による GPS 連続観測

によって明らかにされ、約５年間続いた滑りの総

量は、地震の大きさに換算するとマグニチュード

（M）7.1 を超えた．プレート境界のさらに深い

部分では、常時定常的に滑りが発生しているので、

このゆっくりとした滑りは、想定東海地震を起こ

すアスペリティと、定常的な滑りの起きている深

部の領域の間にある遷移領域の滑りの性質を表

している．この滑りは、数年以上続くので、次に

述べる数日間の滑りと区別して長期的ゆっくり

滑りと言う．

一方、西南日本では、2000 年に、非地震性の

深部低周波微動が発見された［Obara（2002）］．
さらに、低周波微動発生時には、継続時間が数日

から１週間程度の短期的ゆっくり滑りも起きて

いることが発見された[Obara et al. (2004)]．これ

らは、沈み込むフィリピン海プレートのアスペリ

ティより深部のプレート境界で発生している．低

周波微動の中には、通常の微小地震のように P

波と S波が観測できる場合があり、これを低周波

地震と呼ぶこともある．同様の微動が、火山地域

で発生することはよく知られていて、それらはマ

グマや熱水の移動や振動によって生じていると

考えられている．この類推から、西南日本の非火

山性の深部低周波微動も、プレートの沈み込みに

伴う水の関与が予想されている．この微動の発生

する深さは 30km 程度であるので、地表からしみ

込んだ水というよりは、沈み込む海洋地殻の鉱物

の脱水反応によって、高温・高圧の水が発生した

ものであると推測されている．

東海地域では、気象庁によって地殻のひずみを

はかる計測器（ひずみ計）が設置されて、想定東

海地震の前兆滑りを監視している．2005 年にこ

のひずみ計が、継続時間数日の短期的ゆっくり滑

りを観測した［小林・他（2006）］．ここでも，西

南日本と同様に、ゆっくり滑りと同期して、低周

波微動が発生している．プレート深部境界で，短

期的ゆっくり滑りと低周波微動・地震が同期して

発生していることが明らかにされたことは，ゆっ

くり滑りの時空間的推移を，測地学的方法とは相

補的な手法を用いて高分解能で把握することが

可能になった点で重要である．

これらのゆっくり滑りの発見は、プレート境界

の滑り・固着には、完全な固着と破壊、完全な定

常的滑りの他に、その中間的な状態のあることを

観測的に明らかにした点に意義がある．さらに、

2003 年十勝沖地震で観測されたように、大地震

では、余効的滑りが、本震の滑り域の周辺で発生

していることもよく知られるようになった．

４．４ 東海地震の予知

東海地震の予知の体制は大規模地震対策特別

措置法（1978 年）によって作られたが，予知の

方法については少しずつ修正されて，現在の予知

と情報発信の体系になっている．新観測研究計画

は，東海地震の予知を直接の研究目標とはしてい

ないが，研究の成果であるプレート境界の滑りと

固着の多様性の理解が東海地震の予知の実現に

は不可欠であるので紹介する． 現在，東海地震

の予知は，大地震の前に発生する「前兆滑り」を

東海地域に設置されている 27 点の歪観測点（平

成 24 年 3月 27 日現在）のデータによって検出す

ることによって行っている．前兆滑りの検知によ

る予知という現在の考えは，プレート境界の力学

モデルの発達と近年のプレート境界のモニタリ

ング能力の向上に基づいている．

東海地震の発生に至る過程は、次のように考え

られている．通常は，フィリピン海プレートの沈

み込みにより、陸側のプレートが引きずられ、地

下ではひずみが蓄積する．東海地震の前には、こ

の固着していた領域の一部でゆっくりとした「前

兆滑り（プレスリップ）」が始まる．ゆっくりと

した滑りが急激な滑りに進展して、東海地震が発

生する．この考えは，実験室の観察によって得ら

れた結果を物理モデル化して数理モデルにまと

められて理論［Kato and Hirasawa (1997)］に基づ

いている．

現在の気象庁の監視能力では，フィリピン海プ

レートで前兆滑りのようなゆっくりとした滑り

が発生すれば，その規模がマグニチュード 6 程度

であればリアルタイムで検出することができる．

前述のように，震源域の深部延長上のプレート境

界では，年に数回は地震にならないゆっくりとし

て滑りが発生して，これは気象庁によってリアル

タイムでモニターされている［小林・他（2006）］．
もし，実験室で起きているような前兆滑りが発生

し，その規模がマグニチュード 6 程度であれば見

逃しなく補足することができる．

しかし，前兆滑りが検出されて，必ず予知でき

るのだろうか？気象庁のホームページには，以下

のように書いてある．「残念ながら、その答えは

「いいえ」です．前兆すべりが急激に進んでその

始まりから地震発生までの時間が短い場合や、前

兆すべりの規模が小さかったり、陸域から離れた

場所で起こったりして、それによる岩盤のひずみ

が現在の技術では捉えられないほど小さかった

場合などには、東海地震に関連する情報を発表で

きずに地震の発生に至ることがあります．では、

どのくらいの確率で前兆現象を捉えることがで

きるのでしょうか？ これも残念ながら「不明」

です．」［気象庁ホームページ(2012）］．
つまり，前兆滑りは実験室では再現されて，滑

りを説明する理論モデルができているが，実際の

東海地震で観測されたことがないので，野外で理

論的な予測の通りのことが起きるかは不明であ



14

る．このため，例えば静岡県では，東海地震に関

連する情報が発表されたとき、警戒宣言が発せら

れたとき、突然大きな地震が発生したとき、それ

ぞれについてとるべき行動を周知している［静岡

県（2012b）］．もし，予知情報に基づく警戒宣言

が発令されてから発災した場合、事前の避難・警

戒行動により、東海地震による犠牲者の数は，被

害が最大ケースの場合，約 9,200 人から約 2,300 
人に減少するとされている［中央防災会議「東海

地震対策専門調査会」（2003）］．つまり，予知で

きれば死者数は四分の一にすることができる．

さらに，経済被害は予知情報が出ずに突発的に

発災した場合には約 26 兆円であるが，予知情報

に基づいて警戒宣言が出た場合には約 22 兆円と

なる．一方，警戒宣言に伴い避難警戒体制に移行

すると，震源域周辺で産業活動や東西幹線交通が

停止し日本全国への影響が波及し，一日あたり

0.2 兆円の影響がでる．警戒宣言による経済的被

害の軽減効果（約６兆円）は，避難警戒体制によ

る影響（１日 0.2 兆円）と比べても大きな効果が

ある［中央防災会議「東海地震対策専門調査会」

（2003）］．しかし，もちろん，警戒宣言がでて数

日経っても地震が発生しなければ，一日 0.2 兆円

の損失が出続けるのを覚悟するか，警戒宣言を解

除して突発的な発災のリスクを覚悟するかの厳

しい決断を迫られる．警戒宣言が 1 月続けば，被

害の軽減効果を上回る損失がでる．

東海地震に対する備えは以上のように，法律に

基づいて規定され，最終的には行政的・政治的な

判断にゆだねられている．しかし，実際の運用で

は，予知に失敗することを覚悟しなければなるま

い．前兆滑りの規模が小さかったり，前兆滑りの

発生から地震発生までの時間が数時間であった

りすれば，警戒宣言の発令が間に合わないことも

ある．近年の研究では，そのような可能性がある

ことがわかっている．ただし，検出可能な規模の

前兆滑りが発生して東海地震に至る可能性もあ

ることも忘れてはならない．

５．2011 年東北地方太平洋沖地震と「見直し計

画」

５．１ マグニチュード９の地震発生

2011 年東方地方太平洋沖地震（M9.0）の発生

は，1995 年兵庫県南部地震と同じように，地震

予知研究計画に対して大きな影響を与えた．新観

測研究計画の成果である「プレート境界で起きる

地震についてのアスペリティ・モデル」，「数理モ

デルに基づく予測手法」についても様々な議論が

行われている．特に，東北地方太平洋沖に M9.0 

の地震を起こすアスペリティがなぜ事前に理解

できなかったのかという点が問題である．筆者は，

概念モデルとしてのアスペリティ・モデルの有効

性は依然として重要であると考えている．しかし，

このモデルを極度に単純化して，東北地方太平洋

沖地震のような巨大な地震をモデル化できなか

ったことは，アスペリティの理解が不十分であっ

たと言う点で，反省すべきである．

この地震の後の研究によって，東北地方のプレ

ート境界で発生していた M7～8 程度の地震と M9

の地震を統一的に理解できるプレート境界での

力学モデルを作ることが可能であったことが示

された［Kato and Yoshida (2011）］．実際，この

地震の前にも，階層的なアスペリティ・モデルが

提案されていた[Hori and Miyazaki (2010)]．他に

も地震時の急激な滑り伴う温度・圧力の上昇によ

って動的な強度低下が起こり大滑りに至るとす

るモデル[Mitsui et al.(2012）]など複数のモデル

が提出されている．

東北地方太平洋沖地震のような極めて大きな

地震の発生がこの計画の中で十分考慮できてい

なかったことを総括して，計画の見直しが行われ

た．何故プレート境界で M9 を超えるような超巨

大地震が発生するか，その地震によって内陸の地

殻とマントルにどのような影響が及んでいるか，

超巨大地震の規模をリアルタイムで把握して津

波の予測精度を向上させる手法の開発，海域での

地殻変動・地震・地形調査観測をより拡充する計

画などを盛り込んだ現行計画の見直し計画が，

2012 年 11 月に科学技術・学術審議会から、建議

された[科学技術・学術審議会（2012) ]．

５．２ 伊豆東部の地震活動予測

地震予知研究と火山噴火予知研究が統合され

た現行観測研究計画の成果について紹介する．現

在気象庁が業務として行っている地震の予知・予

測は，想定東海地震の予知と，伊豆東部火山群の

地震活動予測の二つある．まず，伊豆東部火山群

の予測について紹介する．この情報は，気象庁が

2011年 3月 31日から正式に公表することとして

いる[気象庁（2010a），静岡県（2012a）］．情報の

ポイントは，

1) 地震活動に先行する地殻変動を検出し、地

下のマグマの動きと量を推定し，

2) 地震活動が始まり活発化する前に、

①マグニチュード１以上の地震回数、

②最大地震の規模と震度、

③震度１以上の地震回数、

④活発な活動期間

を予測することである．この情報は，「地震活動

の予測」と呼ばれているが，地震の発生時期，規

模，場所を予め予測しているので，所謂地震予知

とほぼ同じである．この例では，伊豆東部火山群

での地震発生の仕組み[Morita et al.(2006)]が理解

されていて，予測に必要なデータがリアルタイム

で監視可能になったから可能となった．ただし，

この情報についても，「過去の地震活動から抽出
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した特徴を基にとりまとめたものであり、過去の

活動と同様の形式で発生する地震活動を予測す

る手法である．そのため、過去の活動とは異なる

形で地震活動が発生した場合は、本手法による予

測の適用外となることに留意する必要がある．」

と報告書で述べられている［気象庁（2010b）］．

５．３ 東北地方太平洋沖地震の準備・直前過程

東北地方太平洋沖地震の前に、この地震の発生

を予測することの出来る現象は起きていたので

あろうか．とりわけ，前兆滑りに対応する現象が

発生していたかが重要である．残念ながら、地震

発生の前に明確に M9.0 の地震を予想できるデー

タは得られていなかった．しかし、地震発生に至

る直前過程と準備過程に対応する現象が幾つか

発生していた．ここでは，直前過程の例として「直

前に震源域で発生したゆっくり滑り」と準備過程

の例として「長期的なｂ値の減少」の二つを紹介

をする．

○本震に向かっていったゆっくり滑り

2011 年東北地方太平洋沖地震には，明確な前

進活動があった．2月の半ばから始まっていた地

震活動と，3 月９日に発生した M7.3 の地震とそ

の後の地震活動である．ただし、M7.3 の地震が

前震であると判断できたのは、M9.0 の地震が起

きたからであり、事前の予測という観点からはこ

の地震活動を用いることは出来なかった．地震活

動の空間的な広がりが M9.0 の震源断層の広がり

に比べ狭かったことが前震活動としての特徴で

ある．気象庁によって決定された前震より小さな

前震を，地震波形記録から直接検出して調べると，

M9.0 の地震の前に，震源域近傍の前震活動は，

北から南に移動していることが分かった．さらに，

ほぼ同じ場所で発生する波形の類似した地震（小

繰り返し地震）の解析によって，3月 11 日の M9.0

の地震の前に 2 回震源近傍でゆっくりした滑り

が発生していたことが分かった．1回目の滑りも，

2 回目の滑りも M9.0 の震源（破壊開始点）に向

かって滑りが発生して本震に至った（図１）[Kato 
et al. (2012)]．この研究は，本震が起きた後に地

震前のデータを解析して得られた結果であるが，

もし，リアルタイムで結果が得られ，東海地震の

予知のシナリオをそのまま適用したとしても，

M9.0 の地震発生を予測することは難しかった．

東北地方太平洋沖で発生したゆっくり滑りは，東

海地震の予知で期待されている前兆滑りと似て

いる点はあるが，M9.0 の本震発生の直前に滑り

が加速することは無かった．しかし，巨大地震が

突然発生せずに，震源域でゆっくりとした滑りが

発生したという点は，今後の東海地震の発生予測

の判断にも生かす必要がある．

○長期的なｂ値の減少

東北地方太平洋沖で発生する地震の規模別頻

度分布を表すG-R則のb値が減少していたことが

分かった． 3月 9日の M7.3 の前震とその後の地

震の b値は顕著に小さかった．b値が減少してい

た領域は本震で大きく滑った領域に集中するよ

うに、1965 年ころから地震直前まで減少してい

た．1965 年というのは，解析できる記録のある

最も古い時期である．3 月 9 日の M7.3 の地震と

その後の本震直前までの地震のb値は0.5以下に

低下していた．本震後、この領域の地震の b値は

0.8 程度まで回復した［Nanjo et al.(2012)]．この

様な十年以上にも及ぶ長期的な b 値の減少は，

2004 年スマトラ地震（M9.1）でも観測されて，

M9 クラスの巨大地震の発生に特有な現象である

可能性がある．この解析の副産物として，北海道

十勝沖の海域でも十年以上にわたって b 値が減

少し，最近起きた最大の地震である 2003 年十勝

沖地震（M8.0）のあとでも，ｂ値は下がったまま

である事が分かった．この地域の歪みエネルギー

が解放していない可能性を示している．

５．４ 東北地方太平洋沖地震の震源過程とリア

ルタイム・ハザード予測

この地震の震源過程については，多くの研究が

あったが，その詳細は小論の議論の範囲を超える

ので割愛する．しかし，Ohta, Y., et al. (2012)によ

って，GPS データを用いて地震時の断層破壊過程

をほぼリアルタイムで推定することが可能であ

図１．2011 年東北地方太平洋沖地震の前に発
生した 2 度のゆっくり滑り[Kato et al. (2012)].
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ることが示されたことは，現行観測研究計画の成

果として特筆できる．この研究は，地震後に１Hz

サンプリングの GPS データを解析して行われた

研究であるが，原理的にはリアルタイム処理によ

って，震源断層モデルを規模と滑り量ともにほぼ

正確に推定でき，この情報を津波予測に用いるこ

とが示された点で重要である．

現行観測研究計画の見直し計画のなかで「５

超巨大地震に関する当面実施すべき観測研究の

推進，(2)超巨大地震とそれに起因する現象の予

測のための観測研究，ウ．超巨大地震から発生す

る津波の予測」が新たに進めることとした．地震

発生を予測するだけでなく，災害誘因としての地

震動や津波到来を予測する手法の開発は今後の

予知の為の観測研究では重要であり，これが実際

に成果を上げる可能性を示している．

６．結論

阪神・淡路大震災以後，日本の地震予知研究に

関する環境が大きく変化した．その結果，国とし

て地震防災に資する政策課題解決型の地震調査

研究と，研究者の自主的な学術研究としての地震

予知研究の二つのタイプの研究がおこなわれる

ようになった．その結果，基盤的な調査観測網と

しての高感度地震観測網，ＧＰＳ観測網（ＧＯＮ

ＥＴ）が整備され，学術研究としての予知研究に

も大きく貢献した．プレート境界の地震に関する

知見が蓄積し，アスペリティ・モデルが提案され

た．2011 年東北地方太平洋沖地震の発生を受け，

再び地震研究の方向性について議論が行われた．

稀にしか発生しない超巨大地震についての理解

を進めることが，次に来る巨大地震の発生予測に

は不可欠であることから，多くの研究が行われて

いる．しかし，依然として地震予知の実現には多

くの時間がかかる．それでも，研究の成果は地震

防災に役立てられることが必要であり，地震発生

予測の努力を続ける必要がある．さらに，今後は，

この観測研究の成果が地震防災に役立つために，

地震ハザード（災害誘因）の評価の研究を予測の

ための研究の一部として進める必要がある．
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避けて通れない出口戦略

東京大学大学院理学系研究科  ロバート・ゲラー

約 50 年前，日本の地震学コミュニティのリーダー達は「地震予知」をスローガンとして予算獲得に成

功した．その後，理論もモデルも成功例もない地震予知は，1969 年には国土地理院に地震予知連絡会

が設置され，同年「予知研究計画」から「予知計画」になり，さらに 1978 年の大地震対策特別措置法

（大震法）によって“東海地震”の実用的予知がスタートした．これで，日本人は皆，地震は予知で

きるものであるという非現実的な期待を抱くにいたった．しかし，阪神淡路大震災，そして 3.11 を経

験した今，日本における震災の軽減に貢献すること及び日本における地震学研究の発展を促すために

は，この「予知」を正直ベースで現実に切り替えることがどうしても必要不可欠である．そして，そ

の出口戦略の第 1 歩は，大震法の撤廃である．

１．はじめに

1880 年にジョン・ミルンは，日本地震学会の

学術雑誌に掲載された論文で，地震予知の可能性

について触れた．その後も，国内外でしばしば予

知の可能性について議論がなされ，さまざまな意

見が出されたが，その多くは否定的であった．

当時の第一人者，Macelwane (1946) は，「地震

予報という問題は，カリフォルニアをはじめ各地

で，この 40 年間にわたり，重点的に調査されて

きたが，問題解決に近づいたということは全くな

い．実際のところ，状況は，より絶望的になって

いる．」と述べている．さらに 1950 年代には，日

本の代表的研究者（例えば，坪井・安芸，1954）
は，地震予知の可能性を完全に否定しないものの，

その困難さについて論じ，近い将来の実現は期待

できないと述べた．Richter (1958) はさらに否定

的で，「今のところ，一般に考えられているよう

な地震予知ができる可能性はない．」と述べた．

1962 年当時，筆者は 10 歳であり，在米だったの

で定かな議論はできないが，日本の地震学の第一

人者達が上述の予知に関する一連の国内外での

慎重論を（完全若しくは大部分に）把握しなかっ

たとは考えられない．

２．ブループリントを評価する

1962 年に提案されたブループリント（「地震予

知―現状とその推進計画」）では，国家地震予知

計画の設立が盛り込まれた．

一般に，研究計画を提唱する際，提唱者には，

「立証義務」がある．つまり，提唱された方法及

び期待される成果の妥当性・現実性を示唆しなけ

ればならない．その一環として,当該分野の既存

研究をレビューし，その上で提唱した計画がこれ

までの研究をさらに進展させる根拠を具体的に

示すことが求められる．

この時，通常では，当該分野の成功した研究を

土台として，提唱した研究がさらにこの分野を発

展させることができるという理由を述べる．しか

し，予知研究の場合，当時成功例はなく，失敗研

究があったのみである．失敗例しかない研究分野

で研究計画を提唱するということであれば，まず，

なぜこれまでの研究は失敗したか，なぜ提唱した

研究がこれまでの失敗例と異なり成功すると期

待されるのか，物理モデルや方程式などを含め具

体的な根拠を示すべきである．しかし，ブループ

リントにはそのような記述は皆無であった．

実際ブループリントには，1 頁目（緒言）と最

後の 2 頁（期待される成果）を除き 29 頁にもわ

たって記載されているのは，観測網設置等の具体

的な提案である．参考文献リストはなく，地震予

知悲観論への回答もない．得られた観測データを

いかに解析し，地震予知にどのようにつなげよう

とするのかについての記述も皆無である．これは

なぜであろうか．

ブループリントをそのまま素直に読めば，まず

はデータを取る，そして，データが取れれば自然

に「前兆現象」がみつかるだろう，という発想に

基づいた計画としか理解できない．ただ，あえて

行間を読むと以下のようになろう．

ブループリントを公表した「地震予知計画研究

グループ」の主要メンバーは，優れた業績を有す

る研究者であり，当然予知が困難であることを十

分に承知していた．しかしながら，気象庁・国土

地理院・大学が観測網設置・運用予算を獲得する

ためには，より積極的な理由づけが必要であると

考えた．つまり，予算獲得のスローガンとして，

「予知」を使用したと解釈できよう．仮にそうで

あれば，これは倫理上問題であると言わざるを得

ない.しかし，残念ながらこのような予算獲得戦

略は，他の分野でもしばしば使用されるテクニッ

クである．

つまり，悪く言えば，成功する見通しはない「地

震予知」を予算獲得方便とした確信犯である．一

方，多くの分野で同様な方便が使われており，よ

くあるよくないこと，とも言える．

まとめると，以下の２点を指摘できる．（１）

方便を使わなかったなら，観測網の予算を獲得で

きなかっただろう．（２）方便を使用したことは

倫理上の問題であるが，予知研究だけではなく，

日本の科学技術コミュニティと政府（公的支援）
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を巡る構造的な問題であり，ほとんどの分野で同

様な問題が存在するだろう．

なお，ブループリント最終ページには，以下の

記述がある．「地震予知がいつ実用化するか，す

なわちいつ業務として地震警報が出されるよう

になるか，について答えられない．しかし，本計

画のすべてが今日スタートすれば，10 年後には

この問いに充分な信頼性をもって答えることが

できるであろう．」

この記述は，研究者らしくない，たまむしいろ

の，抜け道だらけのものである．まず，“10 年後”

に誰がどの基準に基づいて答えるかについての

記述は皆無である．また，「本計画のすべてが今

日スタートすれば」と,巧みに条件を選定するこ

とで，数年後に開始された実際の計画とブループ

リント提唱は異なるものであるから上記の問い

には答えられない，との逃げ口も残してある．つ

まり，提唱者の予知への科学的な本気度は極めて

低かった．

３．これまでの日本での予知研究の評価

上述したように，ブループリント公表当時，提

唱者の予知への“本気度”はきわめて低かった．

しかし，好意的に見れば，提唱者は大型観測網を

設置したなら,もしかして正確な前兆現象をみつ

けるのでは，と考えたのかもしれない．

しかし，ブループリント公表時から 50 年がた

った．その間，多くの国で，多くの研究者が信憑

性がある前兆現象を探そうとしてきた．結果，多

くの観測事例の報告があったが，信用できる前兆

はまだ見つかっていない．これは学界のコンセン

サスである(Geller, 1997; Jordan et al., 2011)．また，

東北地方太平洋沖地震（3.11）後，溯ってデータ

を調べても，顕著な前前兆現象は認められなかっ

た．

つまり，これまでの 50 年間にわたって投下さ

れた巨額の予算によって設置された地震及び地

殻変動の観測網そのものが，3.11 の前に顕著な前

兆現象はないことをはっきりと示したわけであ

る．ここに至り，原理的に予知が可能かどうかと

いった机上の議論は残っても，現時点で正確な予

知はできないことは否定できない事実となった．

４．1969 年－1979 年の３つの行き過ぎ

ブループリントは 1962 年に公表され，予知研

究計画は 1965 年にスタートした．「予知」という

方便は不適切ではあったが，社会的には大した問

題ではなかった．しかし，1969 年－1979 年の間

におきた，以下のできごとは事情を大きく変えた．

（１）国土地理院に地震予知連絡会を設置

（２）「予知研究計画」から「予知計画」への

名称変更．

（３）大規模地震対策特別措置法（大震法）の

施行．

これらにより地震予知は，既に研究ではなくな

り，建前上，予知はできるものとなった．マスコ

ミ及び国民は上記の 3 点を受け，予知はできる

（かもしれない）と信じ込んだ．

筆者の知る限り，自然科学研究史上，ここまで

の「大きな嘘」は前代未聞である．日本の一流研

究者がこのような「大嘘つき」となったことは，

もちろん彼らの倫理観の腐敗を表している．しか

も，慢性的な嘘つきである．

筆者は 1984 年に来日したとき日本の地震学者

の“嘘つき文化”に驚きを禁じ得なかった．問題

は，嘘をついた者だけではなく，異常状態の存在

を知りつつ沈黙した大多数の研究者にもある．

予知体制のバラ色宣伝と現状の間のギャップ

を世の中に知らせるために，筆者はネイチャー誌

に意見論文を発表した（Geller, 1991）．故竹内均

氏と島村英紀氏も予知の問題を指摘してきた．こ

の批判は活字マスコミに報道されているが，電子

媒体のマスコミ（特にＮＨＫ）は予知ができない

ことをほとんど報道しない．

阪神淡路大震災後も 3.11 後も地震学者に対し

ての風当りは瞬間的に厳しくなったが，同時に予

知関連（推本の予算を含む）は著しく増えた．従

って，この予算を使用している研究者が現状を批

判することは難しい．

しかしながら，科学的根拠のない「東海地震」

の実用的短期的（3 日以内）予知及び確率的地震

動予測を主体とする現行体制は，いずれも実現す

ることはありえない（Geller, 2011a; ゲラー , 
2011b; Stein et al., 2012; Frankel, 2013; Stein et al., 
2013）．明らかに持続できるモデルではないのだ．

５．出口戦略を探る

現状をまとめると，地震科学分野に現状潤沢な

予算が割り当てられているが，その科学的根拠は

極めて薄い．また，現体制は国民的誤解を誘発し

ており，必ずしも地震津波防災に的確に貢献して

いない．さらに，大型観測プロジェクト（海底観

測網の設置など）も推進されているが，現在の予

算の使い方はいうまでもなく，ベスト・ミックス

と考え難い．

筆者だけでなく，恐らく多くの研究者も，現状

の「嘘ベース」体制がいつまでも続くはずはなく，

いずれかの時点で「正直ベース」へ切り替えてい

くことが望ましいと考えているだろう．また，正

直ベースに戻さない限り，地震学が震災軽減に本

当に役立つことはおろか，地震学自体が健全に発

展していくことさえできない．

ここで，改革の第１歩として筆者は，今こそ，

大震法の撤廃及び「東海地震」の予知体制の廃止

を提唱する．これを突破口として，正直ベースに

上手に切り替えることができれば，必要な組織や

観測網すべてが消えてしまうといったようなこ
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とも避けられるのではないだろうか．
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ブループリントと地震学の将来の方向

カリフォルニア工科大学  金森 博雄

日本の地震学はブループリントによって大きな影響をうけた． その結果を基にして防災科学として

の地震学の進むべき方向を考える．

１．はじめに

ブループリントの目的は，「地殻変動を細密に

捕え，その地震発生との関係を究明し，地震予知

への門を開こうとするものであって，必ずしも地

震直前に現れる地殻変動を捕えることに拘泥す

るものではない．」 あるいは，「地震というもの

がどのような過程において発生するかを知ろう

とするのが主眼であって，地震直前の前兆を捕え

ることのみにこだわるものではない．」とあるよ

うに，地震発生の基礎的過程の研究を目的とする

ものであった．研究が計画どうりに行なわれれば，

１０年程度の後に（１）観測結果と地震発生の関

係が明らかになり，（２）実用的な地震予知がで

きるようになるかに答えることができると期待

された．

その後，兵庫県南部地震以後，ＧＰＳ や広帯

域地震計等の進歩に伴って当初に考えられたよ

りはるかに優れた観測網が展開された．この観測

網を用いて日本および世界の地震学は長足の進

歩を遂げた．たとえば，二重地震面，繰り返し地

震，地震破壊過程，スロー地震，トレマー，不規

則な地殻変動，トモグラフィー，リアルタイム地

震学等において，きわめて顕著な進歩が見られた．

この結果，上記（１）については，地震発生過

程がきわめて多様で，地震前の観測結果と地震発

生の関係はきわめて複雑であることがわかった．

（２）については，地震予知の実用性は今もって

不明というのが一般的な見方であろう．

まず，はじめにいくつかの成果について考える．

２．プレスリップ

ブループリントでは，地震の前に起こるかもし

れないと考えられるゆっくりとしたすべり（プレ

スリップ）の可能性が述べられている．これにつ

いてはほとんどの地震ではっきりとしたプレス

リップがないことが確かめられた．たとえあった

としても非常に小さいことがはっきりした．カリ

フォルニアの地震についてはプレスリップはモ

ーメントにして本震の０・１％以下であった．ま

た１９９３年の奥尻地震でもはっきりしたプレ

スリップ はみられなかった．

一方，地震を伴わないスロースリップがＣａｓ

ｃａｄｉａ，九州，東海，などで発生しているこ

とがわかった．琉球では，Ｍ６のスロー地震が半

年おきに起こっていることもわかった．地震的現

象が，ゆっくりと起こっているというのは新しい

発見で，ブループリントが作られたときにはだれ

も考えてもいなかった．このような新しい発見が

たくさんあったことはすばらしい．

２００８年の福島県沖地震の前にゆっくりし

た変化がＧＰＳでとらえられたのがプリカーサ

の唯一の例のように見えた．しかし，その前にＭ

６の地震が起こったので，それのアフタースリッ

プとも考えられる．実際は何がトリガーで何がプ

リカーサなのかはわからない．要するに，地震現

象は極めて複雑なのである．

２０１１年の東北沖についてもはっきりした

プリカーサはない．しかし，詳しく見ると加藤等

によれば，３月９日の前震のときから本震にかけ

てスロースリップがあった．伊藤等によれば本震

の近くに，M=7 のスロースリップがあった ．西

村によると，福島付近で２０１０から２０１１年

にかけて固着が弱まっていたようにみえる．スロ

ースリップが始まっていたのかもしれない．

予知につながるかどうかは別にして，このよう

な現象をくわしく調べることは，地震の物理，特

に断層面上での摩擦の性質，を理解するために必

要だ．

３．高密度の地震観測網により地震活動の時間ー

空間分布が明らかになった

地震活動の活発化や静穏化から将来の地震活

動を予測することは，しばしば行なわれているが

その物理機構を理解することが大切である．

昔からいわれていることだが，「前震」は本震が

起こってからそれとわかることが多い．東北沖で

も３月９日に M=7.2 の地震があった．あとから

みれば，誰にでも前震 と思えるが，その二日後

にM=９の地震が起こることを予知できた人はい

ないだろう．要するに，前震 は一種の前駆現象

と考えられるが，それだけで正確な地震の予知を

することは困難である．

４．電磁気学的な観測は地震や地殻変動に比べて

少ない

もう少し組織的な観測をして，その結果を物理

的に理解しようとする試みがなされても良いと

思う．

５．予測

このように５０年間で驚くほどたくさんの科

学的発見があった．

沈み込みのメカニズムはかなりよくわかった
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といえる．リピーター地震もアスペリティの存在

でよく説明できることがわかった．スロースリッ

プの存在もはっきり確かめられた．これらの研究

は良い観測網で，どんどん続けるべきだ．

アスペリティ同志の相互作用がある．ある場所

は普段はクリープしているようにみえるが，応力

が急にかかると急にすべる．要するに，断層面上

でのすべりは二重の性質をもつように見える．あ

る場合は，ゆっくりすべり，ある場合は地震的に

すべる．東北沖ではとくにこの特徴が強いように

見える．

科学的な基礎がわかってきて，ひずみの変化が

GPS で正確に測定できるようになったので，地震

活動の定量的な予測ができるようになった．

たとえば，２０１０年のチリ地震については，

フランスのグループなどが優れた論文を発表し

ている．１７５年前に地震が起こった場所（ダー

ウインギャップ）で，ひずみが蓄積し続けている

ことを見つけた．ＧＰＳの結果から１２ｍのすべ

りが’蓄積’していることがわかり，このすべり

が一度で起こればＭ８．５ 程度の地震が発生す

る可能性があると２００９年に予測した．実際は

少し大きかったが，ほぼ予測通りに M=8.8 の地

震が２０１０年に発生した．

また最近起こった２０１２年のコスタリカの

地震についても同様な予測がおこなわれた．ここ

での，歪みのたまり方から，Ｍ７・８の地震が起

こる可能性があると２０１２年に予測された．実

際に２０１２年９月６日に M=７・６の地震が，

予測されたとおりに起こった．

このように，５０年たって，物理モデルが働き

始めている．

しかし，地殻を作る岩石の強度の分布は良くわ

かっていないからいつ破壊が起こるかを正確に

予測することは困難である．また小さいパッチ

（アスペリティ）が破壊すると思っていると複数

のパッチが干渉しあって全体が破壊することも

ある．従って地震の大きさの予測にも大きな不確

定さがともなう．ある意味ではいろいろなことが

わかってきて，なぜ予測が不確定になるかがわか

ったともいえる．

東北沖地震についていえば，ＧＰＳの観測で，

ひずみの蓄積があることはわかっていた．たまっ

た歪が急激に解消されれば，地震になる．実際に

は，いくつかのパッチが干渉して破壊域が大きく

なり，ふだんクリープしている場所で地震すべり

がおこったため予測されたよりはるかに大きな

地震になったと考えられる．．東北沖地震の予測

は考えの上では正しかったが， 岩石の破壊強度

や断層面での破壊の物理的性質についての知識

が乏しかったために，予測の結果は大きく外れた．

地震発生プロセスが確率的な性質をもっている

ために，このような予測は大きな不確定さを伴う

ので，普通の意味での地震予知とは言えない．

６．ほかの地域で起こる地震との比較

地震は日本だけでなく世界中でおこっている

ので，日本の地震をよく理解すためにはほかの地

域の地震もよく調べる必要がある．明治の三陸津

波地震は海溝近辺でおこったことがわかってい

た．スマトラで１９０７年におこった地震は海溝

附近で大きなすべりが起こった地震と考えられ

ていた．また２０１０年のスマトラ，メンタワイ

地震も同様である．このような地震を見ていた研

究者は，東北沖的な地震をある程度考えていた．

ただ，このような研究上での考えは現在の確率マ

ップに頼る防災計画にはうまく組み込むことが

できない．地震活動のような複雑な現象を一枚の

確率マップだけで表すことはできないので，いろ

いろな研究結果をとりいれ綜合的な方法で地震

活動の予測をすべきである．

７．リアルタイム地震学

自然現象は人間の力では変えられないので，普

通には考えられないようなまれなイベントがど

うしても起こりうる．稀なイベントは甚大な被害

をもたらすことが多い．また，地震の発生は多く

の場合突発的であるとかんがえた方が良い．従っ

て我々はそのような稀な，あるいは突発的な事態

に対処できるようにできる限りの努力をする必

要がある．そのためには，リアルタイム地震学を

発展させることが絶対不可欠と思われる．最近の

地震学の進歩により，観測データを迅速に解析し

て地震の際にどのようなことが起こったかをき

わめて早く決められるようになった．この成果は

２０１１年東北沖地震の際にはっきりと示され

た．

津波警報につぃては，地震波，GPS, 海洋観測

をもちいたいろいろのあたらしい方法がすでに

開発されていて，近い将来に津波防災が著しく改

善されることは間違いない．もちろん，津波予報

を有効に使うための教育，訓練と施設が必要なこ

とは言うまでもない．

地震警報は津波警報とくらべるとはるかに難

しい．現在，気象庁による緊急地震即報等が実際

に稼動している．メキシコ，台湾，アメリカなど

でも開発研究が進んでいる．これから一番重要に

なるのは地震動が一番激しい震源付近で使える

地震警報システムの開発である．原理的には，P
波を常時モニターして，その振幅がある閾値をこ

えたら大きな振幅の S 波が来る可能性を警告す

るもので，すでに新幹線などで使われている．こ

のばあいには震源の近くでも，数秒で警報を出せ

る可能性がある．これからは，誤動作を減らし信

頼度を増す技術を開発しなければならない．ある

民間企業がそのようなシステムをすでに開発し

実用化している．最近のいくつかの地震の際に，
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作業員や工作機械を強振動からまもり，目覚しい

実績を上げていることが報告されている．

不可解なことには，多くの地震学者は地震警報

は地震学者の仕事ではないと考えているように

見える．地震発生が如何に突発的なものであるか

を身にしみて感じているのであれば，有効な地震

警報の開発は地震学者にとって避けては通れな

い問題と思うべきだ．コンピューター技術やコン

トロール技術を最大限に活用すれば，有効な地震

警報システムを作ることができると思う．

８．結論

地震学と測地学の進歩により，地震活動の大体

の傾向を長いタイムスケールで予測できるよう

になった．しかし，使われるデータ や我々の知

識には限りがあるためそのような予測には大き

な不確定性が伴う．また地震現象のような破壊現

象に伴う確率的揺らぎのため決定論的な予測は

困難である．従ってこのような予測は普通に考え

られている予知とは異なる．言い換えれば，この

ような予測は長いタイムスケールの現象を理解

するのには役に立っても，“今日何が起こるか”

というような非常に短いタイムスケールの出来

事についてははっきりとしたことはいえない．こ

の違いを正しく世間一般に伝えるコミュニケー

ションが大切である．

また地震学者はこのことをはっきり認識して，

地震学の研究結果を，その不確定性を頭において，

有効に防災に生かすべく努力をすべきと思う．ま

た，複雑な自然現象では，まれなイベントが想定

外の大きな被害を及ぼすことが多い．これに対処

するためには，リアルタイムの方法を発展させる

ことが必要不可欠である．

教育研究活動の強化と独創的かつ柔軟な考え

方のできるリーダーの養成，研究結果と社会の要

請のタイムスケールの違いを認識したコミュニ

ケーションと長期防災対策の改善，及びリアルタ

イム地震学の手法の開発を三つの柱とした研究

で地震学は社会の要請に答えるべきと思う．
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海陸統合観測網の時代

東北大学大学院理学研究科  日野亮太

東北地方太平洋沖地震の発生後，海域における地震・地殻変動観測網の重要性が認識され，その整備

が進んでいる．海陸統合観測網が実現することにより，地震発生直後の地震動・津波の即時予測能力

の飛躍的な向上，プレート境界すべりとプレート間相対運動との収支の評価，プレート間すべり速度

の推移予測に基づく地震発生予測が可能となると期待される．得られる観測データは地震学の基礎研

究振興の原動力ともなるはずで，その成果を地震・津波現象の予測や評価の高度化にフィードバック

するための戦略的な研究計画が，海陸統合観測網の社会基盤としての価値を維持する上で必要である．

１．はじめに

1962 年に発表された「地震予知 現状とその

推進計画」（通称ブルー・プリント）は地震予知

のために必要な観測項目とそれを実現するため

の方法論を提言したものである．その中では，全

国一律に展開された測地・地震観測網の重要性が

強調されている．そして，ブルー・プリントでは，

観測網を整備することにより「地震予知への門を

開こうとする」と提言の趣旨が説明されている．

その背景には，観測データの蓄積から地震予知の

ための経験則を導くことが可能である，という期

待が感じられる．ブルー・プリントの発表から

50 年が経った今，日本列島の陸上部分をほぼ網

羅する観測網が整備され，さらに海域への拡張が

実現しようとしている．こうした観測体勢の整備

にもかかわらず，地震予知につながる経験則を得

るには至っていない．

一方で，ブルー･プリントでは「地殻歪の蓄積

と地震発生との関係を究明」という目標も掲げら

れており，これについては，観測網の整備により

多くのことが明らかになってきた．その反面，海

溝型巨大地震の震源となる海域における観測網

の欠如が，そこでの「地殻歪の蓄積と地震発生と

の関係を究明」を遅らせ，その結果として日本海

溝沿いでの地震に関する長期評価に過誤を生じ

てしまった，ということもできよう．

これまで空白であった海域に観測網が展開さ

れることにより，海陸統合観測網の時代を迎え，

「地震予知への門」はいよいよ開くのだろうか？

開いた門の向こう側には何があるのだろうか？

本稿では，海域に整備される観測網が果たすべき

役割について展望し，海陸統合観測網を足がかり

として地震予知の実現に近づくために何が必要

なのか，私見を述べる．

２．ブルー・プリントの功績

ブルー・プリントがめざしたのは，「地殻変動
を細密に捉え，その地震発生との関係を究明する」
ために不可欠な観測網を日本全国に展開するこ
とにあった．その中で，緩慢に進行する地殻変動
を地震発生の準備過程と捉え，その実態を広域・
長期的に捉えることの重要性が強調されている
点が注目される．提案時期がプレートテクトニク

ス前夜であったため，地震発生の準備過程に関す
る具体的なイメージは与えられていないが，地殻
変動場から海陸プレート境界における固着度の
分布を推定し，それをもとにして発生予測を行お
うとしている現状を考えると，ブルー・プリント
の提案者である先人たちの高い先見性を認める
ことができる．

ブルー・プリントのもう一つの重要なポイント
は，地震発生の準備過程を理解するために必要な
観測項目とその実施方法・体制について極めて具
体的に提言している点である．こうした具体的な
提言に基づいて始まった「地震予知計画」により
地震・地殻変動観測網が次第に整備され，それに
伴って，ブルー・プリントが目指した地殻変動と
地震発生との関係に関する研究が大きく進展し
た．また，こうした観測網整備の営みの中で，観
測技術やデータ処理・解析手法の高度化が進み，
これが後の基盤観測網という広域稠密多点の観
測網の整備とそのデータの活用に大きく貢献し
た．

地震予知計画や基盤観測網（地震予知計画とは
独立に整備されたものである点に留意）による成
果をここで詳しくレビューすることはしないが，
これまでに我々が手に入れることができた高度
な地殻活動の現状把握能力は，ブルー・プリント
が目指したものそのものである．さらに，ここで
強調しておきたいのは，この現状把握能力は観測
網整備やデータ処理・解析手法の開発だけで実現
したのでははく，そうしたデータを用いて，この
50 年間に起こってきた様々な地震現象を理解す
るための基礎研究（これもまた，ブルー･プリン
トがめざしたこと）があってはじめて結実したと
いうことである．

さらに，地球内部構造の理解に対しても観測網
の整備が重要な貢献を果たしたことにも言及し
ておきたい．地震現象を理解する上で，その発生
場における環境要因の解明は不可欠であり，現状
把握能力と地下構造に関する知識が両立しては
じめて，後述する予測シミュレーションの前提と
なる地震発生の物理モデルの構築が可能となっ
たのである．「物理モデルの構築」を「地殻変動
と地震発生の関係の究明」と言い換えれば，これ
もまたブルー・プリントが指し示した方向性であ
る．
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３．観測に基づく将来予測

観測している現象を支配する物理過程が十分
に理解されていれば，現在の状態から次に起こる
ことを予測することが可能である．たとえば，緊
急地震速報や津波警報はその典型である．地震波
あるいは津波の伝播過程に関する知識と地震観
測により推定された震源パラメタを用いること
により，震源から離れた地点での地震動の強さ・
津波の高さと到達時刻が予測される．
現行の「地震及び火山噴火予知のための観測研

究計画」が指向しているシミュレーションに基づ
く地震発生予測も，上記の強震動や津波の即時予
測と同じ考え方に基づいている．すなわち，震源
となる断層でのすべりが時空間的に発展する過
程をモデル化し，観測から把握できる断層とその
周囲の応力・歪を初期条件としてモデルを駆動す
ることにより，将来発生するであろう地震の規模
や時期を予測しようということである．
こうした将来予測には，予測の根拠となる現在

の状態に関する情報の不十分さと，予測の対象と
する物理過程に関する理解の不十分さによる，不
確定性が付随する．発生と伝播の過程の理解が進
んでいる津波の即時予測の場合では，予測の出発
点となる津波波源のパラメタの推定誤差が予測
精度に特に大きく影響する．2011 年東北地方太
平洋沖地震（以下，東北沖地震）が発生した直後
の規模推定が過小評価された結果として，予測さ
れた津波波高もまた過小になってしまったこと
は記憶に新しい．一方で，地震発生予測の場合に
は，予測に必要となる断層における応力・歪状態
の推定に大きな誤差が含まれる上に，断層すべり
の時空間的な過程を支配する過程そのものとそ
れを記述するためのパラメタの不確定性も大き
いため，結果として予測精度は低くならざるを得
ないのが現状である．逆に言えば，現状把握能力
の向上と予測対象とする現象の理解を進めるこ
とにより，予測精度は確実に改善させることがで
きるはずである．津波の即時予測の場合では，発
生した地震の規模推定手法の改善を通して予測
精度の低下を防ぐための様々な方策が提案され，
実装されようとしている（例えば，Ohta et al., 
2012a）．
「地震及び火山噴火予知のための観測研究計

画」では，地震・地殻変動の観測データに基づく
断層のすべり分布や応力場の推定精度の向上，断
層周囲の不均質構造など地震発生場の環境要因
の解明，そして，断層の構成法則に基づく多様な
断層すべり現象のモデル化，といった地震発生を
予測するために必要な個別の要素に関する研究
の進展に大きく貢献した．しかし，地震発生予測
が系統的・定常的に実施されるには至っていない．
津波予測の例に見るように，予測を実現してそ

の結果を評価し，問題点を予測手法へフィードバ
ックする過程が予測の信頼性向上には不可欠で
ある．したがって，地震発生予測についても一刻
も早く，予測システムのプロトタイプを実現・稼
働させることが必要である．

４．海域観測網が果たすべき役割

４−１ 地震動と津波の即時予測

東北沖地震の発生を契機として大規模な海底
観測網の整備が加速されている．すでに着手され
ていた南海トラフ沿いの海底ケーブル式観測シ
ステム（DONET, DONET2）（Kaneda, 2012）の整
備の促進が図られるとともに，千島・日本海溝沿
いに大規模なケーブル式観測網の敷設計画が進
行中である（植平・他，2012）．こうしたオンラ
イン海底観測システムは，地震計と津波を検知す
るための海底津波計を備えており，海域下で発生
した地震による強震動や津波の即時予測の精度
向上への貢献が期待されている．地震が海域下で
発生した場合には，震源から観測点までの距離が，
予測の対象となるべき陸域までの距離に比べて
短いので，結果的に予測情報の発信から実際の強
震動または津波の到達時刻までのリードタイム
は，陸域の観測網だけを頼りにしている現行の即
時予測と比べて長くとることができる．しかも，
震源に近い位置での観測は精度よく震源パラメ
タを推定することにも貢献するから，より早く，
より信頼度の高い即時予測ができるようになる．
海底ケーブル式の観測網は，東北沖地震以前に

も日本近海に存在していた（たとえば，Kanazawa 
and Hasegawa, 1997）．また，こうしたリアルタ
イム海底観測データを使った津波規模・到達時刻
の即時予測手法の開発も進められていたが
（Tsushima et al., 2009），現業としての津波
警報システムとして実装されるに至っておらず，
東北沖地震の発生時にその効果（Tsushima et al., 
2011）を発揮できなかったことは慚愧に堪えない．
実装が遅れていた理由の一つは，東北沖地震の

発生前に存在していた海底観測網の密度が十分
でないために，予測精度が地震の発生位置に大き
く依存してしまうという問題があったことにあ
るだろう．観測網が整備されていない海底下で津
波が発生した場合には，沿岸での津波の予測波高
が大幅に過小評価されてしまうことが分かって
いた（Tsushima et al., 2009）のである．しか
し，広域海底観測網が整備されつつある現状では，
こうした懸念も払拭されるのだから，今度こそ時
期を逸することなく，海底観測データを活用した
津波予測システムの実装を成し遂げなくてはな
らない．
海域に稠密な観測網が整備されると，陸域に地

震波・津波が届くまでの伝播過程を実時間でモニ
タすることができる．そして観測点密度が十分細
かければ，観測データの内挿によって波動場が推
定でき，それを時空間的に外挿すれば，地震動や
津波の予測が可能となる（干場，2012；前田・他，
2012）．こうした手法は，広域に展開された稠密
なデータを必要とするが，震源（波源）の推定を
することなく，観測領域の外側での強震動や津波
の即時予測が可能となる．稠密な海底地震・津波
観測網が整備されることにより，迅速かつ高信頼
度な即時予測に新たな途を拓くことができる．

４−２ 大地震発生の長期予測
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海底地殻変動観測により得られたデータは，東
北沖地震の発生メカニズムを解明する上で重要
な知見をもたらした（例えば，Iinuma et al., 
2012）．海底観測の成果なくしては，海溝軸近傍
での大きなすべりというこの地震が示す重要な
特徴は，未だに議論の対象であったかもしれない．
このことは，海域下のプレート境界上で発生する
すべりの時空間分布を評価する上では，日本列島
に稠密に展開された陸上観測網をもってしても，
その能力が不十分であることがこの地震により
端的に示されたということでもある．
プレート境界におけるすべり欠損の分布を把

握することは，将来発生しうる大地震の規模を評
価する上で最も基本的なことであり，それが不十
分であったことが日本海溝沿いで M9 の超巨大地
震が発生することを予見できなかった要因のひ
とつである．こうした反省のもとに，GPS/音響結
合式（GPS/A）海底地殻変動観測のための海底基
準局網の増強が，ケーブル式観測網の展開と同様
に，南海トラフおよび千島・日本海溝沿いにおい
て進められている（海上保安庁，2012；木戸・他，
2012）．
従って，これからの海底地殻変動観測が応える

べき最大の課題は，トラフ・海溝軸近傍でのプレ
ート間すべり分布の実態解明である．海溝軸近傍
での大きな地震時すべりがあったことは，地震発
生の準備過程にあっては，そこですべり欠損の蓄
積があったことが予想される．従って，海溝近く
での大きな地震時すべりを描き出すことに貢献
した海底地殻変動観測のデータは，そこでのすべ
り欠損分布を把握する上で切り札的な存在とな
る．
ここで留意すべきことは，観測されるのは変位

速度であり，そこから推定できるのはすべり（欠
損）速度であるという点である．将来発生する大
地震の規模評価に必要なのは，蓄積されたすべり
欠損速度であり，それを知るには観測されるすべ
り欠損速度を地震発生の準備期間にわたって積
分しなくてはならない．しかし，観測に基づくす
べり欠損速度の情報があるのは，地震の発生サイ
クルからみてごく短い期間でしかないから，すべ
り欠損を推定するには，何らかの方法で長期的な
平均すべり欠損速度を推定しなくてはならない．
どのような方法をとるにせよ，尤もらしい平均速
度を得るために本質的に必要なことは，観測をで
きるだけ長期にわたって，すべり欠損速度を，時
空間的な揺らぎを含めて得ることである．
日本でGPS/A観測が本格的に開始されてから10

年足らずしか経っていないが，東北沖地震以前に
おいても，変位速度の時間変動を検知した実績が
ある（Sato et al., 2011）．従って，広域・多
点での観測を定常的に維持できれば，GPS/A 観測
はプレート境界におけるすべり欠損速度の時空
間分布の実態把握に大きな貢献を果たすことが
可能である．
すべり欠損速度の時空間分布を知る上では，地

震を含むプレート境界で間欠的に発生するすべ
りの分布を把握して，プレート運動との収支を明

らかにすることもまた重要である．非地震性すべ
りイベントのなかでも，特に浅部プレート境界で
発生するものについては，陸上観測網で捉えるこ
とが非常に困難であった．しかし，海底における
水圧の連続観測記録から，プレート境界沿いの非
地震性すべりイベントと解釈することが可能な
変動が検知された（Ito et al., 2012）．広域で
の海底水圧の連続観測は，ケーブル式海底観測網
により津波観測の目的で実現されるから，そのデ
ータを活用することにより，非地震性すべりイベ
ント活動の実態把握が進むと期待できる．一方，
プレート境界域で発生する地震については，陸上
観測でも高い検知能力が期待できるが，海底観測
によって震源位置あるいはすべり分布の推定精
度と空間分解能が向上する．このように，海底観
測は，プレート境界上での固着・非地震性すべ
り・地震性すべりのそれぞれの時空間分布を把握
する上で重要な鍵を握っている．
東北沖地震の発生以前から，海陸プレート境界

付近の地震波速度不均質構造とプレート間地震
の地震活動度やプレート間大地震のすべり域の
空間分布との間に相関が見られることが指摘さ
れていた（例えば，Kodaira et al., 2000; 
Mochizuki et al., 2008, Yamamoto et al., 2011）．
東北沖地震に関しても，地震時すべりが大きかっ
た領域に対応するような地震波速度の空間変化
が指摘されている（Zhao et al., 2011）．こう
した対応関係が確実であれば，構造不均質を明ら
かにすることにより，大地震が発生する可能性を
もつ領域を前もって示すことが可能であり，地震
発生の長期予測に有効であると期待される．
これまでも，海域下の構造不均質とプレート境

界地震の発生様式の対応関係に関する研究も数
多く進められてきているが，人工地震探査による
２次元的な構造モデルに基づく研究であったり，
M<8 級の地震の震源域程度の空間スケールの地
震波トモグラフィによるものであったりして，広
域での構造不均質を系統的に調べることは十分
に進んでいない．これから広域に展開される新し
い海域地震観測網のデータを用いた研究による
新しい展開が期待される．

４−３ プレート間すべりの推移予測

ここまでは，将来発生しうる地震の規模予測に
対する，海底観測が果たす役割を考えてきたが，
リアルタイムの海底観測網が安定して稼働する
ようになれば，プレート間すべり分布の推定精度
の向上を通して，シミュレーションに基づく地震
発生予測の性能向上にも大きな貢献を果たせる
だろう．東北沖地震の発生前に捉えられた海底水
圧連続観測のデータからは，地震発生直前にすべ
りの顕著な加速を認めることはできなかった
（Ohta et al., 2012）．しかし，２日前の前震
後に大規模な余効すべりが，プレート間地震の連
鎖の伴いながら進行している状況は明瞭に捉え
られていた．超巨大地震の発生が想定されている
ような予測シミュレーションがあって，それを用
いたすべりの推移予測が実現していたとすれば，
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地震発生に至る２日間に得られた海底観測デー
タをもとにして，大地震の発生が切迫している可
能性は指摘できたかもしれない．
同様な局面は，東南海・南海地震の発生の際に

起こる可能性は十分にある．これら２つの地震は
時間差をもって連動発生するかもしれず，いずれ
かの地震が単独で発生した場合には，その後の推
移の予測は非常に重要な意味をもつ．その予測を，
海底地殻変動に基づく震源近傍でのすべり分布
の時間発展に基づいて行うことができれば，時間
差連動の可能性や発生時期の客観的評価を高い
信頼度をもって提示できるだろう（堀・金田，
2012）．

５．海底観測の課題

前節でみたように，海域への観測網の拡大は，
地震発生直後の地震動・津波の即時予測や地震発
生予測の信頼度向上に大きな貢献をすることが
期待される．しかし，現在観測網の整備が着手・
進行している海域は限られており，このままでは，
多くの大地震の発生域が観測空白域のまま残さ
れることになる．海溝に近い領域の固着状態は，
将来の巨大地震とそれに伴う巨大津波の発生ポ
テンシャルを評価する上で不可欠な情報である
が，巨大津波の発生によって影響を受ける範囲は
極めて広いため，評価対象とする海域に優先順位
をつけることは適当でない．従って，海底地殻変
動観測網の広域化は，今後の観測網整備を進める
中で特に優先度が高い．
しかし，現状の海底地殻変動観測は，陸上の測

地観測に比べて実施コストが高いため，長期間に
わたって広域の観測網を維持するためには，大幅
な技術革新の努力が継続して必要である．GPS/A
観測を例にすれば，海上計測装置を自律したブイ
で実現できれば，船舶を利用している現状と比べ
て観測効率を大幅に改善できる．一方で，変形速
度が小さい海域（たとえば日本海東縁部）では，
海底側に電源を必要としないベンチマークを使
って，海底測地測量を１～数年間隔で繰り返し実
施する手法の方が現実的と考えられる．しかし，
海底測地測量の試みはほとんど行われておらず，
今後推進すべき重要な技術的課題である．

６．むすび

ここで示した海底観測の方向性は，「測地観測
の時空間的密度の向上」，「地殻変動連続観測の
推進」，「微小地震観測網の整備」というブルー・
プリントで提言された内容と全く同じである．つ
まり，海域にもブルー・プリントが描いた観測網
が行き届きつつある，ということができる．しか
し，観測網の位置づけは，ブルー・プリント同時
の「地震予知を目的とする測定」と比べると，今
では非常に具体的なものとなっている．基盤観測
網の整備事業の方針を示した「地震に関する基盤
的調査観測計画」（地震調査研究推進本部，1997）
には，「基盤的調査観測等は、被害の軽減と地震
現象の理解を目指して、長期的な地震発生の可能
性の評価、地殻活動の現状把握・評価、地震動の

予測、津波予測の高度化、地震に関する情報の早
期伝達等のための基盤的データの提供を目的と
して実施する」とされている．従って，観測網の
整備・維持事業の達成度の評価は，地震動や津波
の予測と長期評価への貢献度からなされるべき
である．
本稿で述べた通り，これまで空白域であった海

域へ観測網を拡大することにより，地震動・津波
の予測や地震の長期評価の前提となる現状把握
能力は大きく向上する．一方で，予測・評価の信
頼度の向上には，観測体勢を充実させるだけでは
なく，地震学の総合的な底上げも不可欠である．
基盤観測網が供給するデータから多くの重要な
研究成果が挙がっていることからみても，観測網
の整備とのデータの円滑な流通は地震学の基礎
研究の振興に大きな役割を果たしている．そして，
基礎研究の振興を通して，観測網がその存在意義
を発揮しているといえる．しかし，こうした基礎
研究の成果を，観測網整備・維持の本来の目的で
ある予測・評価の高度化に効果的にフィードバッ
クすることを意識しなくては，観測網に対するサ
ポートを継続的に得ることは難しくなっていく
可能性がある．
従って，観測網による大量・良質のデータを享

受する研究者は，その代償として，それを予測・
評価の高度化につなげるための方策を考案・開発
してその成果を社会に対して（実際には，観測網
の運用母体である地震調査研究推進本部などを
介して）還元する努力をする必要がある．そして，
それには組織的な研究開発計画が必要であろう．
地震・津波現象が非常に長い時定数をもち，多種
多様な物理化学過程の複合・競合現象であること
を考えると，その理解と予測・評価には，地震・
地殻変動観測に加えて，多角的な情報を統合しな
がら，長期間継続して戦略的に取り組むことが不
可避であり，それは，小さな研究組織や時間サイ
クルが短い単発の計画研究で成し遂げることは
できない．ブルー・プリントでは「地震予知を目
的とする測定」を実現するための国家的規模の事
業計画の必要性が提言されたが，海陸統合観測網
が整備されつつある今，その性能を活用して地震
現象の予測や評価を目的とした研究を推進する
ための国家的規模かつ異分野横断型のプロジェ
クト研究の推進が必要であると考える．
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地震発生物理と前兆現象

東京大学地震研究所  中谷正生

「壊れはじめている」タイプの準備過程にもとづく大地震の予知は原理的に可能なのか？という問題

を，地震発生物理の最新の知見をとりいれて議論する．今世紀にはいって動的破壊の開始だけでなく

停止までを本格的に扱いはじめた地震物理は，やっと，予知が原理的に可能かという問いにリンクし

た．破壊エネルギーの観察をみたすように設定された階層的な不均質の場では，大きな準静的震源核

は，小地震の動的破壊から cascade up することで代用できるので，十分条件ではあるが必要条件では

ない．しかし，cascade up ができるためには大地震の破壊域が全体的に「熟れきって」いることが必

要にみえ，これを新たな必然的準備過程と認識すべきと提案する．

１．はじめに

本稿では，「地震予知は原理的に可能なのか」

という問題について，ディベート的な言葉尻の論

理ではなく，問題の核心についての実質的な議論

を行いたい．不可能を証明できていないから不可

能ではない，などというはなしではなく，わたし

の意図は，将来の震源域が「壊れはじめている」

ことから派生する physical precursor [Ishibashi
(1988)]を利用した短期予知には十分な可能性が

あると積極的に論じることである．ただし，見逃

しも空振りも多いだろうと考えており，社会の役

に立ちうるものかはわからない．そもそも，社会

の側からみた地震予測のパフォーマンスは，予測

の時空間・規模幅，見逃し率，空振り率だけで明

確に表現できるのであって，これらのパフォーマ

ンスパラメタに応じて各々の予測をどう使えば

社会的利益があるか，というまったく自明でない

問題は，まず純粋に社会・経済的見地から追求さ

れるべきである．自然科学としての問題は，どう

いったパフォーマンスがだせそうなのかという

ことに尽きる．本稿では，そのなかでも，技術的

フィージビリティーはさておき，地震という物理

現象の性質からみて，予知は原理的には可能そう

なのかを議論する．

  地震学の正当的・伝統的な「見立て」は，地震

のサイズは，小さな規模で開始した動的破壊が，

不均質な破壊成長抵抗の場でいつ止められるか

によって決まる，実質的には偶然に支配されたも

ので，どこまでいくかの確率が GR 則という経験

則に従うという以上のことはいえない（以降 GR
くじびきと呼ぶ），よって，大地震の発生を予測

することは原理的に不可能というものである．こ

の「見立て」に反論することが本稿の目的である

が，わたしの考えた限り，GR くじびき説がなに

か物理の根本的法則に反するわけではない．しか

し，様々な地震の観察，および，その発生メカニ

ズムに関する現在の物理的理解からして，現実は

そうではなく，大きな地震が発生しやすい状態と

いうのが決定論的な意味で存在するとみていい

のではないか，という提案を行う．

  Sykes et al. (1999)は，脆性破壊は非線形現象だ

から地震現象はカオスであり，また，GR 則はシ

ステムが自己組織化臨界状態 (SOC)にあること

を示すから，地震予知は原理的に不可能であると

いう考え[例えば，Geller (1997), Main (1997)]は，

地震予知が「特定の」断層セグメントが「次」に

大きくすべるのはいつかを問うているに過ぎな

いことに注意すれば，全くの的外れであると指摘

している．さらに，地震の準周期性や，第一種空

白域の概念が統計的に支持されない[Kagan and 
Jackson (1991)]という点についても，特定の断層

セグメントに関してはそうではなく，そのセグメ

ントへの応力蓄積の追跡という原理（Reid  
(1910)の弾性反発説の延長）で中・長期的な予測

は可能であると論じている．測地観測と深部岩石

の研究によって得られた，地震セグメント（ロッ

ク域）への載荷の直接的な要因が，主にロック域

外側の定常的な滑りであるという最近の理解

[Scholz (2002)]は，応力蓄積の推定にとって大き

な進歩である．準静的な滑りのモニタリングにつ

いては，地殻変動観測に加えて，トレマーや小繰

り返し地震を利用した革新的な手法が発展して

いる[例えば，小原 (2009), Igarashi (2010)]. また，

隣接領域での大きな地震滑りによる応力の増減

を現実的な幾何配置で勘定することも有効とお

もわれる[例えば，堀 (2009)]．応力蓄積の推定を

精密化して発生時期の予測精度を，繰り返し間隔

の統計による倍半分の世界から向上させること

は，ポスト神戸の見直し以降の新予知計画で中心

的な課題として追求されている．

２．特別な準備過程

  しかし，予知は原理的に可能かという問の核心

は，まだまだ応力が低いから大丈夫ということで

はなく，そろそろ危ないということがどの程度に

推定しうるかであろう．Sykes et al. (1999)も指摘

する通り，応力蓄積の追跡で平均繰り返し間隔の

数分の一以上の絞り込みをすることは，初期値と

閾値の推定精度を考えれば，非現実的であり，や

はり本命の問題は，単なる漸進的なテクトニック

な載荷ではない，特別な準備過程が大地震発生へ

の過程に含まれているかということだろう．この

問題に対して明るい答がでる可能性を感じてい

たからこそ，ブループリントにもとづく地震予知
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研究は始まったのであろう．Sykes et al. (1999)は，

特別な準備過程の代表格である震源核と大地震

の予知可能性の関係については「未解決」として

いる．本稿では，4 節以降，今世紀になっての震

源物理学の新たな知見を踏まえて，地震破壊域が

先行的に壊れ始めるというタイプの準備過程に

よる地震予知の可能性を論じる．

  大地震発生の切迫を示す特別な準備過程があ

るかという問いに答えるためには 2 つのアプロ

ーチがある．ひとつは徹底した観測によって，大

地震の発生以前に，なにか変わったことがおこる

傾向がないかを調べる経験主義である．神戸地震

による見直し以前の予知計画では，前兆らしきも

の[気象庁地震火山研究部 (1990)]は多数みつか

ったが，はっきりしない，という結論がえられて

いる．この前兆らしきものとその定性的物理解釈

は茂木 (1998)によくまとめられている．

  神戸地震による見直し以前の時代の地震予知

計画のシンポジウム講演集をよんでみたが，実用

的予知という目標に対する意識が強かったせい

か，1 対 1 対応に近い「再現性」のある「信頼で

きる」前兆現象をみきわめたいという方向性が強

く感じれられる．しかし，地震の動的成長過程に

偶然的要素がはいっている以上，前兆現象にそう

いった性質が弱いのはあたりまえであって，それ

が「特別な準備過程」など幻で地震のサイズは

GR くじびきであるという証拠にはならない．む

しろ，統計的に地震発生と十分有意に相関してい

ると認められる短期的（テクトニックな応力蓄積

の影響を無視できる時間）先行現象がひとつでも

あれば，1 対 1 にはほど遠くても特別な準備過程

が実在する証明になる．

  それなら，大地震の 2 割程度には前震がつくん

だから，それでいいじゃないか，問題は，それが

事前に「前震だ」と判別できないことだけであっ

て，実用性はなくても，「特別な準備過程」は大

地震の 2 割にはあるんだろ，といわれそうだが，

最近この議論が成りたたないことが証明されて

しまった．余震という現象と GR くじびきだけで

成りたつ ETAS モデル[Ogata (1989)]で地震のカ

タログをつくると，ちょうどこの程度の割合で前

震が出現することになるのである[Helmstetter et 
al. (2003)]．前震という現象は，地震は余震をト

リガすることを別の角度からみたにすぎず，さら

には，前震の b 値が低いという傾向さえ，大きめ

の地震がおこれば，かなりの余震がつくから，大

地震は，比較的大きな地震の余震としておこるケ

ースが相対的に多い，というだけで概略説明可能

なのである．2 割のなかのさらに一部である震源

域に高度に集中するケース[大中・松浦 (2002)]
に関しては，直前 1 時間に多数の微小なリピータ

ーがおこるようなものまでみつかっており

[Bouchon et al. (2011), Doi and Kawakata (2012)]，

ETASでは説明できない特別な準備過程が起こっ

たケースだと信じたいが，ここでいいたいのは，

余震という現象があることで特別でないものが

特別にみえてしまうことに注意が必要だという

ことである．この「ETAS みかけ前震」を使うだ

けで，100 をこえる確率利得をもって大地震を短

期的に予測することができる[Helmstetter et al. 
(2003)]が，それは，本稿で議論する「特別な準備

過程」にもとづく地震予知ではない．

  経験的アプローチは，本稿の主題でないので，

これ以上は触れないが，自然科学の王道である．

しかし，1 対 1 的に近い明白な相関をもつもので

なければ，大地震のような低頻度の現象について

相関を統計的に評価するには，非常に長い時間が

かかるだろう．

  特別な準備過程に対するもうひとつのアプロ

ーチは，大地震が発生する物理メカニズムの理解

から，なにがおこりそうかを想定する演繹的なも

のである．最たるものは，不均質材料の脆性破壊

においては，巨視的破壊は，先行する多数の微小

破壊の合体から始まる[佐藤・雷 (2009)]という，

インタクトな岩石の破壊実験に基づく論である．

いわば断層が「壊れ始めている」というタイプの

準備過程である．壊れ始めずに壊れることはでき

ないから，必然的な準備過程ということになり大

変人気があった．微小破壊の発生とそれに伴う間

隙水の移動で種々の現象を予測したダイラタン

シーディフュージョンモデル[Scholz et al. (1973)]
は地震予知計画でも重視され，地震発生過程の物

理的理解とそれに基づく観測での検証という側

面が強化された．しかし，必然的なはずの現象が

観測されないでおこった地震が多く，地震学者の

多くは予知に対して，再び悲観的に考えるように

なった．

  少なくとも中規模以上の地震は，過去に何回も

地震滑りをおこし，インタクトな岩石より圧倒的

に強度の低い既存断層の再滑りであるという理

解がほぼ完全に受け入れられている現在では，摩

擦震源核が特別な準備過程のなかでも本命的な

位置にある[Scholz (2002)]．地震がおこるとは，

外部からの載荷の増加をまたなくても滑り域が

自発的に高速拡大する（以後動的破壊とよぶ）と

いうことであるが，そのためには，先行して滑る

領域があって十分な応力集中が準備されている

ことが，エネルギーバランスの観点から必要であ

る．摩擦実験で，臨界サイズまでは準静的な滑り

で震源核が成長することが示されたこと，次節で

やや詳述するように定量的な物理理論で裏づけ

られていることなどが信用の背景であるが，本稿

でのポイントは，震源核も「壊れ始めている」タ

イプのメカニズムであるがゆえに，前述の微小破

壊とおなじく「必然的な準備過程」として位置付

けられていたことである．
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  3 節では，この震源核というプロセスを認める

だけでは，地震予知が可能そうだという結論にな

らないことを論じ，そこからが本稿の主要な論点

となるが，その前提として，準静的に壊れ（滑り）

始めるということ自体は高い一般性をもって認

められると指摘しておく．本震によるステップ的

応力変化から少々の時間遅れをもって発生する

動的破壊である余震という現象や，隣あう断層セ

グメントで，少々の時間遅れをもって大地震が続

発する傾向などは，地震が一般に遅れ破壊である

ことを強く示唆する．さらに，現在では，岩石を

含めほとんどの材料の摩擦滑りが閾値的現象で

はなく，滑り速度が載荷剪断力と（面のそのとき

の物理状態できまる）摩擦強度の差の連続関数と

してあらわされる Rate- and State-dependent 
Friction (RSF) law に従うことがしられており，余

震の時間遅れや震源核，および動的破壊の発生だ

けでなく，余効滑りや，様々なスローイベントが

RSF 摩擦で統一的に説明されている [Scholz 
(1998), 芝崎 (2009)]．滑り速度が（応力-強度）

の連続関数になるというのが肝であるが，このこ

とは，摩擦滑りにおいて広い一般性をもつはずだ

ということが微視的物理から定量的に説明され

ている[中谷・永田 (2009)]．
  遅れ破壊的性質を利用して，脆性破壊の切迫度

を診断することは工学的に行われており，脆性破

壊だからムリという理屈は地震にも通用しない，

と片づけてしまえる．ここまでは，ガラパゴスナ

マズ[ゲラー (2011)]の諸先輩方が論じている．に

もかかわらず，「地震の場合には」原理的にムリ

という論が強いのは，地震専門家のなかでの論争

の核心が，そんな初歩的なことではなく，「たま

たま止らなかったのが大地震なのか」問題だから

であり，本稿は，21 世紀のガラパゴスナマズと

してそれに反論するものである．

  本稿では，震源域（の一部）が「壊れ始めてい

る」というタイプの準備過程を中心に議論する．

これは Ishibashi (1988)が physical precursor とよん

だもので，まさしく特別な準備過程である．摩擦

滑りといえども物的損傷を伴う[例えば Nagata et 
al. (2008)]から，さまざまな付随現象を産みだし

うる．一方，Ishibashi が tectonic precursor とよん

だ，本震破壊域の外でおこるなんらかのイベント

によるローディングのふらつきについては，漸進

的でないという点では確かに特別な準備過程で

あり，それが地震発生のタイミングに影響を与え

るということは当然期待されるが，概念としては，

載荷の増減を追跡するという長期予測に属する

ので，今回の論考の対象とはしない．しかし，近

年の測地・地震観測の充実によって，ローディン

グはふらつくものであり，大地震の発生と対応し

ている例も多く報告されている[例えば，Roeloffs
(2006), Shelly (2009)]．特に，過去に前兆的とされ

た地殻変動で大きいものについては，ロック域以

深の滑りと結論されている場合が多く，地震発生

のタイミングが外的要因で強く支配されている

可能性を軽視するものではないが，「地震の予知

は原理的に可能なのか」という長い論争のコアの

部分，すなわち「たまたま止らなかったのが大地

震なのか」という問には関わらないので，これ以

上議論しない．なおロック域外部からの高圧間隙

水注入のような外因性の強度低下についても同

じ理由で議論に含めない．

３．震源核の大きさ

さて，地震発生の不可避的な準備過程として準

静的な震源核の成長があるはずなのに，どうして

「原理的に不可能」だという説が説得力をもつの

だろうか？ 答は簡単で，震源核の大きさと，地

震の最終破壊サイズが相関しなければならない

アプリオリな理由はないからである[吉田・加藤

(2005)]．
  震源核の臨界安定サイズ Lc は，既滑り域と未

滑り域の境の応力集中から計算される静的エネ

ルギー解放率 G（外部載荷の 2 乗，および既滑り

域の長さの 1 乗に比例）が，断層の摩擦の性質で

きまる破壊エネルギーGc（≒静・動摩擦の差と

その遷移に必要な臨界滑り距離 Dc の積）と等し

くなるという条件できまり，岩石中では，Dc の

1 万倍のオーダーになる．地震サイズと Gc の非

直感的なスケーリングが本稿の鍵であるので，混

乱をまねかないように明記しておくが，ほぼ全て

の文献と同じく，本稿をとおして G や Gc は単位

断層面積あたりのエネルギー量であり，例えば，

大きな断層で Gc が大きいといったときに，それ

は決して，面積をかけて総エネルギー量が大きく

なるという話ではなく，単位面積あたりの量が大

きいという意味である．

準静的プロセスであることを念頭において低

速滑りの摩擦実験でみられるDc < l mmをあては

めると，臨界核サイズ Lc は 10 m 以下ということ

になる．問題は，10 m を超えて動的になった破

壊がどこで止るかについて，震源核理論はなにも

いっていないことである．また，摩擦実験でおこ

る動的破壊は，試料断層面全体を壊すので，これ

も破壊の停止についてはなにもいっていない.
そうすると，大地震の破壊域の一部を破壊する

10 m 以下の小さな地震が実際にあるのだから，

天然の断層でも Dc < l mm であるはずであり，原

理的にできるのは，10 m 以下の震源核を捉える

たびに，M0 以上の地震がおこるという予知をす

ることだけだろうというのである．これを仮に断

層ツルツル説と呼ぶことにする．もちろん，断層

ツルツル説だって，破壊の停止については何もい

っておらず，「応力と強度の複雑な分布」によっ

て，破壊の停止は実質的には偶然に支配されるの

だというおきまりの話をされるだけである．「複



33

雑な分布」を具体的に考えずして進歩はない．

  かように，地震発生物理は，地震予知の原理的

可能性について本質的には何もいえなかったの

である．しかし，今世紀にはいってその状況は変

化している．4 節でその端緒となった破壊エネル

ギーの観測からの示唆を，5 節では，それにもと

づいて「強度の複雑な分布」を具体的に考慮する

ことで破壊の停止までを取り扱う新しいモデル

を通じて震源核による予知の原理的可能性を論

じ，さらに，6 節では，「壊れ始めている」タイ

プだが震源核とは別種の準備過程による予知の

可能性を論じる．

４．破壊エネルギーと地震のサイズ

  断層ツルツル説は，なにか根本的な物理法則に

反するわけではない．しかし，Ide and Takeo (1997)
が，神戸地震の動的破壊時の摩擦滑り弱化を観測

地震波形から逆算してみせることに成功して以

来，地震の動的な破壊の実証的・定量的な研究が

進み，ツルツル断層は，地震の実態に全くにあわ

ないことがわかってきた．ツルツル断層では臨界

核サイズを超えて動的になった滑り域は，理論的

には，すぐに S 波速度ぎりぎりで拡大するように

なり，available energy（解放された歪みエネルギ

ーから残留動摩擦による散逸をさしひいたもの）

のほとんどが弾性波動として放射されることに

なる．実際には，破壊の拡大速度は，ほとんどの

場合 S 波速度の 7 割程度であるし，観測された波

動エネルギーを勘定してみると，available energy
の半分程度[Baltay et al. (2011)]で，残りは破壊エ

ネルギーに喰われているのである．別の言い方を

すると，観察事実として，地震は自分がおこった

断層のもつ Dc の 2 倍ほど滑ったら止まってしま

うということだ．これは，大きな地震についても

小さな地震についても同様の結果であって，Gc
が地震の最終的破壊域サイズ（空間 1 次元のサイ

ズ L で表すことにする）に比例するという破壊

エネルギーのスケーリング[例えば, Abercrombie 
and Rice (2005)]が広く受けいれられるようにな

った．

地震がいつとまるかで結果として決まるはず

の L と，断層面が予め摩擦物性としてもってい

るはずの Dc，あるいは Gc が比例するというのは

気持ちの悪い話しである．これを解決するには地

震破壊が止まるメカニズムを具体的に組込む必

要がある．上述の観察によれば，G は Gc とかけ

はなれて大きくなってはいないから，地震を止め

る自然なカラクリがありそうだと思える．こうし

て，今世紀に入ってやっと破壊停止のメカニズム

への本格的なとり組みがはじまり，地震発生の物

理が予知の原理的可能性の問題の核心にリンク

するようになった．次節からいよいよその問題を

論じるが，前提として，連続弾性体中でいったん

動的になった破壊は，G がその時点の破壊サイズ

に比例して増加するという正のフィードバック

が働くため，容易なことでは止まらないことを認

識する必要がある．Rice (1993)は，離散的なバネ

-ブロック連成モデルにおいて地震滑りの履歴に

よって自然に複雑な応力分布が維持され，様々な

サイズの地震が産みだされる結果 [例えば，

Carlson et al. (1991)]は，モデルが連続体の適切な

離散化になっていないためのアーティファクト

であり，弾性体中のツルツル断層では，システム

全体を壊す地震が繰り返すような姿しかうみだ

せないことを示した．断層の破壊を途中でとめる

には，不均質な環境を設定するしかないというこ

とだが，少々の不均質ではあまり満足のいく結果

は得られていない．次節では，思い切った不均質

を導入したモデルを検討する．

５．階層アスペリティモデルと震源核サイズ

破壊サイズとともに Gc が増えていくメカニズ

ムについてはいくつか提案があるが，本稿では，

破壊の停止の部分まで明示的に議論している Ide 
and Aochi (2005)を出発点とする．彼らは，大きな

Gc をもつ大きなまとまった領域（大パッチ）の

中に，部分的に小さな Gc をもつ狭い領域（小パ

ッチ）をおくことを提案した．このようなモデル

を以後 IA モデルと呼ぶ．これは，基本的には小

パッチの破壊が小地震，大パッチの破壊が大地震

になるモデルである．設定の蓋然性については 8
節で議論するとして，ここでは設定の特徴と，地

震予知への含意を議論する．

  4 節で述べた破壊エネルギーの観察にあわせ

て，各パッチの Gc は，対応する臨界核サイズ Lc
がパッチサイズの数分の一となる程度に設定す

る．Gc の値はパッチの半径に比例することにな

るから，考慮する地震のサイズ範囲に応じて，何

桁にもわたる Gc の不均質が設定される．Ide and 
Aochi (2005)では2桁以上にわたるGcやパッチを

扱っているが，ここでは，簡単のために大と小の

二つのサイズだけで考える．

  小パッチのサイズを大パッチの Lc より小さく

設定すれば，小パッチが地震をおこしても，その

応力集中では大パッチは破壊しない．大パッチが

地震をおこした場合には，もちろん小パッチも破

壊する．大パッチ破壊中の小パッチの役割は，高

周波成分を少し増やす程度であって，大パッチの

成長がどこまでいくかには影響しない．大は小を

気にしないというのは，弾性的応力集中からの帰

結であり，それがなりたたない碁石モデル[大塚

(1971)]のようなものは，地震物理の根本的な部分

を見落している．

  各々のパッチの地震が途中で止まることは滅

多におこらない．破壊核の臨界サイズがすでにパ

ッチの数分の一と大きいので，はじまった破壊を

パッチのサイズ以下でとめるほどの応力ムラが

できることは難しいからである．したがって各パ
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ッチは，途中で止まることのない動的破壊の最小

単元としてふるまう．アスペリティという言葉は

様々な意味に使われるが，分割不可能な破壊の最

小単元であることは常に暗黙の仮定である（ここ

を外せば，アスペリティという概念はなんの意味

もなくなってしまう，最後の一線である）．

オリジナルのアスペリティモデル[Lay et al. 
(1982)]では，アスペリティの外側は応力がたまら

ないクリープ域としたので，破壊の最終サイズも

規定してしまっている．IA モデルの場合は，パ

ッチの外側は，より Gc の高いバリアであり，場

合によっては，後で述べるように，外側の大きな

パッチを破壊する cascade up が起りうるが，基本

的にはそのパッチだけの破壊で終ってしまい，つ

まり「どこまで拡がるか」も基本的にはきまって

いる．この意味でも，IA モデルは，アスペリテ

ィモデルに階層性をもたせたものであると位置

付けられる．以後，階層モデルの大パッチを大ぺ

（大アスペリティの略），小パッチを小ぺとよぶ．

なお，IA モデルは，様々な特徴からフラクタル

アスペリティモデルと呼ばれることもあるが，

Seno (2003)がフラクタルアスペリティとして提

案したような，小さいアスペリティの密集クラス

タが大きなアスペリティであるというモデルと

は全く異なる．小さな Gc の小パッチが密集した

ものをまとめても Gc は大きくならない（あくま

で単位面積あたりで規定された量である）から，

破壊エネルギーのスケーリングを満たせない．小

があつまって大をつくる話ではなく，大のなかに

小があってよいことを認める，あるいは，高い

Gc が連続的に分布する広い領域の存在（すなわ

ち大ぺ）を認めるというのが肝である．

  Ide and Aochil (2005)の論文自体の眼目は，

cascade up である．小ぺは基本的にその段階で破

壊が終わる程度に小さく設定しているが，小ペが

もうひとつ隣にあればそれは連動して壊れる（連

動という言葉を，同サイズのペの連続的破壊に限

定して用いることにする）．そうすると，小ぺを

2 つあわせたサイズのクラックと同程度の応力

集中ができ，これが，大ペの Lc より大きければ，

そのまま大ペの動的破壊を起こしてしまう．この

cascade up のメカニズムによって，大ペの Gc に

みあう大きな準静的震源核（以下，大核）をつく

ることなく，大ペ全体がこわれる大きな地震を起

すことが可能になる．もちろん，周囲に連動でき

る小ペがない場合には小ぺの地震はそれだけで

おわる．こうして，地震サイズと破壊エネルギー

のスケーリングを満たしながらも，どんなサイズ

の地震でも，等しく小さい震源核とその破壊から

はじまり，地震の最終サイズは，パッチのランダ

ムな配置によって実質的には偶然で決まるとい

う，正当的・伝統的な地震観が成立しうることを

示したのである．

  地震の動的破壊の階層的な成長自体は，Fukao 
and Furumoto (1985)が提案しているが，弾性体の

応力計算をする具体的な物理モデルによって，地

震の停止までを扱うことができたのは地震発生

物理において画期的な進歩であり，これでやっと

「地震予知は原理的に不可能なのか」=「たまた

ま止らなかったのが大地震なのか」という問題を

具体的に考えられるようになった．

  さて，小ぺの配置の偶然しだいで，小さな震源

核しかないのに大きな地震がおこりうることは

確かめられた．しかし，IA モデルは，そもそも，

大ペに高い Gc を認めるモデルである．ならば，

大ぺ自体の大きな震源核が成長して地震をおこ

すことも十分可能であろう．Ide and Aochi (2005)
は，準静的な滑りは計算せず，最小ランクのペを

ひとつ選んで破壊してみたときに，その破壊がど

こまで拡がるかを計算したものであり，そもそも

準静的核は考慮していない．そこで，野田ら

(2012)は，階層パッチモデルに，準静的滑りを計

算するための RSF 摩擦則と，外部定常滑りによ

るローディングを組みこんで，地震サイクルのシ

ミュレーションをおこなった．結果は，小ぺサイ

ズが大ペの Lc と同程度の場合は，小ぺだけが壊

れる地震，小ペが cascade up しておこる大地震，

大ぺ自身の大きな震源核ができてそこから始ま

る大地震が，長い歴史のなかですべて起こり，そ

れらの割合が，小ぺのサイズに依存するというも

のであった．つまり，大地震に大核という特別な

準備過程が伴うこともあれば，スキップされるこ

ともあるというのである．したがって原理的不可

能論者のいうとおり，大核は大地震発生の必要条

件ではない．しかし，一方で，大核なしで大地震

がおこったケースの発見が，次回の大地震に大核

が先行する可能性を排除するものではないこと

になる．毎回同じでないからといって大地震の発

生に，地震予知の意味での predictability [Sykes et 
al. (1999)]がないということにはならない．複数

回の地震サイクルのゆらぎの詳細まで決定論的

な力学モデルで再現した Barbot et al. (2012)の
Parkfield モデルは興味深い例である．

６．広域な固着の剥れと熟れ熟れ状態

  ここまでは狭い意味での震源核，すなわち，滑

り域が臨界サイズに達してそのまま加速し，動的

破壊にいたるようなものがどの程度期待できる

のかということを議論した．3 次元のシミュレー

ションをアニメーションでみていると，大であれ

小であれ，震源核の形成は単純な解析近似式

[Dieterich (1992)]通りにきれいにおこる．一方で，

3 次元のシミュレーションでは，固着域が外側か

ら剥れてゆく[例えば，Kato (2003)]（といっても，

滑り速度は，プレート相対速度よりも十分低い）.
時にはプレート速度を超える過渡的なスロース

リップイベント(SSE)になることもある[Lapusta 
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and Liu (2009)]．しかし，大ぺの剥れは大ぺ地震

サイクルのかなりの長い期間を通してじわじわ

進行するし，ロック域内での SSE も，時期・規

模とも気紛れで，地震の発生の切迫とよく対応す

るわけでもない．しかし，野田ら(2012)は前節で

触れたシミュレーションのなかで，おもしろいこ

とに気づいた．cascade up の大地震は，大ぺ自身

の震源核の形成を待たずにおこったものである

から，時期が前倒しになっていると期待されるが，

そういう効果はほとんどみえない．そこで，大ぺ

全体での平均滑り速度の推移をみてみた．

cascade up する小地震が小ぺでの小さな核形成を

おこす少し前の期間で大ぺ全体での平均速度を

みると，小地震で終る小地震の小核形成の直前に

比べて，あきらかに大ぺ平均滑り速度が高く，む

しろ大地震に大核が先行する場合の大核発生直

前の大ぺ平均速度に近いのである．RSF では，す

べり速度の対数はつねに強度と応力の差と線形

な関係をたもつから，大ぺ内のかなり広い部分で

平均的に強度が低下している状態でないと，小地

震がおこっても cascade up はできないというこ

とを示唆する．つまり，最終的な大核がスキップ

されるにしても，実は，いまにも大核ができそう

なくらいに，大ぺ全体が熟れきっていないと大地

震はおこれないらしいのである．これは，十分に

「特別な」壊れ始めているタイプの準備過程とい

えるだろう．あくまで必要条件的準備過程でしか

なく，大核のように現行犯逮捕というわけにはい

かないが，前倒し効果がないということは，熟れ

熟れ状態はそう長く継続しないということであ

り，切迫性をかなり絞りこめそうである．

  ただし，野田らは，熟れ熟れ状態について，な

にかのパラメタで閾値を設けてすっぱり判別で

きるようなものではなさそうだとも指摘してい

る．たとえば，大ペ平均速度がかなり高い状態で

も，cascade up しない小地震がおこることはある．

しかし，その場合，余効滑りが異常に大きく，そ

のあと大核が成長して大地震をおこしてしまう．

逆手にとれば，よく熟れた状態を，応力擾乱への

応答性で検出できるということになる．2011 年

東北太平洋沖地震の数年前から，その破壊域内の

広い範囲で出現した変化 [例えば，Suito et al. 
(2011), Tanaka (2012), Kato et al. (2012), Ohta et al. 
(2012), Ito et al. (2012)]には熟れ熟れ状態を思わ

せるものが多い．ここでいう熟れ熟れ状態は，面

の強度低下であるから，物的損傷を伴う physical 
precursor であり，非力学的な付随現象もおこしう

る．測地は，滑り速度に線形な感度しかもたない

が，面の強度の実態ともいえる粗面の真実接触面

積は，滑り速度の対数に線形な量である[Nagata 
et al. (2008)]．こういうものの変化は，滑り速度

が，たとえば，0.01 um/s から 10 um/s に変化する

広域剥れの段階のほうが，狭い領域でのたとえば，

0.1 mm/s から 1 mm/s への変化である，最終段階

の震源核での変化よりずっと大きいと期待され

る．非力学的な前兆現象らしきものの多くは，震

源核でも載荷のふらつきでもなく，熟れ熟れ状態

をひっかけていたのかもしれない．

７．議論 1. 静的 Gc のスケーリング

破壊の停止機構までを視野にいれた階層アス

ペリティモデルは，現在までに知られている地震

の姿を全て的確にとらえている．本稿では，大き

な地震をおこす大パッチは大きな Gc をもつ，と

いう IA モデルの本質的な特徴に着目して，大地

震に先行する大核は，cascade up でスキップされ

やすいとはいえ，実際に出現する可能性があるこ

と，さらに，大ぺ内の広域な剥れ（強度低下）の

十分な進行が大地震発生の必要条件であって，こ

れを，十分条件的な狭義の震源核とは別種の，し

かし「壊れはじめている」タイプの特別な準備過

程として認識すべきであることを論じた．どちら

も，静的に大きな Gc があるということが前提で

ある．実は，4 節で述べたスケーリングに用いら

れている Gc は，本震の動的破壊中の Gc を本震

の動的破壊の観測から推定したものであって，

Andrews (2005) や Rice et al. (2009)が提唱するよ

うに，動的破壊の最中だけ additional に巨大な Gc
が生じる散逸プロセスを仮定して説明すること

もできる．一方，わたしの主張は，静的な Gc が

既に十分大きくないと成立しない．

  この点については，まず 2011 年東北太平洋沖

地震においては M9 の破壊域の一部で 2 日前に

M7.3 の地震がおこって止ったことを思いおこし

てほしい．M7.3 がつくった 50km サイズクラッ

クの応力集中に周囲が 2 日間耐えたのは，M9 パ

ッチの静的 Gc が非常に大きかったことを示す．

Kato (2012)は，もっと一般性のある指摘をしてい

る．深部定常滑りによるローディングは，ロック

部に対してプレート速度と前の地震からの経過

時間の積との食い違いによる応力集中をつくり，

そのGがロック部のもつ静的Gcに達した時点で

地震になるのであるから，地震の繰り返し時間か

ら静的 Gc の推定ができると指摘し，南海パッチ

に対して 0.1-l MJ/m2, 東北 M9 に対して Gc が

6-20 MJ/m2とみつもっている．とてもタフでない

と数 m もの食い違いによる応力集中に耐えられ

るはずがないのは当り前なのだが，つい応力集中

のことを忘れて，静摩擦強度 vs 載荷応力という

子供でもわかる図式に囚われて，こんな基本的な

ことがいままで指摘されなかったのだろう．

  さらにもう一歩進めると，食い違い量を，破壊

域サイズLで割ったのが静的応力降下量()であ

るから，実は，の地震サイズ非依存性は静的

Gc とパッチサイズ L との比例則を示していると

考えることもできる．実際，パッチサイズに依存

しない Gc をおいて地震サイクルを回してみると，

パッチ径の-0.4 乗で，大きいパッチほどが小さ
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くなってしまう[吉田, 私信]．また，よく指摘さ

れることだが，応力降下一定則の理由を静摩擦と

動摩擦の差がスケールによらないこととする単

純な説明は，じゃあ，なぜが深さに比例して増

えないのか，という疑問に答えられない．静的

Gc に対して IA モデルのようなスケーリングを

仮定することの妥当性は，よく確立した地震の静

的な相似則からも要請されるということだ．

  野田ら(2012)は，パッチ径 R の Lc に対する比

を脆性度とよび，それを 3 と設定した．脆性度が

1 以下ではスロー地震しかおこらず[Kato (2003)],
逆に脆性度が高ければ，準静的滑りの役割は小さ

くなる．4 節で述べた Gc のスケーリングからす

れば脆性度 3 は，小さすぎはしないが，あれはあ

くまで動的 Gc の値である．上に静的 Gc も R に

比例し，相当に大きいと論じたが，動的なときだ

け働く散逸プロセスを認めれば，動的な Gc より

は小さいはずである．前震領域や地震の初期フェ

ーズからの推定では脆性度は 10 程度とされてお

り[例えば, 大中・松浦(2002)]，野田らの設定した

3 は甘過ぎるかもしれない．脆性度をあげれば，

cascade up はおこりやすくなるし，大核自体も小

さくなるだろう．熟れ熟れ状態の規模も小さくな

るだろう．しかし，熟れ熟れ状態の継続時間が短

くなるという，有利な効果も考えられる．その場

合，数日から数時間前に局在するような前兆現象

[例えば，Nemec et al. (2008), Le et al. (2011)]すら，

現行犯的な直前過程ではなく，熟れ熟れ状態によ

る短期前兆に過ぎない可能性がある．
  
８．議論２. 小ぺの分布

  IA モデルのような Gc の分布パタンにしっか

りした物理的裏付けがあるわけではない．Ide and 
Aochi (2005)もそうしているように，不均質の空

間波長と Gc の比例関係は，断層形状のフラクタ

ル性と関連して，以前から提案されてきた[大
中・松浦 (2002)]. しかし，その議論は，実験試

料の面の粗さ（フラクタル上限波長）と Gc の関

係，あるいは，粗面摩擦の微視的モデルを基礎に

しようとするもので，これらは，面のもつフラク

タル上限波長より十分広い範囲の平均の結果と

してなりたつものだから，断層のフラクタル上限

波長以下でおこる地震へ適用できる保証はない．

結局，大きな地震のことは大きなまとまりで大き

な Gc を採用し，小さな地震のことは，小さなま

とまりで小さな Gc を採用して考えるしかないか

ら，ひとつの場所に複数の Gc をアサインしよう

か，などということになり，（それは正しいのか

もしないが）とらえどころのない話になる．それ

に対して IA モデルは，空間の一意な関数として

Gc をアサインしており，大胆だがすっきりして

いる．5 節で述べたように，大の破壊中には，小

の存在などどうでもいいことなので，破壊が止ま

るかどうかを考えるには，IA モデルで用が足り

るだろう．

  では，小ぺの密度はどれくらいだろうか？ フ

ラクタル面ではどこであろうと，一部分だけとり

だせば，短波長しかみえないから，ありとあらゆ

るところが小ペであるということになりそうな

気がするが，この議論は正しくない．不規則形状

の接触面のある部分をとりだして仮に滑らせた

として，その部分の平均としての挙動は，二面の

そこでの位相関係によって，滑り弱化にも滑り強

化にもなりうる．その部分だけで地震をおこしう

るのは，十分鋭く滑り弱化するような位相関係の

ところだけである．IA モデルの小ぺは，そうい

う，そこだけで地震を起しうる部分をとりだした

ものと考えるべきである．

  b = 1 の GR 則に含まれる小地震が全て，大ぺ

のなかの小ぺであるとすると，大ペは小ぺで埋ま

ることになり，全ての地震が cascade up でおこり

そうだが，それはやりすぎである．小地震の多く

は大断層の部分破壊ではなく[例えば，Haucksson 
(2010)]，もともと大地震には成長しえないもので

ある．あるひとつの大断層の一部が滑った地震だ

けをとりだせば，小地震の数は，大地震の頻度か

ら GR 則で期待されるものに対して圧倒的に少

ない[例えば，Ishibe and Shimazaki (2009, 2012)]．
「原理的に不可能」論者のいうほど，大地震にな

りそこねた残骸が大量にころがっているわけで

はないのである．

  したがって，小ペの密度は，小地震を，大断層

の一部（小ぺ）の破壊とみなせるものと，そうで

ないものに区別する精度をあげて，実際のところ

をよりよく推定するしかないだろう．

  少なくとも，大きな断層の一部が小地震として

滑ったところは全て小ペをおいていいだろう．

Ide and Aochi (2012)は，過去の M7 級地震の場所

に小ペをおいて 2011 年東北沖 M9 地震の破壊過

程の詳細を再現している．それだけでは cascade
が途中で止まってしまうので，1 個だけ追加して

いるが，観測データのある期間内に滑っていない

小ぺがあるのは当然である．なお，日本海溝はプ

レート境界面が滑る地震だけで GR がほぼなり

たちうる例外的な場所である．

  もちろん，小ペの独立地震がおこっていないか

らといって小ペがないとは限らない．野田ら

(2012)は，小ぺが大ぺの Lc よりある程度以上大

きければ，小ぺ独立の小地震も大核からの大地震

もおこらず，cascade up の大地震のみになること

を示している．最も危険な大きめの小ぺは隠れる

のが得意だということだ．（厳密にいうとこの場

合は，小ぺとはよべず，むしろ大ぺの意地悪な内

部構造というべきかもしれないが，IA モデルの

小パッチではあり，簡潔のため，小ぺと呼んでお

く）．南海地震(M8)が繰り返し起こっている領域

は，インターサイスミックな期間に，その一部が
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滑った可能性のあるM5以上の地震が 1つしかな

い [石辺ら (2008)]．M5 以上のパッチがないから，

大地震には必ず大核が先行するとみてよいのか，

それとも，かなり大きな小ぺが隠れていて，その

小ぺの Lc 以上の震源核は生じえない構造になっ

ているか，のどちらかであろう．後者の場合，小

ぺが「大きめ」な分，その Lc も大きめになるが，

大ぺの Lc とは格が違う．

９．まとめ

  地震発生の物理モデルが破壊の停止までを本

格的に扱えるようになったのは最近のことであ

る．地震予知は原理的に可能かという論争の核心

は，「たまたまとまらなかったのが大地震なのか」

という点であるから，地震予知と地震発生物理の

本当のリンクはやっと始まったばかりである．

  Gc と地震サイズがスケーリングするという観

察を足掛りに Gc を空間的にうまく配置（タフな

大パッチのなかにフラジャイルな小パッチをお

く）することで，この問題を具体的に扱えるモデ

ルが提出された．この考えは，地震破壊に関する

実に多くの重要な観察をうまく説明できている．

このモデルにおいては，空振りの少ない現行犯的

な直前準備過程である，大きな準静的震源核の形

成は，小さな震源核しか先行しない小地震からの

cascade up として大地震が発生することによって

スキップされうるので，空振りは少なくても見逃

しの多い準備過程といえる．

  一方，cascade up の大地震ですら，それが可能

となるには，大ぺ内で広域の強度低下が，いまに

も大核が発生しそうな程度におこっている必要

があり，狭義の震源核とは別種の，しかし「壊れ

はじめている」というタイプの準備過程と考える

ことができる．これは，必要条件であるだけでな

く，条件によっては，時期の切迫に関してかなり

の絞り込み情報となる可能性がある．その検出に

は，広域にわたるわずかな滑り速度増加，強度低

下=物的損傷による様々な付随現象に加えて，潮

汐・小地震等の応力擾乱に対する非地震性滑りの

応答増加が期待できる．

  大きな震源核も熟れ熟れ状態も，大きな静的

Gc が実在することが前提であるが，現実はそれ

を支持しているようにみえる．一方，cascade up
でおこっただろうという大地震の例は既にいく

つもあるのだから，小ペの大きさや密度について

の推定を進めるべきである．そのためには

cascade up して大地震になりうる，大断層上の部

分破壊としておこった小地震がどれだけあるか

を理論と観測を融合させて評価するべきである．

小断層でおこった地震が大部分をしめる GR 統

計は, 地震予知の観点で重要[ゲラー (2012)]な意

味をもたない．ミクロに満たすべきは断層の具体

的な姿，マクロに満すべきは，ある場所だけがい

つまでも滑り遅れていることはできないという

こと（Reid の考えの延長）だろう．

  なお，本稿は，「原理的に無理」派が最も無理

だと思っているという理由で physical precursor
（大地震の震源域が壊れはじめているタイプの

準備過程）の蓋然性に焦点をあてたが，外的な要

因による地震発生時期への影響（ tectonic 
precursor）を軽視すべきだといいたいわけではな

い．また，小ペの密度うんぬん以前に，大ぺのス

ペックがまちがっていてはどうしようもないか

ら，時間軸によらないポテンシャル評価が正しく

できていることは前提である．

10．結論

  「大きくてタフなパッチ=大ぺ」というものを

認める限り，最低限，大ぺ熟れ熟れ状態という

physical precursor が必然的準備過程として存在し

そうであり，これにもとづく短期予知は原理的に

可能である．観察からみて，タフな大ぺは事実と

おもわれる．熟れ熟れ状態から，さらに現行犯的

準備過程である大ペ自体の震源核を経るかどう

かは，小ペの詳細に左右され，ここには確率的要

素がはいるが，大ぺ熟れ熟れ状態自体は，大ぺの

Lc オーダー以上の粗視化情報で，決定論的な発

想で扱えるだろう．地震は弾性体中の食い違い応

力集中による現象だから，小から大への影響は限

定的で，非線形現象だから全てを正確にしらない

と予測性がなくなる，なんてことにはならないは

ずである．「実用的」にこだわらなけらば，「壊れ

はじめ」の前兆現象を追求する予知らしい予知の

研究は十分に成果がみこめる．もちろん，碁石モ

デルや SOC の方が知的にグラマラスではあるが，

現実の地震は，どうやら，意外とつまらない現象

のようにみえる．
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函館シンポジウムを終えて

－今後の地震学としての地震予知研究のために－

(公財)地震予知総合研究振興会  松浦 律子

ブループリントから半世紀を経た今，地震予知に学問としてどう取り組むのか方向を正しく見定める

には，事実に基づいたこれまでの総括なくして不可能である．伝聞や印象，世間のラベル付に惑わさ

れずに，これからを担う若い会員がこの半世紀の歩みを捉え，自分自身でよく考えて研究を行って欲

しい．その一助として，今回のシンポジウムのまとめを試みた．昨今，地震予知を巡る，或いは東日

本震災後の議論で，昔は大勢だったリアルスカラーが少なくなってしまったと感じている．研究のネ

タはゴロゴロしている．良質のデータも豊富な今，最も大事なのは，できる研究ではなく，解くべき

問題を見極めて取り組むセンスと覚悟である．地震学の研究に携わる者は理学者として自立して予知

に限らず学術を極めて貰いたいと強く願う．願わくば地震発生過程を詳らかするための 21 世紀のロー

ドマップ作りを学術団体として学会が率先作成して欲しい．

１．はじめに

ブループリントから半世紀を経た今，地震予知

に学問としてどう取り組むのか，或いは取り組む

のを 90 年代のアメリカのようにやめてしまうの

か，方向を正しく見定めるには，事実に基づいた

これまでの総括なくして不可能である．伝聞や印

象，世間のラベル付に惑わされずに，これからを

担う若い会員がこの半世紀の歩みを捉えられる

ようにと考え，函館のシンポジウム準備に参画し

た．函館のシンポジウムは単なるキックオフであ

り，このモノグラムも各会員が考える元になれば

よいと思っている．

函館では時間が限られていたことから，少しで

も議論が深まるように，各発表者の要約を仰せつ

かった．翌日に理事会から行動計画案が発表され

ることや，その中で「地震予知」を定義している

事などを全く知らされていなかったことから，結

果として不用意となったアンケートの実施によ

って，不毛な用語定義に貴重な時間を費やしたこ

とと，予定より広くなった会場で，後方の発言希

望者に発言機会が全く回らなかった不手際など，

シンポジウム運営の反省点は多い．また，半世紀

の歩みのなかで，阪神以前の 1994 年にすでに阪

神後の見直しに際して背骨として採用された観

測網拡充から踏み出す提言に関する部分がレビ

ューから全く抜け落ちていたことも残念な点で

ある．ともあれ，以下でまず今回の各発表を振り

返ろう．

２．各発表の概略

2.1. 阪神以前の予知計画のレビュー

津村氏によって，ブループリント作成から

1965 年開始の地震予知研究計画，1969 年から

1995 年兵庫県南部地震が発生して見直しが行わ

れる以前の第七次途中までの地震予知計画（以下

旧計画と略す）のレビューが行われた．

要約すれば，ブループリントは地震学会員の多

くがまじめに討議を重ねて策定し，目的が明確な

提言であり，予算獲得を目指した小賢しいもので

はない．当時の国力から考えて到底全部が実現で

きないことが明白で採択が容易に望めない規模

であっても，予知の可能性を考えた観測体制確立

を目指したものだったことからもそれは明白で

ある．1969 年の二次で早くも計画名から「研究」

がなくなったのは地震学者ではなく政治が行っ

たことであって，実際に大学系研究費は二次で増

大していないという．

2.2. 阪神以降の予知研究計画のレビュー

平田氏によって阪神淡路大震災後の旧計画第

７次の途中から現在まで（以下新計画と略す）が

報告された．阪神淡路大震災から 3 ヶ月後には，

地震発生ポテンシャルの評価を目指す観測研究

や活断層に関する調査研究を一層すすめるよう

に第７次計画が見直され，地震防災対策特別措置

法がその 2 ヶ月後に制定されると，旧計画の中心

であった観測網整備は基盤観測網として地震調

査研究推進本部が担い，ブループリントで想定し

た規模をはるかに上回る密度の観測点分布や調

査頻度が実現された．一方 1999 年から「地震予

知のための新たな観測研究計画」として始まった

新計画は，地震発生に至る地殻活動解明のための

観測研究の推進・地殻活動モニタリングシステム

高度化のための観測研究の推進・地殻活動シミュ

レーション手法と観測技術の開発・本計画推進の

ための体制の整備を狙って，二次 10 年間，さら

に 2009 年からは火山噴火予知研究と統合された

「予測システムの開発」をより明瞭に志向した研

究に重点を置く計画として現在進行中であると

の報告がなされた．

2.3. 予知研究総括の提言

ゲラー氏は阪神以前から地震予知計画に大変

批判的であった．予稿ではその 20 年来の鋳型に

はまったディベートネタが展開されていたが，実

際のシンポジウムではこれまでにない建設的な
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内容で，シンポジウム準備段階が幾ばくか影響し

たのなら，費やした時間が活きたと思った．

予知計画では，大きい地震には「前兆現象」が

あり，観測網さえ構築すれば経験的に予知研究が

進展するという楽観に基づいてきたが，半世紀を

経た今，基礎理論を見直す必要がある．固有地震

説・空白域説・地震周期説はデータに合わず，サ

イエンスの道へ戻って出直すべきであると主張

した．予知計画の副産物として，優れた観測網が

設置され，沈み込み帯の詳細構造などの科学的成

果が得られたことへの言及もあった．

2.4. ブループリントの目標と将来の方向

金森氏は，第三者として，標記の題で，予知計

画のレビューを行った．ブループリントは提言通

りの観測網が実現すれば，10 年間ほどの後には，

観測結果と地震発生との関係が明らかになり，実

用的な地震予知ができるようになるかに答える

ことができる，と目標を立てているが，その結果

現在では，地震発生過程がきわめて多様であるこ

とが判り，地震予知の実用性は今もって不明であ

る．

予知計画によって，二重地震面，繰り返し地震，

地震破壊過程，スロー地震，微動，不規則な地殻

変動，トモグラフィー，リアルタイム地震学等の

研究が，大きく進歩した．一方，予知に直結する

と有望視された地殻変動の直前変化は，期待され

たほど明瞭ではなかったし，前駆すべりと期待さ

れるゆっくりすべりは，大地震発生の直前とは限

らずに発生することが判った．むしろもっと長期

にわたる変化が東日本震災で確認されている．地

震活動では，空間的には複雑で，震源域の構造を

知るには有用であるが，前兆と判断できないし，

前震も事前に判断するのが困難である．電磁気的

前兆は，仕組み自体の解明が必要であろう．

教育研究活動の強化と人材の養成，研究結果と

社会の要請のタイムスケールの違いを認識した

コミュニケーションと長期防災対策の改善，リア

ルタイム地震学の手法の開発で，社会の要請に応

えるべきで，研究には堂々と取り組もう，結んだ．

2.5. 海陸統合観測網の時代

日野氏からは，海域観測レベルに関する現在の

状況の報告があった．プル－プリントは研究推進

のためのインフラ整備の提言であったが，海域観

測に関してはまず旧計画の中で，海底地震観測の

実現性の実証や，観測手段の開発から始まって

[e.g. Asada and Shimamura，1976] 1 週間から数ヶ

月間の臨時観測，ケーブル式でリアルタイムに長

期の観測値を得られる海底地震観測の手段が整

った．さらに新計画の間に音波測距と GPS との

組み合わせによる海底地殻変動観測が実用段階

まで漸く進化してきており，これから観測密度を

上げる段階まで来ている．東日本震災を受けて，

太平洋側での海域観測が，南海トラフの地震に備

えて西南日本太平洋側でも観測網が整備されつ

つあり，海域の基盤観測によって今後の学理の発

展が期待されている．

2.6. 地震発生物理と前兆現象

中谷氏は，最近の研究から階層アスペリティを

考慮したモデルでは百発百中とはいかなくても

明らかに大地震前に前兆的挙動が期待できる場

合も半数程度出現する，というシミュレーション

を紹介した．社会的に喜ばれる短期直前に出るシ

グナルが都合よく捉えられて，実用的な地震予知

が実現可能であるかどうかに関しては不明では

あるが，大地震の発生には準備が必要であり，地

震発生の物理として地震発生を事前に予測可能

であるかを理学的に研究することは，科学として

十分チャレンジする価値のあるテーマであると

いう．副産物として大地震発生を予測出来る可能

性も高いが，鉄道や高速道路を止めて発生に備え

るような精度や時間的に限られた予測ができる

かは必ずしも明瞭ではなく，空振りや見逃しとい

う予知の失敗もあり得るという．

大震法の地域指定対象となるような，社会活動

を制限可能な地震の直前予知は，金森氏の指摘の

ように困難であろうが，地震発生の物理に取り組

む意欲がある研究者が存在することは判った．

３．新旧地震予知計画の問題点

津村氏の発表を聞くまでも無く，当時の限られ

た国力や技術レベルを考慮せず今日の視点から

旧計画をペテン呼ばわりするのは，「ソクラテス

は奴隷を使ったからその思索は無価値だ．」とい

うような間違った潔癖論者の言説と同様不毛で

ある．半世紀前は，信号はデジタルではなくアナ

ログ．メタルの電話回線１本引くのに当時の貨幣

価値で莫大な債権購入が必要で，テレメーターは

無線がせいぜいだった．しかも増幅器は真空管か

らトランジスターに漸く変わろうという頃であ

る．8 畳間に入りきらないような筐体の中には IC
はおろか OP アンプですらなく，抵抗とトランジ

スターを組み合わせた大量の回路を納めていた

当時の大型計算機は，アセンブラで書いた計算プ

ログラムの処理速度が実は現在の携帯電話の

CPU より何桁も遅かったという時代である．レ

ーザー測距が漸く戦車には搭載されようかとい

う時代の測量は標尺と巻き尺やハンドレベラー

の世界．ツァイスのレンズが珍重される理由があ

った．ゼロックスコピーはまだ特許が有効で高価

なため，青焼き複写，謄写版，写真複製が利用さ

れた．時計はゼンマイで NHK ラジオの時報で更

正し，大きく嵩張る水晶時計でも恒温槽にでもい

れない限り msec の精度は怪しかった．結局現在

我々が享受できている良質な即時データやデジ

タルでの処理の実現は，実は地震学より外の集積
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回路技術や通信技術，計算機技術，宇宙開発，さ

らにはそれらの進歩の背景にあったコストを度

外視した冷戦構造下の軍事的研究開発競争の恩

恵によるところが大きいことが，この半世紀を振

り返るとよく判る．しかし，このような状況でも

国民の強い要請を受けて限られた予算から特別

な研究費を与えられている者としての矜持をも

って，旧計画の間に地震学者は限られたデータや

知識の中で進行中の地震活動に関して可能な限

りの情報発信を担う誠実さを示したいたことは，

現在の若い会員にも理解されただろう．直前予知

を棚上げして，あふれるカタカナの中に到達目標

が情緒的に霞んでいる現行の新計画よりは，研究

者達は責任感が強かったのではないだろうか．

もちろん旧計画には当初から反省点がある．ブ

ループリントは提言する観測網の実現性が低か

ったので，目的はあるが，目標を設定できなかっ

た．そのため，「全ての観測網が実現してから 10
年で地震予知実現の可否に目途をつける」という，

苦心の文言が後々目標扱いされることになった．

また，観測施設の展開は徐々にではあるが予知計

画によって進展していったものの，そのデータ処

理体制や解析手法の省力化を推進して，予知研究

自体の進展に研究者が傾注できる体制の確立と

いう面が欠けていたことは大きな問題であった．

当時としては画期的だった無線テレメータデー

タを書くインク書きレコーダーは，インク詰まり

と用紙の不具合が心配で，休日返上で研究者が様

子を見ることになり，一番大事な高度な解析や深

い思索の時間を奪い続けたのである．

今回のレビューからは抜けてしまったが，予知

計画の半世紀の歩みを考える上では，1994 年に

実施された地震予知シンポジウムは，学術的に大

きく展開しようという提案がでている点で，実は

重要である．新計画の目玉とされる「地震発生に

至る地殻活動解明」という視点は，当時すでにゲ

ラー氏の度重なる地震予知計画に対するクレー

ムなども契機になって開かれたこの地震予知シ

ンポジウムの時点で提案され，阪神淡路大震災後

の世論の圧力化で見直される以前の，第七次地震

予知計画の当初計画中にも本当に僅かではある

が入れられてはいたのである．もう少し早く今回

のシンポジウムの企画があって，時間が十分に取

れたなら，この辺りを浜野氏にレビューして頂き

たかったところである．しかし，残念ながら日本

の行政では阪神大震災の災禍無くして，大きい方

針転換は図れなかったかもしれない．

平田氏によれば，阪神後は「アスペリティモデ

ル」を柱に観測研究計画の成果が着々と上がって

いるという．しかし，「地震発生の準備過程」と

して個々上がっている成果が，全体としてどのよ

うな配置になっており，「大地震発生」にいたる

過程の何処がどの程度解明され，どこが難航して

いるか，という俯瞰的な展望がいつも判らない．

また，アスペリティへの応力集中が定量的に取り

扱われていないことは，科研費で実施する研究な

ら兎も角，地震予知のための研究計画としては大

きい問題ではないだろうか．新計画で多用される

「モニタリング」とは，現在の状態を知るという

意味であろうが，定量的に何をどの精度で計測す

れば何が判ると予想しているのかの戦略的なプ

ランを量的に示さなければ，エモーションで揺れ

動く世論にはこの先対峙できないであろう．巷で

は，核融合と地震予知は，達成できていないのは

予算が不足しているからだと常に言うと，揶揄さ

れていることを，我々は忘れてはならない．

東日本震災後に俄に流行している「階層構造的

アスペリティ」の物理モデルは旧計画の七次を立

案する時点で既に提出されていた［Matsu’ura et al.
(1992)］．現在の研究計画中では，Rate and State
流の摩擦構成則で断層面の強度とそこにかかる

応力とが分離されていない計算ばかり流行して

いる．準静的なひずみエネルギー蓄積段階とダイ

ナミックな地震破壊現象とがシームレスに繋が

らない点と，地震後の強度回復過程にスケーリン

グ則が持ち込めないこととに決定的欠陥がある

この方式による事象再現シミュレーションが殆

どで，シミュレーションを予測へ生かすロードマ

ップが不明瞭である．過去にあった事象の再現は

数理モデルでも可能であろうが，これから発生す

る地震の予測を行うためには，必要なのは物理モ

デルである．よく使われる「地震は複雑系である」

という類いの定性的情緒的計算の乱立だけでは，

目標の達成は困難だろう．物理的設定とは離れて

も見た目に複雑なモデルの計算がある程度可能

な Rate and State は論文を量産し易いので流行し

ているが，予測に不可欠な物理モデルに取り組む

ためには Ohnaka (2013) の 4 章をもう一度読んで

貰いたい．

４．地震学の問題

ゲラー氏はディベート力を中等教育で鍛える

アメリカ育ちであるから，地震予知計画批判に使

うオハコとして 1．地震は G-R 則に従う予測不

能な現象である．2．欧米は地震予知を不可能と

しているのにまだやっていて世界の笑い者であ

る．をよく使う．しかし両方とも間違っている．

地震は G-R 則に従ってフラクタルであるから

地震予知は不可能というのは地震予知の可能性

否定の根拠にはならない．電子 1 個の動きは確率

事象であり，それがある場所に到達する時間を言

い当てることはできないが，沢山集合した電流の

振る舞いは完全に予測できる．地震でも，岩石中

の特定の 1 箇所の分子結合が破断して転位する

瞬間を言い当てる必要はなく，100km 以上のまと

まった領域で転位が起きる事象を予測すればい
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いのである．逆に地震現象は殆どのエネルギーを

場の平均的歪み蓄積レートに応じた大きい地震

で解放し，余震はそれに従属するオマケ現象で極

部分的なエネルギーしか解放できないので［e.g. 
松浦，2012］，日本なら震度５程度ではびくとも

しないインフラを構築しつつ，M7 以上の地震だ

けを予知する努力をすればいいはずだ．

地震の力源の本多氏と海外との論争を上げる

までもなく，欧米が常に正しいとも決まっていな

い．米国には赤池も宇津も尾形も居なかったので，

80 年代に観測の生データに地震の前兆が明瞭で

なかっただけで地震予知を簡単にあきらめてし

まったのが，禁酒法の米国ではないだろうか．ま

た予知しなければならない地震が日本と違って

M6 未満まで含まれてそもそもミッションとして

大変困難であるという地学的条件の厳しさも一

因だろう．同様のことは，欧米から始まり，現在

は日本も参加している CSEP という地震予測可

能性実験にも影を落としている．この実験では，

地震活動の予測モデルを，M7 が年に 1 個は発生

する日本では到底そぐわない，全ての震源データ

を点として扱うなど，中小地震向けとしか思えな

い時空間の離散化の仕組みでテストする．日本や

ニュージーランドのような大地震が屡々発生す

る場での予知に向けての取り組みは最初からス

コープにないのだろう．欧米に限らず誰かの二番

煎じをしていては地震予知に限らず学術の進展

は望めない．

ただし，日本には，負けると判っている太平洋

戦争を誰も止めなかったのと同じ問題が未だに

残っているようだ．我々に足りないのは，慣性力

に頼った継続ではなく，真に学術的な徹底討論で

ロードマップを作成し，未来への展望を手に今の

研究を行うことではなかろうか．漫然と定性的な

検討をアドホックにだすのではなく，「地震予知

のための」研究計画に相応しく，かつて学術会議

と共同で学会が開催したような研究のレビュー

が，相応しい日数をかけて行われるべきであろう．

データ解析の経験もツールも世界の先端を走っ

ている人達が日本にもちゃんと居るのである．彼

らの力をプロジェクトに生かすべきではなかろ

うか．

阪神淡路大震災後には，地震学会は社会から厳

しい批判を受けた．相当理不尽な批判があり，十

年一昔以上経過した今なら，検証して反論してお

くべきことが多いと思う．とまれこの災害を契機

に，地震予知とは切り離されて，地震災害軽減の

ための地震研究の施策は政府が行うことになっ

て地震調査研究推進本部ができた．それから 16
年後の東日本大震災のときは，社会は地震学会を

指弾しなかった．非難の対象として原発など他の

餌食があったためだけではないように思う．すで

に地震学にさほどの期待を持っていない人達が

多いことの表れかもしれない．カラー図を多用し

て後知恵で地震を講釈しているだけの集団と思

われていないか心配である．世間から厳しく批判

されていない現状だからこそ，我々は各自自分の

研究が科学史の中でどこに位置付けられるかを

考えつつ，学術の進展に貢献しなければいけない

のではないだろうか．

大地震は，他の自然災害とは桁違いに小さい頻

度ながらも，その被害が甚大で一般にインパクト

が高い．それを学問対象としているために，地震

学会は誕生以来，大地震の発生の度に，社会や政

治からの外圧を受けてきた学術団体である．世間

は真理の探究に対して常に温かいとは限らず，学

問の到達度に関係ない期待，理不尽な非難，誤解

による賞賛，と時々で豹変しがちである．歴史の

真実よりは些細なきっかけで流れが決まる場合

が多いように思われる．従ってわざわざ社会を敵

に回す必要はないが，実力を越えて追従すること

だけは厳に戒めなければならない．学術は学術と

しての限界を踏まえて，社会に適切な成果の還元

を行う．最も本筋である学問の本質的進展に会員

は邁進すべきである．研究成果を性急に要求され

て調査早々の記者発表などが常態化するのは本

来学術としては望ましいことではなかろう．危険

をわきまえた上で誠実だが妥協しないで社会に

研究の到達点を説明できる能力が，金森氏の指摘

のように必要である．

５．歴史を踏まえて

静岡でのシンポジウムなどから感じるのは，地

震学会員は「良い人」ではあるが，この分野間競

争が激化する中では絶滅し易い類ではなかろう

かという心配である．地震学会での発表などを社

会に伝えるマスコミも決して理解力が高いとは

思えないし，全体の俯瞰図など全く持っていない

ことが明白な報道が多く，残念ながら真理の探究

にはノイズであることが多いと見受けられる．学

理を追求する者として本当に社会に役に立つの

は，世論と迎合して情に流される西郷隆盛ではな

く，無念な犠牲者への弔意を持つからこそ研究の

到達点を冷静に自問しつつどうすべきか冷徹に

判断する合理主義者の大久保利通であり続けね

ばなるまい．人気は得られなくても結果は残る．

自己の正当化より，真理に近づくことが最優先さ

れるべきで，それこそが学者の正当性を担保する

だろう．

現在の地震学会は戦後生まれであり，終戦時

40 歳以上の者には戦争責任があるという暗黙の

テーゼの元で，同票の場合には若年が役職に就く，

など若者中心で伝統や継承を重視しない風土の

団体として運営が始まった［浅田・鈴木，私信］．

またブループリント発表の直ぐ後には地震の力

源がダブルカップルと決着し，プレートテクトニ

クスが提唱され，とパラダイムの大きい転換があ
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り，学術団体としては歴史があるものの，実は非

常に若い学問の若い学会がアナーキーに集って

いて済む数百人規模の理学の研究者の集まりで

あった．

これが 70 年代の地震予知ブームと，想定東海

地震の切迫性提唱などによって地震予知に関心

がある会員が増え，一時は狂信的な「地震予知信

者」に組織として乗っ取られる危惧も笑えないほ

どの時代もあった．しかし 80 年代になると，ダ

イラタンシー説[Scholz et al.，1973]で期待された

ような Vp/Vs の変化など地震直前に地震予知に

都合の良い形で生じる物性変化が，生の観測デー

タからは確認できないことが判り，米国では地震

予知に対して否定的意見が主流となった．日本で

も東海地震が発生しないこととなどから予知ブ

ームが去って地震学会の地震予知セッションに

非アカデミックな聴衆が目に見えて減少した．も

っとも，阪神大震災発生や東日本震災の直後には，

M5 程度の地震を予知すると称する人々の数が学

会の活動とは無関係に再び急増し，５年程度の半

減期を示していることは，濃尾地震，関東地震，

新潟地震の発生毎に見られる地震の学理追求へ

の国家予算額の変化と類似する．

地震学会員は，やはり芯に理学として「地震が

何故発生するか，どう発生するか」への探究心無

くして地震予知に取り組むべきではないだろう．

学会員全員がこうした真理の探究に興味がある

訳では無いだろう．しかし，多数の学会が組織さ

れ，さらに地球惑星科学連合などができたことに

よって，かつては惑星形成から岩石物性まで固体

地球科学の相当分野をカバーしてきた地震学会

の対象は予知計画以前とまでは言わないが縮小

を続けている．地震学会のレーゾンデートルの一

つとして「地震発生過程の理学的探究」は，以前

よりむしろ比重が増しているのではないだろう

か．

1880 年に世界で初めて日本で結成された地震

学会を母体として生まれた地震学は，欧米では地

震被害が限られた地域に発生することから主と

して Seismology＝ゆれの科学として地震波を利

用する学問として 20 世紀に発展した．一方，日

本では震災予防調査会結成の昔から，地震被害軽

減のために地震の学理を探究する＝Physics of 
earth- quakes という観点が常に地震学会に求め

られてきたし，90 年代に登場した「地震発生の

物理」が大きい比重を持ち続けている．日本地震

学会は，かつてのように地震予知のための研究の

ロードマップを公開された場で時間をかけて討

議することが，責務ではないだろうか．

若い会員の多くは，このような地震学会の歴史

や経緯はあまり知らずに，非常に狭い専門の中で

修行を重ねる場合が多いように見受けられる．研

究のテーマなど実はゴロゴロしているものであ

る．重要なのは，その中からやるに値するテーマ

を選びとり，またそれを実施するに必要な実力を

涵養していくことである．

６．終わりに

地震学会は大変自由な学会であった．しかし一

方で競争が激化した今の時代としては，非常に脆

弱な団体でもあろう．すぐにこの点が解決すると

は思えないが，会員一人ひとりが自由ではあるが

強靭なスカラーになることが，今後すべての難局

を打開していく鍵であると思う．若い会員には何

事でも foresight を持って歴史の中での今を位置

付ける精進と，リアルスカラーとしての成長を期

待したい．そして学会として東日本震災の災禍の

後にすべきことは，半世紀前のブループリント立

案者達には予想もできなかった精度と密度の観

測網のデータを高度に処理できる今の時代，地震

学会として地震発生の過程を解明する為のロー

ドマップ作りを真摯に行うこと以外に何がある

というのだろうか．先人が望んで止まなかったデ

ータも解析道具も我々は今や手が届くのである

のだから．
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“地震予知”に対する日本地震学会の取り組み

東京大学地震研究所（公益社団法人日本地震学会 会長） 加藤照之

地震予知研究は 1960 年台初めに地震学会会員の有志による準備会が母体となって計画案（ブループリ

ント）が作成され，学会総会において決議されたのがそのはじまりと言えよう．地震予知研究は 1995
年兵庫県南部地震のあとに厳しい批判を受けたことから，それまでの実用化をめざした方向を修正し，

より基礎的な研究へとシフトした．2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震を契機として，再び地

震予知を含む多く課題が明らかになったことから．地震学会では臨時委員会を設けて検討を行うなど

多くの議論が行われた。今期の地震学会理事会ではこれらの経緯をふまえ行動計画の一部として，地

震予知については言葉の用法を整理して使うべきであるとの提言を行った．今後この定義にしたがっ

た用法が期待される．

０．言葉の定義

“地震予知”という言葉にはいろいろな用法や定

義があるように思われるが、本稿では最初は特に

定義をせずに広い概念を含むものとして扱う。な

お、本稿の途中で定義を与えて、それを今後用い

ることを提言する。

１．事始め

地震予知研究の国家計画は 1960 年頃当時の地

震学会の有志によって検討がはじめられた．この

会は「地震予知研究計画準備会」と称されたが，

“同会が細部活動に至るまで総会の承認をうけ

ることは自由で活発な活動のさまたげになる”こ

と，また“学会が一つのスローガンにしばられる

べきではない”との理由により，地震学会からは

切り離されて活動を行った（地震学会，1961a, 

1961b）．この準備会における検討を経て，1962

年 4 月 30 日の総会において，萩原尊礼会員より

緊急動議として以下の決議が採択された：

「決議：今回学界有志よりなる地震予知計画研究

グループは，地震予知達成のための推進計画を作

成した．この計画は国家的規模において効果的に

行われることが必要である．我々はこの計画が一

日も早く実現することを強く望むと共に今後の

計画が推進されてゆく場合にできる限りの協力

を惜しまないものである．  決議する．   

昭和 37 年 4月 30 日   地震学会」

この決議によって，（日本）地震学会は“地震

予知研究計画”に対して製造物責任を負うことと

なった（地震学会，1962）．

２．東北地方太平洋沖地震以後の経過

地震予知研究計画開始以来の経緯については

既に本特別シンポジウムで既に論じられたとこ

ろであるのでここでは省略する（例えば、津村に

よる解説を参照のこと），2011 年 3 月 11 日の東

北地方太平洋沖地震を契機として，これまでの地

震予知研究に対する批判が巻き起こり，地震学会

もその対応を迫られることとなった．この地震が

地震学コミュニティに与えた衝撃は大きく，地震

予知研究だけでなく，地震学や地震学会のあり方

など多くの面についての議論が巻き起こった．地

震学会では東北地方太平洋沖地震対応臨時委員

会（委員長：鷺谷威）を設置してこれらの問題を

討議した。この委員会のもとで 2011 年 10 月の地

震学会の秋季大会において特別シンポジウムを

開催したほか，意見を募集して「地震学会モノグ

ラフ」として刊行した（地震学会，2012）．また，

2012 年 5 月の連合大会においてユニオンセッシ

ョンを企画・実施した．以上の取り組みにおいて

地震学会の理事会に対し多くの提言がなされた。

理事会ではこれらの提言に対応して具体的な実

行計画を策定して2012年10月の地震学会秋季大

会において「行動計画 2012」として公表した．

この「行動計画 2012」では地震学会としての今

後の活動について広範な提案をしているが、地震

予知に関してもそのうちの一項目としてとりあ

げている。この部分を本稿の最後に再掲する。

３．「行動計画２０１２」における“地震予知”

について

1995年 1月 17日に発生した兵庫県南部地震を

契機としてそれまでのブループリントに基づく

国家計画としての地震予知研究に対しても批判

が巻き起こった。このため、地震予知研究計画は

見直しを迫られ、それまでの「地震予知の実用化」

をめざして地震直前の現象を捉えて地震がいつ

起きるかを予測しようとする「短期的予知」の手

法の確立に重点を置いてきた方針を転換して、到

達可能な目標に基づく基礎的な研究を推進する

こととなった。この地震後の政府の対応について

は他にゆずるが（例えば、長谷川（2012））、地震

学会では、この地震の後、「地震予知検討委員会」

を設置し、地震予知に関する様々なことを検討す

ることとなった。初代委員長の石橋克彦は、委員

会の紹介文の中で次のように述べている（石橋、

2001）。“「地震予知」に対する考え方が多様化し

た今こそ、地震学会として、地震の予知・予測全

般の問題をより根元的な問題意識にもとづいて

正面からとりあげることが必要であると考えら

れます。とくに、社団法人となって社会的責任が

明確化した現在、「地震予知」に関するサイエン
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スの議論にとどまらず、それを踏まえた社会的側

面についても、現状と将来展望を整理して社会に

示す責務があるでしょう。”

また、この委員会での検討課題としては以下の

ものを取り上げている。

（1）地震科学における「地震予知」の位置づけ

と見直し

（2）震災軽減における「地震予知」の位置づけ

と見直し

（3）「地震予知」に関連する用語の整理

（4）地震予知・予測情報が社会に与えるメリッ

ト・デメリットの整理

（5）社会の「地震予知」に対する誤解の解消（社

会への説明）

（6）地震予知・予測情報発信に関するガイドラ

インの議論

このような方針のもとに「地震予知検討委員会」

は様々な活動を行ってきた。主な活動としては学

会講演会における特別セッションの企画や学会

ホームページの Q&A における“地震予知”の項の

担当などがあげられる。こうした活動の集大成と

なったのが「地震予知の科学」の出版と言える。

2009 年 4 月 6 日に発生したイタリア・ラクイ

ラ地震（Mw6.3）においては、科学者を含むイタ

リア政府の地震委員会のメンバーが訴追された

ことから、イタリア政府の市民安全局は国際委員

会（International Commission on Earthquake 

Forecasting for Civil Protection）を組織した。

この委員会の役割は“地震の直前予知や予測に関

する科学の現状を整理すること、確率論的地震被

害予測を含めて大地震に先行する情報を市民の

安全のためにどのように用いたらよいかについ

てのガイドラインを提案することであった”（山

岡、2010）。日本からは当時地震予知検討委員会

委員長であった山岡耕春が委員会に参加した。

同国際委員会は2009年10月2日に提言の要旨

を公表した。山岡会員による地震学会ニュースレ

ターの報告には同会員の監修による日本語訳が

掲載されている（山岡、2010）。また、報告の全

文も公表されている（Jordan et al., 2012）

この委員会の報告では“予知”と“予測”は以

下のように定義されている（上記山岡会員監修に

よる日本語訳を引用する）：“地震予知とは、ある

特定の地理的地域、時間およびマグニチュードの

範囲を指定し、その範囲で将来に地震が発生する

かしないかを知る決定論的な予測である。対照的

に地震予測は当該の事象が発生する確率（ゼロよ

りも大きく１よりも小さい）で表現される”。そ

して、地震予測の現状として、“現在の科学的知

識をもってしても、個々の大規模地震を数年また

はそれより小さな単位で確実に予知することは

不可能である。言い換えれば、信頼性が高くかつ

高度な決定論的地震予知は今のところ不可能で

ある。”と述べている。

この報告に関しては、その後 2011 年 6 月にオ

ーストラリア・メルボルンで開催された IASPEI

総会で、この報告書を支持することが決議された

（佐竹、2011）。井出（2012）は、以上の経緯を

踏まえたうえで、この報告書に関して“作成から

国際的承認まで日本地震学会として関わってい

る報告書であり、その内容については、報告書が

IASPEI で支持されていたという事実以上に日本

地震学会として尊重すべきものである”としてい

る。

東北地方太平洋沖地震対応臨時委員会は、2011

年 10 月の特別シンポジウムにおける議論やその

後の臨時委員会での議論等を総括し、地震予知に

関しては、委員会構成の再検討を提言する中で、

“地震予知検討委員会については、「地震予知」

を井出（2012）に倣って「決定論的直前予知」と

厳密に定義すれば、名称や設置目的を含めた抜本

的見直しが必要である”と提言している（東北地

方太平洋沖地震対応臨時委員会（委員長鷺谷威）、

2012）。

以上の経緯を踏まえ、理事会では、これら一連

の経緯を尊重することとし、「行動計画 2012」に

組み入れたのである。「行動計画 2012」における

記載ではより一般的な議論の背景等に触れつつ、

地震学会としては上記に述べてきた経緯に基づ

いて、前記の IASPEI で採択された国際委員会の

報告にある“予知”と“予測”の用法を用いては

どうか、と提言した。その内容については末尾に

掲げた文を参照してほしいが、これに付言すれば、

地球という極めて複雑な系で発生する事象に関

しては、将来を予測するには確率をもってしか語

ることができないであろう、という考え方がその

根底にはある。これを認めれば、将来の地震発生

について語る場合には“予測”という用語をあて

ることが一般的には適切と考えられる。しかしな

がら、地震発生予測の確率が高まっていき、例え

ば「○○の地域で M7 級の地震が３日以内に発生

する確率は 95％以上」などとなった場合はしか

るべき公的機関から警報が発せられる可能性も

考えられる。このような状況を“地震予知”と呼

ぶことは差し支えないであろう。現状ではこのよ

うな“地震予知”ができる可能性は極めて低いと

考えられるが、遠い将来そのようなことが可能に

なるかもしれない、ということを否定するもので

はない。“地震予知”は地震発生予測の極めて限

られた特別の場合と言って差し支えないであろ

う。このように考えると“予知”と“予測”は対

立する概念ではなく、前者は後者の中に含まれる

特別な場合と考えてよい。

なお，誤解のないように繰り返しておくが，こ

こでの用語の整理は，地震学会として決定して会

員等に強制するものではなく，あくまでも理事会
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として IASPEI によって採択された報告書におけ

る決定論的地震予知（deterministic prediction）

と確率論的地震予測（probabilistic forecast）

の定義を“尊重”しようという提案である．これ

によって，理事会が発出する文書やタイトルの表

記などをこの定義による“予知”と“予測”の言

葉の使い分けに合わせていくことを提案するも

のである．地震学会の中の組織に「地震予知検討

委員会」があるが、前述のように用語を整理した

場合、この委員会の名称はその活動内容からは適

切さを欠くと考えられるので名称の変更は必要

であろう。ただ、この委員会に関しては、名称の

変更だけでなく、地震発生予測に関する最近の研

究の急速な発展を考えると、臨時委員会からの提

言にもあるように、当初に設定された活動内容に

ついても見直しを図っていくことが必要である

と考えられる。

なお、個々の研究者のレベルでみると，既に多

くの関連する研究の課題や学会講演のタイト

ル・要旨等にはその内容に合わせて“予測”とい

う言葉が使われ始めており、大きな混乱はないの

ではないだろうか．

このような用語の定義の明確化とその使用に

より，“地震予知”に関する一般社会と専門家の

間の誤解や故なき批判が少しでも回避できるこ

とを期待したい．また，今後も進められるであろ

う地震予知や地震発生予測に関する研究の内容

やその成果が，アウトリーチ活動などを通じて，

一般社会に誤りなく伝えられていくことを切に

願っている．

謝辞

本論に書かれている内容は多くのことを地震

学会理事会での議論に依っている。議論に参加し

てくださった諸氏に感謝したい。

参考文献

井出哲、アスペリティ・連動型・地震予知、地震

学会モノグラフ、第一号、14－17、2012．

長谷川昭、地震学研究者・地震学コミュニティの

社会的役割―行政との関わりについて、地震

学会モノグラフ、第一号、18－22、2012．

石橋克彦、新しい「地震予知検討委員会」につい

て、地震学会ニュースレター、2001．

Jordan, T. H., Y.-T. Chen, P. Gasparini, R. 

Madariaga, I. Main, W. Marzocchi, G. 

Papadopoulos, G. Sobolev, K. Yamaoka, J. 

Zschau, Operational earthquake 

forecasting. State of Knowledge and 

Guidelines for Utilization, Annals 

Geophysics, 54, 4, doi: 10.4401/ag-5350, 

2011.

佐竹健治、IASPEI, IUGG 総会報告、地震学会ニ

ュースレター、日本地震学会ニュースレター、

23 巻 3 号、49、2011．

東北地方太平洋沖地震対応臨時委員会（委員長鷺

谷威）、地震学への提言―臨時委員会における

議論の総括―、地震学会モノグラフ、第一号、

121-124, 2012。

山岡耕春、地震予測に関する国際委員会、地震学

会ニュースレター、21 巻 6号、7－15、2010．

地震学会，学会記事、地震第２輯，vol. 14，61, 

1961a

地震学会，学会記事、地震第２輯，vol. 14, 120, 

1961b 

地震学会，学会記事、地震第２輯，vol. 15, 148, 

1962

地震学会，地震学会モノグラフ，vol. 1, 171pp, 

2012



48

「行動計画 2012」（日本地震学会理事会）より抜粋

４）“地震予知”への取り組みを見直すこと

東北地方太平洋沖地震の発生を契機として“地震予知”に対して多くの批判があった．また，こ

の地域で M9 地震が発生することが事前に予測することはできず，地震研究者の間からもこれまで

の研究に対して反省の声があがっている．同様の批判・反省は兵庫県南部地震の後にも見られ，地

震予知研究計画の見直しにおいて，「地震予知の実用化」をめざして地震直前の現象を捉えて地震

がいつ起こるかを短期的に予測しようとする「短期的予知」の手法の確立に重点を置いてきたそれ

までの地震予知研究計画の方針を転換し，到達可能な目標に基づく基礎的な研究へと舵を切ること

となった．地震学会においては，“地震予知”の考え方の多様性に立って，その位置付けや用語の

整理，予測情報に関するガイドラインの策定，等について学会として検討を行うために地震予知検

討委員会を発足した（石橋，2001）．この委員会による検討の集大成が「地震予知の科学」（日本地

震学会地震予知検討委員会，2007）の刊行であると言ってよいだろう．

“地震予知”に関しては，“予知”という言葉の定義に関しても多くの議論が交わされてきたが，

国際的な地震研究者のコンセンサスといえる文章が，IASPEI2011 年総会で採択された (Jordan et al., 
2011;市民保護のための国際地震予測に関する検討委員会，2009)．このレポートでは地震の予測に

ついて(1)警報につながる確度の高いもの（deterministic prediction）と(2)確率で表現され日常的に公

表可能なもの（probabilistic forecast）を明確に区別している．前者は社会的に期待の大きい直前の「地

震予知」であり，後者は長期予測を含む，より一般的な地震の予測ととらえられる．レポートでは

(1)が現時点で実現の見込みがないことを指摘し，社会に役立つのは(2)だとしている．レポートの作

成，採択に関わった日本地震学会として，(1)の意味での「地震予知」が現時点で非常に困難という

認識を支持し，かつ社会に対して説明し，同時に(2)の意味で地震予知という言葉を用いないよう努

めるべきである．すなわち本原稿中で用いている“地震予知” （一般的に場所，大きさ，時間を

特定して地震の発生を事前に予測すること）の用語法が適当でないということになる．なお，(1)
が原理的に不可能であることが証明されたわけではなく，(1)と(2)を含めた地震発生予測の研究は，

今後も基礎研究として継続する価値があることはいうまでもない．

では，以上のような経緯をふまえ，今後地震学会は地震発生予測の問題にどのように取り組んで

いくべきであろうか．重要なことは， 前記にあげた「地震予知」は現状では非常に困難であり，

地震発生予測は基礎的な研究の一分野として推進していくという認識に立ち，社会に対して研究の

現状を丁寧に説明し，研究成果を社会に還元していくことであろう．

こうしてみると用語的に不適切である“地震予知”を連想させる地震予知検討委員会はその名称

の変更を必要とする．また，その活動内容としては，社会からの誤解に基づく批判などを避けるた

めにも，地震発生予測に関する研究の現状をこれまでより一層丁寧に説明していくことが求められ

るであろう．このようなアウトリーチに関する活動は，より広い地震学のアウトリーチの一部とし

て位置づけていくべきである．このことから地震学会はその主たる活動として社会に対するアウト

リーチ活動を掲げ，当委員会は当面次項に示すアウトリーチ活動に参加していくこととし，この活

動の本格化と共に名称だけでなく他の関係委員会と共に活動の抜本的な見直しを行うことを提案

する．
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地震発生予測システムによる予測試行実験と情報発信のあり方

海洋研究開発機構 地震津波・防災研究プロジェクト  堀高峰・金田義行

地震発生の予測は，場所・規模・時期のいずれをとっても不可避的に曖昧さをともなうものである．

それを前提とした予測システムの考え方をここに提案する．これは遠い将来のための提案ではない．

システム自体は一日も早く実現し，地震発生前の予測の試行実験を行ない，現状のモニタリング結果

とともに可視化して情報発信していくことを提案する．その際，一方的に発信するのではなく，様々

な立場の受け手と，情報内容やそれを減災に活かす対策を共同して検討することが不可欠である．

１．はじめに

地震の発生予測というのは，地震発生以前に観

測したデータと，その観測データと地震発生の時

期・場所・規模（発生様式）を結びつける仮説や

モデルにもとづいて，時期・場所・規模のすべて，

あるいは一部を推定することである．地震の予測

というと，いつ起こるかに関心が行きがちである

が，場所や規模・発生様式の予測が，防災・減災

にとっていかに重要であるか，またいかに困難で

あるかを，東日本大震災によって我々は思い知ら

された（例えば，松澤，2011）．一方で，次に起

こる大地震の規模の特定まではできないものの，

プレート境界地震の履歴と現在のプレート間の

すべり遅れによる地殻変動の観測データには，今

後起こりうる地震の場所や規模・発生様式を，あ

る程度予測するための情報が含まれることも，こ

の地震によって明らかになった（Hok et al., 2011; 
Hashimoto et al., 2012）．

一方，発生時期の予測については，これまで，

研究の進展に応じて，時間分解能が上がったり，

精度が上がったりするものと暗黙のうちに考え

られてきた．しかし，時間分解能や精度は，どの

ような現象・データを用いて時期を予測するかに

依存すると考えるべきである．すなわち，時間ス

ケールの短い現象（例えば前駆すべり）が使える

場合には短い時間分解能での予測が可能になり，

そうでない場合には，曖昧さの大きな過去の地震

発生履歴に依存せざるを得ないため，長期評価で

扱うような数十年程度の時間分解能になる．また，

従来は短い時間スケールの現象と地震発生とが

１対１に対応する場合が主に想定されてきたが，

その対応関係が複雑で多様であるという近年の

研究成果を踏まえる必要性は以前から指摘され

ており（上垣内・束田, 2006），時間分解能が高い

場合でも，予測の曖昧さは避けられない．ここで

は，そのような状況を前提とした予測システムを

提案する．

また，地震の規模や発生様式，発生時期の予測

を行うシステムを構築するにあたっては，２つ重

要なポイントがある．１つは，予測の検証は，事

後評価だけでは不十分であり，本当に何が起きる

かがわかっていない状態での prospective な予測

の試行が必要だということである．すでに起きた

現象に対する retrospective な予測によるモデルの

検証はもちろん必要であるが，それだけでは，後

に起こる現象を実際には知っていることによる

先見情報がどのくらい予測に影響しているかを

客観的に評価することはできない．

もう１つは，予測にはかなりの曖昧さが伴うこ

とを前提とした上で，予測システムは今から実用

を見据えて準備する必要があることである．これ

は，時間分解能が現象次第ということとも関連す

る．すなわち，リアルタイムで観測をしていると，

何らかの時間スケールで，地震発生と関連する可

能性のある変化がいつ起こり始めるかわからな

い．したがって，それに対する対応を，情報発信

から，情報にもとづいた対策に至るまで，事前に

検討しておく必要がある．そこまで検討しておか

ないと，曖昧な予測をそのまま情報発信すること

は，場合によっては減災に対して逆効果の可能性

も考えられる．我々の目的は，限られた知見，曖

昧な情報を最大限活用して，我々が生きている間

にも起こるであろう大地震による災害の軽減に，

少しでも役立てることである．

以上のことから，本稿ではまず，２．1 で地震

発生予測の考え方を説明し，２．２で地震の規模

や発生様式の予測のあり方，２．３で発生時期の

予測のあり方について扱う．その上で，３．で予

測の試行や予測システムの早期構築の必要性，４．

で曖昧な予測情報の発信について議論する．

２．地震発生予測システム

２．１ 予測システムの考え方

地震発生の予測は可能かどうかといった議論

はたびたび行われてきたが，要求する予測の精度

や確度によって結論が変わってくる．ここではま

ず，精度や確度の高さや実用性は問題にせず，一

般的な予測科学の方法論（例えば，樋口, 他, 2011）
に準拠して，曖昧さを考慮した予測を地震発生に

適用することを考える．この方法はデータ同化の

一種であるが，データ同化というと，気象や海洋

で主に行われている，決定論的な予測をイメージ

されてしまうので，以下ではこの用語は使わない．

予測したい系の時間発展を記述する数理モデ

ルが存在し（それが数値シミュレーションの形で

逐次時間発展を計算でき），その数理モデルの変

数と観測可能な物理量との関係を結ぶ観測方程
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式が立てられるのであれば，一般に（方程式が非

線形であっても）その系の予測は可能である．た

だし，その数理モデルは対象とする系の真のモデ

ルではなく，また，真のモデルを規定するのに必

要なすべての変数を我々が知ることはできない

し，まして十分な精度で観測できる保証もない．

不完全なモデルと不十分なデータを用いるため，

系の状態を確率変数の組で表す．そして，その変

数の確率密度分布を，関数ではなく，多数の実現

値の集合（アンサンブル）で表す．つまり，様々

なモデルパラメタや初期値でのシミュレーショ

ン結果のアンサンブルで，曖昧さを含んだ系の状

態を表現する．このため，ガウス分布のような特

定の分布を仮定する必要もない．さらに，観測方

程式（非線形でも可）に誤差を許容し，その誤差

分布に応じて，シミュレーション結果とデータの

残差から尤度を求める．また，注目する変数につ

いて，尤度に比例した重みをつけて平均や分散を

求めることで，その後の平均的な推移やばらつき

を予測することになる．

ここで提案する地震発生予測システムは，プレ

ート境界地震を対象としたものである．これは，

プレート境界地震の発生過程が，プレート境界で

のすべりの時空間変化として近似的に数理モデ

ル化されており，数値シミュレーションも可能で

あり（例えば，堀，2009），すべりの時空間変化

と地殻変動の観測データを結びつける観測方程

式を立てることができる（例えば，Okada, 1992）
ため，前述の，アンサンブルを用いて曖昧さを考

慮する予測の枠組みを当てはめることが可能だ

からである．すなわち，プレート境界でのすべり

の時空間変化を多数（数百やそれ以上）の場合に

ついて計算するとともに，そのすべりの時空間変

化による地殻変動と観測される地殻変動との残

差から尤度を評価し，尤度による重み付けを行う

ことができる．さらに，重みに応じて平均をとっ

てすべりの時空間変化を計算すれば，その後の推

移予測になる．このような多数計算は，最近まで

非現実的だったが，京コンピュータのおかげで，

現実的な計算時間で実行が可能になってきた．

誤解の無いように付け加えるが，地震発生のモ

デルは不完全という認識であり，だからこそ曖昧

さを考慮できる予測手法を用いるのであり，また，

モデルを改善していくことが，予測研究の中心的

課題であることは当然である．一つ重要なのは，

ここで述べた予測手法が数理モデルを取り替え

ることに対して非常に柔軟な点であり，将来に渡

って予測システムのベースとなりうる考え方だ

ということである．

２．２ 規模や発生様式の予測

前述の予測は，プレート境界でのすべりの時空

間変化の予測であり，それと地震発生の予測との

間にはギャップがある．ここではまず，地震の場

所，規模や発生様式の予測をどのように考えるか

を説明する．

最も単純な方法は，Hok et al. (2011)が示したよ

うに，プレート境界でのすべり遅れ率が，前回の

地震から現在までの間一定の状態ですべり遅れ

を蓄積したと仮定し，破壊開始位置や強度の分布

を仮定することで，一つのシナリオの震源モデル

を得るというものである．すべり遅れ率一定とい

うのはかなり大雑把な仮定であるが，数百年に一

度の M9 クラスを想定する目的には有効である

ことを Hok et al. (2011)らは示した．この震源モデ

ルは，動的な応力変化も含んだ破壊伝播シミュレ

ーションなので，規模や発生様式の１つのシナリ

オを表現したものになっている．そして，その計

算結果は，地震動や津波伝播の計算（例えば

Maeda and Furumura, 2012）のためのインプット

として使うことができ，さらにその結果から都市

の揺れや建物個々の揺れや損傷，津波の遡上計算，

避難シミュレーションなどに受け渡していくこ

とで，１つの地震発生のシナリオにもとづいたハ

ザード予測の出発点となる（例えば Hori, 2011）．
これは１つのシナリオに対するものであるが，

実際には，すべり遅れは大地震が再来する間に時

空間変化し，破壊開始位置は事前には不明であり，

強度分布もある程度は構造不均質や過去の地震

の起こり方から絞り込むものの，様々な場合が想

定しうる．したがって，多数のシナリオを考える

必要がある．

その際に重要なことは，シナリオの結果として

出てくる強震動や津波遡上が，過去にその地域で

起きた被害の歴史や，津波堆積物等の地質学的証

拠と整合する範囲で検討することである．つまり，

前述のハザード予測のツールは，シナリオの妥当

性評価にも重要な役割を果たすことになる．そう

することで，過去のデータと整合する最大規模や，

過去によく起こったタイプを規定するなど，減災

対策の検討に役立つ情報が出せると期待される．

もう一つ重要なことは，あるシナリオが，史料

や地質学的痕跡と整合するのであれば，そのシナ

リオが近代観測になってからは知られていない

地震像だとしても，その被害などを考慮すること

である．そうすれば，東北沖での M9 の地震やそ

れに伴う被害も検討対象から漏れないことにな

る．ただし，海溝付近での大きなすべり（例えば

Fujiwara et al., 2011）が予測シナリオに加わるた

めには，すべり遅れの蓄積が海溝付近で地震間に

生じているかどうかの情報が不可欠であり，それ

を今後実際の観測によって検証していく必要が

ある．そのため，日本海溝沿いはもとより，千島

海溝や南海トラフ・琉球海溝，小笠原海溝に沿っ

た海底地殻変動の観測を，少しでも早く開始して，

まずは数年以上続ける必要がある．

なお，将来的には，すべり遅れの時空間変化を
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考慮する際に，過去の地震でのすべり分布や，

GEONET データや DONET 等の海底ケーブル観

測網のデータから推定される時空間変化を取り

入れたり，２．１で述べたすべりの時空間シミュ

レーション結果を活用したりする必要がある．

２．３ 発生時期の予測

現在行われている発生時期の予測（長期評価）

は，地域毎に同じタイプの地震が繰り返すとの仮

定のもとで，そのタイプの地震と認定された過去

の地震の再来間隔をデータとし，統計モデルを適

用して発生確率を推定している．今後１０，２０，

３０年などに，仮定した地震が起きる確率が，毎

年発表されている．東日本大震災を受けて，同じ

タイプの地震の繰り返しの仮定が問題になるな

ど，見直しに向けた検討が行われている．

では，そのような過去の地震の再来間隔にもと

づいた予測ではなく，２．２と同様なアプローチ

で発生時期を予測しようとした場合はどうだろ

うか？その場合，現在（あるいは１０年〜３０年

後）の応力と強度の分布を推定することになる．

応力や強度は，過去のすべり遅れの履歴など不確

定性の大きな量に左右されるため，発生時期の予

測結果は相当ばらつくことが予想される．ただし，

過去の地震発生履歴の示すばらつきよりも大き

なばらつきを与えるモデルは，データと整合しな

いことになるため，少なくとも現在の長期評価と

同程度の時間分解能を与えることになる．したが

って，２．２のアプローチは，地震発生の場所・

規模・様式，さらに時期の予測について，長期評

価を見直す上で，一つの有力な枠組みと考える．

なお，地震の再来間隔を超えて，正確なすべりの

時空間変化のデータを蓄積していけば，遠い将来

には，このアプローチでも，人間が切迫性を感じ

られる短い時間スケールの予測も可能になるか

も知れない．

一方，はじめに述べたように，大地震が発生す

る前に生じると期待される何らかの前駆的な現

象をリアルタイムに捉えて，その後の推移を予測

するということであれば，時間分解能はその現象

に応じて短くなり得る．これは，プレスリップを

待ち構えている東海地震予知（上垣内・束田, 2006）
と同じだと思われるかも知れない．前駆的な現象

を捉え，そのような現象が起きない限り予測精度

が上がらない（不意打ちで地震が起きる）という

意味ではその通りである．しかし，待ち構える現

象の多様性と，現象を捉えた後の推移として想定

するシナリオの多様性という意味では，全く異な

るものである．

基本的な予測の仕方は，２．１で述べた通りで，

あらかじめ，様々なパラメタや初期値で，プレー

ト境界でのすべりの時空間変化のシナリオを用

意しておく．その上で，観測している地殻変動に，

普段とは異なる何らかの変化が生じた際に，観測

データと比較して，尤度がどのような分布になる

か，尤度の高いものがその後どのような振る舞い

をするかにもとづいて，推移予測をする．その後

のデータの変化に応じて，逐次推移予測を続ける

ことになる．

重要なことは，リアルタイム観測をしていて，

何らかの変化が生じた時に，我々に何ができるの

か，何をすべきなのか，ということである．例え

ば，東北地方太平洋沖地震が起きる 2 日前には，

震源付近で M7 クラスの地震が発生した．当時，

著者らはその地域のモデル計算をしていた訳で

はなかったので，その意味を考えるには，過去の

事例や理論等から，頭で想像するしかなかった．

一方で，モデル計算のための準備を検討は始めた．

しかし，本震はわずか２日で発生してしまい，モ

デル計算を行ったり，余効すべりの解析やその後

の推移を検討したりする余裕はなかった．

一方，ここで提案している予測システムは，あ

らかじめ対象地域で起こりうる様々な現象を想

定したモデル計算を行っておくため，たとえ２日

間であっても，捉えられる余効変動に応じて，そ

の後の推移を予測し，対策を検討するための助け

になることが，期待できる．

似たような状況は，南海トラフ沿いの巨大地震

でも起きる可能性がある．ここでは，紀伊半島沖

の東と西で分かれて M8 クラスの地震が繰り返

してきたことが知られている（Ishibashi, 2004）．
分かれて起きる場合には，一方で地震が終わった

後に余効すべりが発生し，他方を発生させる引き

金となると考えられる．さらに，すべりの時空間

変化のシミュレーションでは，余効すべりのすべ

り速度や伝播速度の大きさと，後の地震が発生す

るまでの時間間隔に相関が見られる．余効すべり

は海底地殻変動を引き起こすため，海底地殻変動

をリアルタイムで捉えることによって，M8 クラ

スの地震の後で，隣で M8 クラスの地震がどのタ

イミングで発生するかについて，ある程度予測で

きる可能性がある．まだ限られた事例での数値実

験しか行っていないが，海底地殻変動の実際のノ

イズレベルを考慮した実験で，２つの M8 クラス

の地震の発生間隔をある程度予測できる可能性

が示されている（Hori et al., 2011）．
その他，普段と違う変化として起こりうる現象

について触れておきたい．前駆すべりは，対象の

１つである．それが捉えられれば，短期間で大地

震が発生することが予測されることになる．それ

以外にも，異なる時間スケールで，大地震の発生

の切迫性に関わる現象が考えられる．

例えば，ゆっくりすべりの繰り返し発生．これ

は，東北地方太平洋沖地震の数年前から，震源付

近で発生した現象であり（Ito et al., 2012），すべ

りの時空間変化のシミュレーションでも，主要な

地震の前に見られる場合がある（例えば Kuroki et 
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al., 2005）．「繰り返し」ということからも明らか

なように，ゆっくりすべりが起きたからといって，

大地震発生と直結する訳ではない．つまり，もし

このゆっくりすべりの発生にもとづいて，大地震

発生の警報を出すようなことをすれば，それは

「空振り」になる可能性が十分ある．しかし，そ

の現象が起きている間は，そうでない期間に比べ

て大地震の切迫性が高まっているとは言える．そ

れがどの程度の高まりで，どのような対策であれ

ば有効かを検討することが重要な課題である．

あるいは，M6-7 の地震の余効すべりが，本震

と同程度あるいはそれより大きなモーメントを

持つ現象もある．これも，東北地方太平洋沖地震

の数年前から見られたもので，大地震発生の切迫

性を示す可能性がある（Suito et a., 2011）．ただし，

この現象については，かなり長い時間スケール

（800 年程度の再来間隔に対して 100 年程度）で

も見られる可能性があり，切迫性を示すものでは

ない可能性もある（Ohtani, 2011）．ただその場合

でも，現象が起きていない場合に比べて発生確率

が高まることは言えるはずである．

以上のように，前駆すべりに限らず，様々な時

間スケールで起こる現象を捉えることで，その後

の推移を予測するとともに，大地震の発生可能性

が普段よりも高まっていることを示すことがで

きると期待される．普段よりも発生可能性が高ま

っていることを定量的に評価する手法は別途開

発が必要であるが，それについては，尾形（2012）
が一つの方向性を示しており，参考にされたい．

将来的には，プレート境界のすべりだけでなく，

地震活動の変化（東北地方太平洋沖地震前で指摘

された b 値の低下（Nanjo et al., 2012）や潮汐と

の相関（Tanaka, 2012）等）をはじめ，他の物理

量をデータとする予測を取り入れることも重要

な課題である．

ただし，期待している現象を起こさずに大地震

が発生する場合も少なからずあるため，こうした

地震発生前の切迫度の高まりの情報は，注意や警

戒を促すための情報であって，それが無いことが

安全側の情報にはなり得ないことを忘れてはな

らないし，情報発信の際の難しい点でもある．

３．予測の試行

前節までで，どのような考え方で，場所や規模，

発生様式，発生時期の予測をしようとしているか

について述べた．次に，上記のような予測システ

ムを実際に動かし，予測を試行することの必要性

について述べる．

はじめにも触れたように，予測には，現象が起

きる前に行う prospective な予測と，現象が起き

た後で行う retrospective な予測がある．予測シス

テムを構築して，その妥当性を検証するためには，

最低限，retrospective な予測を，過去の事例に対

して行う必要がある．しかし，すでに起きたこと

がわかっている現象を相手にする場合，その先見

情報が予測に影響しないようにしたり，予測への

影響を客観的に評価したりすることは至難の技

である．

一方，prospective な予測は，その結果の扱い（特

に，情報発信をどうするか）が難しいため，地震

予知・予測の研究として，ほとんど行われてこな

かったのが実情である．そのため，まだ起きてい

ない大地震の予測を意図して観測データが解析

されることはほとんどなく，結果として，大地震

が起きてから，「このような変化が事前に起きて

いた」あるいは「変化はなかった」ということが，

研究結果として発表されてきた．

このような研究スタイルの前提には，いずれ確

からしい予測が可能になるはずで，そうなるまで

は retrospective な予測によって，確からしい予測

かどうかを検証すべきである．prospective な予測

を行って情報発信することで，社会に混乱を招く

ようなことをする訳にはいかない．ということが

あるように思われる．

しかし，前節までで述べた通り，地震発生の予

測は，場所，規模，発生様式，発生時期のいずれ

をとっても，かなりの曖昧さを伴ったものでしか

あり得ない．しかも，その状況が，今後数十年の

時間スケールで変わることは考えにくい．だとす

れば，prospective な予測の試行を積極的に行うと

ともに，その曖昧な予測情報をどうすれば減災に

役立たせることができるのかを，情報の受け手と

共同して研究していくスタイルに，方向転換すべ

きではないだろうか？

この方向転換は非常に大きなものであり，地震

発生予測の研究に留まらず，個人から国レベルま

で，予測情報を減災に活用するためにどうするか，

ソフト面だけでなくハード面，組織や法律の変更

等にも関わることになると思われる．したがって，

少なくとも１０年以上は先を見越した長期的な

計画のもとで，prospective な予測の試行とその活

用を，早急に検討する必要があると思われる．

４．情報発信

最後に，情報発信のあり方について少し述べて

おきたい．これまで述べてきたような曖昧さを多

く含む予測情報を，ある程度 retrospective な検証

をした後であれ，いきなり社会に発信することは，

混乱を招くだけだと思われる．防災対策のために

は，白黒はっきりした情報でなければだめだとい

う意見もある．しかし，地下の現象は複雑・多様

であり，予測だけでなく現象のモニタリング結果

ですら，曖昧さを排除することはできない．その

ような，本質的に曖昧さを含んだ情報しか発信し

得ないことを，発信する側も，受け手側もまずは

認識する必要がある．その前提に立って，防災・

減災のために，どのような情報をどう発信するか，

それを受ける側でどういう判断の材料にするか，



53

をあらかじめ検討しておく必要がある．

従来の防災対策は，国レベルの中央防災会議が

もとになり，地方自治体がその結果を受けて対策

を立て，最終的に地域や企業，個人はそれらの対

策にもとづいて動くことが中心であった．しかし，

片田（2011）も指摘しているように，それに頼っ

てしまうのではなく，それぞれの立場で自発的に

考え，判断し，行動していくことが不可欠であり，

東日本大震災によってそれが明白になった．

ここで重要なことは，自発的に考え，判断し，

行動するということは，個人だけに当てはまるこ

とではないということである．地方自治体，企業

（一般，ライフライン，原子力施設など），学校・

病院等の公共施設，地域コミュニティ，などの

様々なレベルで，様々な情報にもとづいて，防

災・減災のために，今何ができるか，いざという

時に何ができるか，あらかじめ考え，対策をして

いく必要があるはずである．

そのような検討をする際に，それぞれのレベル

で，地下で起きる曖昧な現象の推移予測の情報が，

どう役立てることができるのかを，情報を発信す

る側と受ける側が一緒に考えていくのであれば，

情報の有効な活用の方向性が見いだせるはずで

ある．その際，予測情報だけでなく，現状の地殻

活動モニタリング結果の情報提供も重要である．

まずは，曖昧な情報でも有効に活用したいという

受け手と協力して，地殻活動情報や prospective
な予測を可視化した情報を試行に発信していく

必要があると考えている．

５．結論

曖昧さを考慮した予測システムを構築し，情報

発信の試行を行いつつ，曖昧な予測情報をいかに

活用していくかを早急に検討する必要がある．
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地震予知と地震科学コミュニティの責任

信州大学工学部 泉谷恭男

「ブループリント」に始まる「地震予知計画」は，「警報につながるような地震予知は極めて困難」

という結論を，ある時点で得ていた．その時点で「ブループリント」は初期の目的を達成したことに

なる．ところが「地震予知計画」はそれで終了とはならず，現在まで継続してきた．この主な理由は，

(1)「ブループリント」に始まった「地震予知が可能かどうかについて研究する計画」が，「地震予知

を実施するための計画」という国策に変更されてしまっており，「地震予知は困難」という結論が許さ

れなくなっていたこと，(2)「地震予知は可能」ということを前提とした「大規模地震対策特別措置法

（大震法）」が制定されたこと，(3)地震予知計画関係者が「地震予知」の定義を「長期予測なども含

むもの」に拡大し，「地震予知は可能」と言い続けてきたこと，であろう．健全な地震科学を取り戻す

ためには，「地震予知計画」によってもたらされた負の遺産を直視しなければならない．地震科学コミ

ュニティは，地震科学がその束縛を受け続けている「大震法」の廃止に向けて働きかけていく必要が

ある．また，巨額予算を伴う国策によってゆがめられてしまった地震科学を如何にして立て直すのか，

社会的に失われてしまった地震科学に対する信頼を如何にして回復するのか，地震科学と他の防災関

連分野や社会との乖離を修復して社会貢献を果すためにどのように行動するのか，という大きな問題

に立ち向かわなければならない．

１．はじめに

地震科学を専門とする者にとって，「地震予知」

は魅力ある研究テーマの一つである．また，「地

震予知」を実現して地震災害防止に貢献したいと

いう志を抱くことは，地震科学者としてごく自然

なことであろう．日本の地震科学が地震災害防止

という社会の願望と切り離せないものであるこ

とは，非常に多くの人が指摘している（例えば，

藤井，1976；宇佐美，1981；長谷川，2012；橋本，

2012；川勝・鷺谷・橋本，2012）．従って「地震

予知」は，地震科学者の興味だけに基づいた社会

から孤立した学問ではなく，社会と共に存在する

ものでなければならない．

「ブループリント（地震予知計画研究グループ，

1962）」は，地震の発生を予知して地震災害を防

止することに地震科学の総力を挙げようという

試みであった．その前文には，「わが国は古来し

ばしば大地震に見舞われて，そのたびに多くの人

命財産を失ってきた．大地震は今後も同じように

起こるであろう．しかし，その災害は我々の手で

防がねばならない．地震の予知の達成は国民の強

い要望であり，わが国の地震学の絶えまない努力

の目標である．」という高い理想が掲げられてい

る．「ブループリント」賛同者の中には，「地震予

知」を口実にして研究予算獲得を目論んだ者も含

まれていたかもしれない．しかし多くの者は，「地

震予知」の実現による地震災害防止への貢献，と

いう理想に共感したものと思われる．「ブループ

リント」が作成された当時の様子を，宇佐美

(1978)は次のように述べている．「ブループリン

トの特徴の１つは，計画が研究を主体としたもの

であるということである．当時，地震予知を白眼

視する専門家もあったが，ブループリントに盛ら

れた精神と計画ならびに設定目的は，そういう

人々をも十分に納得させるものであった．」

「ブループリント」の作成から 50 年を経た今，

「ブループリント」に対して非常に高い評価があ

る反面，非常に低い評価もある．どうしてこのよ

うに評価が極端に分かれるのか，「ブループリン

ト」はどのような役割を果したのか，きちんと検

証することが求められている．そうすることは，

今後の地震科学の進むべき方向を定める上でも，

非常に重要である．2012 年 10 月 16 日に函館市

で開催されたシンポジウムにおいて，「ブループ

リント」のきちんとした評価が行われるものと期

待していた．しかし，全く期待外れのシンポジウ

ムに終わり，「ブループリント」に関する検証を

自分なりに行ってみたいと思うに至った．

本稿の目的は，「ブループリント」とそれ以後

の「地震予知計画」の研究内容についての科学的

評価を行うことではない．「地震予知」の歴史を

辿って，「いま我々はどこにいるのか」を確認す

ることである．先ずはその確認が重要で，それが

あって初めて，「これから我々はどこへ行くのか」

について考えることが出来ると思うからである．

例えば，「地震予知計画のお陰で観測網が充実し

て研究が進んだ．」という現状認識からは，「もっ

とお金を貰って観測網を充実させよう．」という

発想しか生まれないであろう．また，「大規模地

震対策特別措置法（大震法）は政治的なものであ

って，地震科学とは直接関係ない．」という現状

認識から出発すれば，地震科学が社会からますま

す孤立するような道しか見出すことが出来ない

であろう．そのような皮相な現状認識から安易な

出発をして良いのであろうか，という問題意識が，

筆者に本稿を書かせた．

以下に述べるのは筆者による検証の結果であ

る．歴史の検証を行う場合，検証者の視点によっ

て評価が異なることは必然である．それを承知の

上で読んでいただきたい．
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２．「地震予知」という言葉の定義

函館市でのシンポジウムが散漫なものになっ

てしまった原因として，「地震予知」という言葉

の定義が人によって異なっていたことが大きい．

言葉の定義は実体の変化に伴って変わっていく．

しかし，社会での使われ方を無視して専門家が勝

手に定義を変えることは許されない．井出(2012)
は，「言葉は生き物であり，社会に広く普及した

言葉に対して，このように一方的に専門家が定義

を与えるというのは僭越な態度であろう．」と述

べている．

1962 年に発表された「ブループリント」には，

「地震を予知するといえば，時・所・大きさの３

つの要素をかなりこまかく指定しなければ意味

が少ない．」と記されている．また，「ブループリ

ント」賛同者の一人である浅田(1984)は，「地震

の発生を”予知する”とは，もちろん，いつ，どこ

に，どれくらいの大きさの地震が発生するかを予

報することを意味する．」と断言している．

1978 年には「大規模地震対策特別措置法（大

震法）」が成立した．この法律では，「地震予知」

は警戒宣言の根拠，とされている．この法律に基

づいて警戒宣言が発令された場合の社会的影響

（例えば，経済的損失）は非常に大きい．従って，

「大震法」における「地震予知」の定義は，「警

戒宣言発令に伴なう損失を上回るメリットが期

待できるような高い確度で，時・所・大きさを指

定すること」となるであろう．つまり，「ブルー

プリント」における定義と「大震法」のものとは

一致している．

ところが，観測・研究が進められた結果，警報

につながるような「地震予知」は極めて困難，と

認識されるに至り，地震予知計画関係者によって，

「長期予測」や「確率予測」なども「地震予知」

に組み入れられてしまった．特に，1995 年兵庫

県南部地震の後，「地震予知計画」が「新地震予

知研究計画」に組み替えられた際には，この「地

震予知」の定義の変更が，測地学審議会によって，

いわば「公認」されてしまった．菊池(2003)は，

「地震予知の実用化がきわめて困難な課題であ

るとの認識にたって，今後は到達度の評価が可能

な目標を設定して逐次的に計画を推進すること

が必要である．」との指摘を測地学審議会から受

けたと記している．そして，地震予知計画関係者

はそれに従って，「地震予知」という看板は掲げ

たままで研究内容を「達成できそうなものに」変

更し，その後も「地震予知は可能」と言い続けた．

その端的な例を，日本地震学会地震予知検討委員

会(2007)による本の「帯」に書かれた言葉，「巷

に氾濫する『地震予知不可能論』や『地震雲』へ

の強力な反証」，に見ることができる．

井出(2012)は「地震予知」の定義を専門家が勝

手に変更することへの違和感を表明したあと，定

義を変更した当事者である地震予知計画関係者

もまた自分と同じような違和感を抱いているの

ではないか，と推測している．研究や計画の途中

で，しかも目的の根幹をなす言葉の定義を勝手に

変えることは，許されることではない．それはゲ

ームの途中で勝手にルールを変更することに等

しい．このことを自分達でもよく承知していなが

ら，「上からの指示」に従って看板はそのままに

して内容を変え，相変わらず「地震予知は可能」

と言い続けたということであろう．そこには，そ

うせざるを得ない「事情」があったはずである．

この「事情」については，次章で検証する．

先日，函館市において，日本地震学会理事会が

作成した「日本地震学会の改革に向けて：行動計

画 2012」が発表された．「地震予知」という言葉

を IASPEI2011（Jordan et al.，2011）による(1)の
意味（警報につながる確度の高いもの）として使

うことが提案されている．「ブループリント」で

の定義も，「大震法」での定義も，これに整合し

ている．

３．「ブループリント」，および，その後の「地震

予知計画」の果した役割

3.1 地震予知研究に関する成果

「ブループリント」の「§9 期待される成果」

には，「地震予知がいつ実用化するか，すなわち，

いつ業務として地震警報が出されるようになる

か，については現在では答えられない．しかし，

本研究のすべてが今日スタートすれば，10 年後

にはこの問に充分な信頼性をもって答えること

ができるであろう．」と書かれている．つまり，

「ブループリント」の趣旨は，観測網を充実し，

実用的な「地震予知」を目指して研究しよう，と

いうことであった．

「地震予知」の方法は，例えば藤井(1967)が，

「この予知計画は，地震を予知するという場合，

天文学の日食予測などと異なり，現象を支配して

いる本質的法則によって予測する，という方法は

とらず，主として経験的に判定している地震発生

の前兆となり得るあらゆる現象を広汎に張りめ

ぐらされた観測網でキャッチし，これらの観測結

果を総合的に判断して地震を予知しようという

ものである．」と記しているように，「前兆さがし」

によるものであった．当時の観測網の貧弱さを考

えると，地震科学者が，もう少し観測データがあ

ればもっと確実なことが言えるだろうに，と残念

な思いを抱いていたであろうことは察するに難

くない．とにかく観測網を充実させて闇雲に前兆

をさがした，というのがスタート時の実情のよう

で，科学的な方法論や予知実現の可能性について

きちんと検討されていたとは思えない．このこと

については，ゲラー(2012)も批判している．また，

力武(1976b)は次のように回想している．「正直の

ところ，当時の姿勢としては，地震の先行現象が
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出そうな項目は何でも観測してみようという態

度であった．つまり，地震予知の基礎となるデー

タを可能なかぎり集積しようというのがねらい

であった．（中略）いわば，『やみくも』に近い状

態で計画がスタートしたわけである．」

計画が軌道に乗った 1970 年代前半には，地震

前兆現象に関する研究成果（地殻変動，空白域，

前震活動，地震波速度変化，ダイラタンシー，シ

ョルツ理論，等々）が続々と報告された．いろい

ろな「前兆らしいもの」については，力武(1976a)，
宇津(1977)，浅田ほか(1978)，茂木(1982)などに詳

しい．そして 1975 年，海城地震の予知成功のニ

ュースが届いた（中国地震考察団，1976）．地震

予知計画関係者は，「地震予知」の実現が手の届

くところまで来ている，という期待に満ちていた．

浅田(1984)は次のように述べている．「今後何年

かのうちに地震予知が可能かどうか科学的に明

らかにするのが発足当初の目的であったが，計画

が発足してからすでに十数年を経ており，多くの

関係者は地震の予知は可能との心証を得ている

ようである．」

ところがその後，観測網が充実してデータが豊

富になり，また，報告された前兆現象についての

再検討が行われた結果，前兆現象として報告され

たうちの多くの事例の信頼性が疑われ始めた．そ

して，前兆さがしによる実用的な「地震予知」は

困難ではないか，という空気が広がり始めた．深

尾(1991)は，地震特集号「1980 年代の地震学」の

巻頭で，「日本の地震学は，体制的には地震予知

計画を軸に発展してきた．（中略）一方，地震予

知の理論的枠組みとしては，ダイラタンシーフィ

ーバーのあとには地震断層論とプレートテクト

ニクスしか残らなかったかに見えるのが 1970 年

代であった．（中略）それではつぎの 1980 年代に

なって，地震学はどのように発展したろうか．」

と述べている．しかし，その特集号に掲載された

「地震予知」に関する論説は，あまりにも少ない．

即ち，1980 年代には，日本における「地震予知」

に関しては特筆すべき成果が無かった，というこ

とであろう．

そして，1995 年の兵庫県南部地震の発生に至

る．内陸の M7 クラスの地震は東海地震のような

「予知対象」になっていなかったとはいえ，警報

につながるような前兆現象は皆無であった．従っ

て，前兆さがしによる「地震予知」は極めて困難，

ということをはっきりと認識せざるを得なかっ

た．しかしながら，「地震予知計画」の失敗が公

に認められることはなかった．そして，「地震予

知研究」という言葉の定義を「長期予測等も含ん

だ，地震発生に至る過程の研究」と拡大すること

が測地学審議会によって「公認」され，「新地震

予知研究計画」が開始した．

ここに至って，宇佐美(1978)が以前から懸念し

ていた，「予知という名目をうたえば，測地学審

議会の建議にさえつらなっていれば，予算の獲得

が容易になるという事実が徐々に形をあらわし

てきた．」という状態がより明確になった．「予算

を継続的に獲得するために」，これが，地震予知

計画関係者が「地震予知は可能」と言い続けなけ

ればならなかった「事情」のひとつであろう．そ

して，「『地震予知』は予算獲得のためのスローガ

ン」というゲラー(2012)の批判が，妥当性を帯び

ることになる．

さて，以上のように歴史を辿ってみると，「前

兆さがしによる実用的な地震予知は極めて困難」

という結論がある時点で得られていた，というこ

とがわかる．これは，「ブループリント」に掲げ

られた研究目的が達成された，ということを意味

する．ところが，この結論が得られるよりも前に，

国策によって，「地震予知研究計画」は「地震予

知計画」に変更されてしまっていた．それに伴っ

て，この結論は「計画の失敗」を意味することと

なり，「許されないもの」となってしまっていた．

このことについては，次節で検証する．

3.2 「地震予知研究計画」から「地震予知計画」

への変更

前兆さがしによる「地震予知」の可能性につい

て楽観的な見方が支配的だった 1968 年，十勝沖

地震が発生し，大きな被害がもたらされた．その

3 年前の 1965 年からスタートしていた「地震予

知研究計画」に対して，「まだ地震予知が出来な

いのか．」とか「早く研究を進めて地震予知でき

るようにしてくれ．」という政治的圧力がかかっ

たとしても不思議ではない．そして，第 1 次 5
ヵ年計画は途中で打ち切られ，1969 年から第 2
次 5 ヵ年計画が開始された．この時から「研究」

の 2 文字が外されて「地震予知計画」となった．

ゲラー(2011)は，「地震予知研究計画」の「研究」

を外して「地震予知計画」にしたのは政治家の入

れ知恵に従った予算増額策である，という批判を

している．しかしここでは予算の問題はさておき，

「研究」の 2 文字の削除に伴う「計画の意味の変

化」に注目して論じたい．

「研究」の 2 文字を外したことの意味は大きい．

「地震予知が可能かどうかについて研究する計

画」ではなく，「地震予知を実施するための計画」

に変化してしまった．もし「地震予知は困難」と

いう結論を出したとすれば，それは「計画の失敗」

を意味することになってしまった．宇佐美(1978)
は「研究」の 2 文字が消えたことについて，その

論説の中で実に 3 度も言及しており，大きな懸念

を示している．しかし，「地震予知」は近い将来

において可能になるのではないかという楽観的

な見方が支配的な時期であった．多くの地震予知

計画関係者にとっては，国家という強力な後ろ盾

を得て「地震予知計画」を推進することは，むし
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ろ渡りに船で，「研究」の 2 文字を外すことへの

躊躇はあまり無かったであろう．

しかしそれ以降，「地震予知計画」は国家主導

の科学に必然的に伴う運命に縛られることにな

った．「地震予知は困難」という結論は「計画の

失敗」を意味する以上，それは許されない．「地

震予知」の困難さを徐々に感じ始めた地震予知計

画関係者は，失敗を取り繕うために「地震予知」

という言葉の定義を拡大し，「地震予知は可能」

と言い続けなければならなくなった．これが，「事

情」の二つ目である．

橋本(2012)はフリーマン・ダイソン(1997)の言

葉「イデオロギーに推し進められた科学技術は失

敗する．」を引用して，地震科学の現状に対する

警告を発している．ダイソンの言葉を少し補足す

ると，「イデオロギーに推し進められた科学技術

は失敗が許されない．失敗を取り繕おうとしてい

るうちに致命的な失敗に至る．」ということであ

る．このことは，原子力利用の分野において典型

的に現れている（例えば，高木，2000）．「地震予

知計画」は正にその轍を踏んでしまった．

3.3 大規模地震対策特別措置法（大震法）

1978 年に成立した「大規模地震対策特別措置

法（大震法）」は，東海地震の予知はほぼ確実に

可能，という前提に立った法律であり，地震の発

生を予知することによって災害を防止する，とい

うことが明確に示されている．その第四条に曰く，

「国は，強化地域にかかる大規模な地震の発生を

予知し，もって地震災害の発生を防止し，又は軽

減するため，計画的に，地象，水象等の常時観測

を実施し，地震に関する土地及び水域の測量の密

度を高める等観測及び測量の実施の強化を図ら

なければならない．」 この条文が，「地震予知計

画」を下敷きにして書かれたものであることは明

らかであろう．そして，地震が予知されて警戒宣

言が発令された際の行政や住民の責務，更には，

違反に対する罰則などについて，事細かに定めら

れている．

この法律の成立前の様子を，茂木(1998)は，「地

震予知推進本部の地震予知の現状についてのひ

かえめな見解や，国会に参考人として招致された

大学教授たちの慎重な意見にもかかわらず，法案

を提出した政府側（国土庁，気象庁）は東海地震

の予知の確実性がひじょうに高いとして，予知を

前提とした大震法の成立をはかった．」と記述し

ている．つまり，地震科学の専門家は慎重な意見

を述べたのに「大震法」が強引に成立させられて

しまった，というわけである．茂木(1998)の文章

には，地震科学者としては誠に不本意，という思

いが籠められている．また，力武(1979)は，「観

測も理論も不十分な状態で，地震予知の実用化を

要請されるという社会情勢に直面している日本

の地震予知関係者の悩みは深刻である．地震予知

を具体化するための手順，大げさにいえば戦略に

ついては，いまのところ確立された手法はない．」

と述べている．更に，宇佐美(1978)も東海地震の

予知判定に関して，「昭和 51 年には東海地震問題

に端を発し，ついに翌昭和 52 年 4 月に東海地震

判定会が生まれ，発生の可能性について判定せざ

るをえなくなった．これは予知科学の面からいえ

ば，いわゆる見切り発車であることは明瞭であ

る．」と述べている．

しかしながら，地震科学者がいくら慎重な発言

をしようと，「地震予知計画」は既に「純粋に科

学的な研究計画」ではなく，「国策」となってい

た．従って，「大震法」の成立は国家の方針に則

ったものであり，地震科学者は，ただ意見を陳述

する機会を与えられただけに過ぎない．上に述べ

た茂木(1998)，力武(1979)，宇佐美(1978)による述

懐は，「地震予知計画」が科学主導ではなく政治

主導であったことを，明確に物語っている．こう

して「地震予知計画」は「大震法」によって，更

に強い束縛を受けることになってしまった．地震

予知計画関係者が「地震予知は可能」と言い続け

なければならなかった二つ目の「事情」は，更に

強固になった．

そして今なお，地震予知計画関係者は東海地震

に関して，「予知できる（警戒宣言が発令できる）

可能性がある」と言い続けている．「可能性があ

る」ことは，論理的には正しい．可能性がたとえ

低くてもそれを追求しようという科学者として

の姿勢も正しい．しかし，そう言うよりも，「予

知できない（空振り，または，見逃しの）可能性

が大きい」と言う方が，現在の地震科学の実力に

見合った素直な表現であり，社会に対する正しい

情報発信ではないだろうか．地震科学者がそう言

いさえすれば，今川(2012)が述べているように，

社会は「不十分なこと（地震を予知できない可能

性が大きいこと）」を前提とした防災対策へと向

かうであろう．「予知できる可能性がある」とい

う発言は地震防災のためにはマイナスであり，ま

た，地震科学に対する社会の不信を招く大きな原

因になっているのではないだろうか．「大震法」

による呪縛の強さに，戦慄をすら覚える．

3.4 地震科学コミュニティに対するひずみ

イデオロギーと巨額資金によって推進された

科学技術は，それが属するコミュニティ内に大き

なひずみをもたらす．失敗が許されない科学技術

においては小さな失敗の取り繕いが横行し，その

結果，健全な批判精神やパラダイムシフトが阻害

されてしまう．また，国策に従う科学者のみが潤

沢な資金に恵まれ，その他の科学者は周辺に押し

やられる．これによってコミュニティ内に無用な

亀裂が作り出される．地震科学の分野においても，

「地震予知計画」が地震科学コミュニティに対し
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てこのようなひずみを与え続けてきたであろう

ことは，想像に難くない．

国策による大型プロジェクトである「地震予知

計画」が地震科学コミュニティに対してひずみを

与えていることについては，既に 30 年以上も前

に，宇佐美(1978)が懸念を示していた．「予知と

いう名目をうたえば，測地学審議会の建議にさえ

つらなっていれば，予算の獲得が容易になるとい

う事実が徐々に形をあらわしてきた．こうしてだ

れも彼も同じテーマにとびつくことになり，独創

性のない計画が助長されはしなかっただろうか．

同じことを大勢の人々が研究し競争することは，

学問の発展上望ましいことに違いない．しかし，

現実には同様の計画に大勢が名のりをあげるこ

とによって，悪平等を助長しなかっただろうか．」

宇佐美(1978)の言う「悪平等」とは，地震予知計

画関係者内部における健全な批判精神の欠如で

ある．そして，地震科学コミュニティ内に作り出

された亀裂は，「地震予知」とは意識的に距離を

おいた研究者からの批判を遮る障壁の役割をも

果した．

藤井(1967)は，「政治的な臭いのする，上から

の研究費が与えられる，そういう研究費の貰い方

が流行するとすれば，これは大きなマイナスであ

ろう．」と述べている．藤井(1967)の言に従えば，

「ブループリント」に始まる「地震予知研究計画」

は科学者側の提案によるものと評価できる．しか

し，「研究」の 2 文字が削られた「地震予知計画」

は政治的な臭いを帯びることになり，その臭いは

「大震法」が成立するに至ってますます強くなっ

た，ということになるであろう．

原子力発電の分野においても，湯川秀樹が政治

主導の原子力開発を批判して原子力委員会の委

員を辞任したという有名な話がある（例えば，武

谷，1976）．自然の探求であっても，社会への貢

献であっても，科学を手段とする場合には科学主

導が当然であって，政治主導の科学の行き着く先

は，ダイソンの言葉の通りになるのであろう．

いろいろなテーマについて自由に研究し議論

しあうことが健全な科学のあり方なのは言うま

でもない．社会貢献は，そのような科学を通して

行われるべきである．政治主導によって背伸びさ

せられた状態で社会貢献しようとすると，かえっ

て社会に対して害を及ぼす．原子力発電所の事故

を見れば，このことは明らかであろう．深畑

(2012)，福島(2012)，中谷(2012)などによって提案

されている「地震予知」を目指した新しい試みは，

政治的な臭いのしない，批判精神に満ちた，健全

な地震科学の環境下で行われなければならない．

3.5 他の防災関連分野や社会との乖離

今村明恒は，私財をも費やして「地震予知」の

実現を目指した人，として知られているが，武村

(2009)は，今村(1933)を引用しつつ，「今村は決し

て『地震予知』を中心に地震防災を考えていたわ

けではない．（中略）第一に耐震構造の普及，第

二に地震知識の普及，そして，できうれば第三に

地震予知ということである．」と述べている．今

村が耐震構造の普及を第一に，「地震予知」を第

三に考えていたのは，当時の耐震構造の貧弱さや，

「地震予知」は技術的に未だ困難という自覚によ

ることもあろう．それはさておき，ここで注目し

たいのは，今村が，地震防災は「地震予知」のみ

で果せるものではないと考えていたことである．

ところが，国策として進められた「地震予知計

画」は，防災を謳ってはいるものの，地震科学コ

ミュニティ内部において進められた．そして「地

震予知計画」に参画する地震科学者は，「地震予

知」の研究さえしていればそれが直接防災に役立

つ，という錯覚に陥った．武村(2009)は，「これ

によって地震学者と社会との接点は震災対策全

般から地震予知に限られ，地震予知そのものが目

的化された．このため地震予知を目指す研究者で

さえ震災対策を異質なものとして捉えるように

なった面も否定できない．（中略）地震予知計画

による研究の進展によって地震学が地球科学の

中核としてその地位を高めた一方で，地震工学な

ど他の防災関連分野との意識的な距離は拡大し，

地震学者が震災対策から離れる傾向に拍車がか

かったように思われる．」と述べている．藤井

(1976)は，「日本の地震学をあとづけで見ること

から，われわれは，地震学は震災対策を離れては

あり得ないことを再度発見することができるで

あろう．この立場こそ，今日の近代化された日本

の地震学にもっとも欠けているものの一つに外

ならない．」と指摘している．また，宇佐美(1978)
も，「社会との関連にかかわる面の研究を予知計

画に入れなかったことは反省されるべきであろ

う．」と述べている．宇佐美(1978)は更に言う．「予

算獲得にまぎれて大切なことを忘れてはいなか

ったか，という反省がなされねばならない．ブル

ープリントにうたわれた 10 年経過の時点で過去

の成果が真面目に検討され，その上に立って新し

い目標がたてられたのだろうか．元来，予知は国

民のためのものであるが，そういう点を常に意識

し，計画を作ってきただろうか．」

しかしながら，宇佐美(1978)の指摘が真摯に受

け止められて軌道修正が為された形跡は，残念な

がら見当たらない．その結果，「地震予知計画の

進展は地震学を他の防災関連分野から孤立させ

るという問題も生み出した（武村，2009）」．そし

て，地震予知計画関係者は，「防災」を口にはす

るものの，自分のしていることが防災に対してど

ういう意味を持つのかに思い至るための想像力

を欠くに至った（泉谷・武村・西村，2012）．そ

の典型的な例を，3.3 節で述べた「東海地震は予

知できる可能性がある」という発言に見ることが
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できる．大木(2012)もこのことを的確に指摘して

いる．「地震学ではわからないことが多く存在す

ること，わかってきたことにすら大きな不確実性

が含まれていること，現段階の地震学の抱える限

界，こういったことを示すことは，長期的な信頼

関係の構築ばかりではなく，結果的に被害の軽減

にもつながるだろう．逆に言えば，過剰な期待を

抱かせるような情報発信や，誤解を与えるような

行為は，コミュニティ全体に対する社会からの信

頼を損なわせるものであり，社会からの不信感を

後輩達へのツケとして残していく行為である．」

「地震予知」が地震防災に貢献できることは，

ほんの僅かである．防災のための多くの問題は地

震科学だけでは解決できない（例えば，武村

2009；川勝，2012）．川勝(2012)は「トランスサ

イエンスの領域にいながら『科学で解決できる』

と信じてことに当たっていることに，研究者・地

震学界の苦悩の始まりがあるのではなかろうか．」

と述べている．等身大の地震科学を他の防災関連

分野や社会に示して理解してもらう努力を尽く

し，彼らとの間の溝を埋めることが出来なければ，

地震科学が社会に貢献するための道はほぼ閉ざ

されている．

４．地震科学コミュニティの責任

人は病気になった時には医者に診察して貰っ

て治療を受ける．病気について正しく認識し治療

することが，健康を取り戻すために重要だからで

ある．前章までにおいては，「ブループリント」

に始まる「地震予知計画」の健康な部分ではなく，

病気の部分について考察した．それは健全な地震

科学を取り戻すために重要だからである．

「地震予知計画」によってもたらされた負の遺

産は，主に次の 3 つと考えられる．

(1)「行動計画 2012」とは明らかに矛盾する「大

震法」が存在し，地震科学がその束縛を受け

続けていること．

(2)イデオロギーと巨額予算によって地震科学コ

ミュニティ内に無用な亀裂が作り出されたこ

と．その結果，健全な批判精神を伴った自由

な研究によって生まれるべきパラダイムシフ

トが阻害されてしまったこと．

(3)「警報につながるような地震予知は極めて困

難」と認識しながら，「地震予知」の定義を勝

手に変更して「地震予知は可能」と言い続け，

これによって，地震科学に対する社会の不信

を招いてしまったこと．また，「地震予知」が

防災の中枢であるかのような錯覚に陥り，地

震科学と他の防災関連分野や社会との間に溝

を生じてしまったこと．

「いま我々はどこにいるのか」を，はっきりと認

識した上で，「これから我々はどこへ行くのか」

について考えねばならない．

地震科学コミュニティと「大震法」との間には，

切り離すことの出来ない関係がある．「大震法」

が存在する限り，地震科学は政治の束縛を受け続

けるであろう．また，等身大の地震科学の現状を

社会に示そうとしても，「大震法」は常に「凸レ

ンズ」のような役割を果してしまう．地震学コミ

ュニティはその廃止に向けての働きかける必要

があるだろう．橋本ほか(2012)が言うように，科

学者は施策に対して，常に「critic」としての立場

を貫かねばならない．

また，地震科学コミュニティ内の無用な亀裂を

無くし，健全な批判精神に満ちた自由な研究環境

を取り戻すこと，更に，他の防災関連分野や社会

に対する信頼を回復し，その上で地震防災に対し

てできる役割を果していくこと．為すべきことは

多い．

実はこれら為すべきことは，東北地方太平洋沖

地震対応臨時委員会での議論の結果として，既に

鷺谷(2012)によって，「我々研究者が，健全な批

判精神を持って研究を取り巻く現状を正確に認

識すること，および，学会の内外におけるコミュ

ニケーションを深めること．」と纏められている．

また，「行動計画 2012」にも，地震科学コミュニ

ティが今後とるべき行動方針が示されている．た

だし，「行動計画 2012」を公表しただけで問題が

解決するわけではない．今すぐに，それらの実践

に取りかからねばならない．それが，「地震予知

計画」による負の遺産を処理して健全な地震科学

を取り戻すための道でもある．地震科学コミュニ

ティの責任は大きい．

付記

「巨額の予算を獲得して観測網が充実し地震科

学研究が進んだ．これは『ブループリント』の大

きな成果．」という意見があることは承知してい

る．しかしながら，予算が得られればそれなりに

研究が進展するのは当然のことで，本稿において

はそれについて論じる気は無い．「地震予知計画」

ではなくて「地震科学研究推進計画」であったと

しても，もし予算が得られれば，やはり地震科学

研究は進んだであろう．それでも敢えて，「『地震

科学研究推進計画』では予算獲得は無理で『地震

予知計画』でなければダメだった．」との主張を

される向きがあれば，「『地震予知』は予算獲得の

ためのスローガン」というゲラー(2012)の，「ブ

ループリント」に対するものとしてはやや見当違

いに感じられる批判の矛先に，自ら飛び込むこと

になるであろう．
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地震予知研究の分析と提言

日本大学・理工学部・電子情報工学科  高野忠

これまでの地震予知研究は、東日本大震災により、地震を予知できるレベルではないことが明らかに

なった。その研究方法を見直すに当たり、十分な科学的検討を加えないまま国から研究資金を取った

り、反面予知可能性を否定し国民の期待に応えないという態度は、いずれも望ましくない。本論文は

地震学者ではないという立場から、地震予知の研究からシステム開発までについて分析を試みる。地

面の揺れを０次の現象とすると、応力・岩石破壊は１次効果、さらにその２次効果と考えて、予知に

適した信号の種類とその検出方法を探索すべきである。この地震予知技術は、地震学と同一ではない。

従ってこの解明には、異分野の協力が必要である。

１．はじめに

これまで公の地震予知研究は主に，いわゆる地

震学者により遂行されきた．そして予知の成功例

は無いものの，それまでの研究方法は正しいとの

自負に満ちていた[地震予知検討委員会 (2007)]．
しかし２０１１年３月１１日の東日本大震災に

より，日本あるいは世界の地震予知研究は，とて

も地震を予知できるレベルではないことが明ら

かになった．これは１９６２年のブループリント

[地震予知計画研究グループ (1962)]以来続けら

れてきた研究を，見直すことに働いた[堀，他

(2012)]．
筆者は岩石破壊実験を通して，地震探知（予知

ではない）の可能性を追求してきた．この実績を

踏まえて，地震学者ではないという立場から，地

震予知の研究について持論を述べたい．最後に，

筆者自身が行う電磁気学に基づく地震予知の可

能性について，述べる．

２．地震予知の歴史的背景

ブループリントでは，次のように謳っていた：

「５年後にはある程度の，１０年後にはかなり充

分な地震予知に必要な観測資料が得られるよう

になる．ーーー（途中省く）ーー地震予知がいつ

実用化するか，すなわち，いつ業務として地震警

報が出されるようになるか，については現在では

答えられない．しかし，本計画の全てが今日スタ

ートすれば，１０年後にはこの問に十分な信頼性

をもって答えることができるであろう．」．随分悠

長な話である．さすがにこれでは国の予算も取れ

なかった．

しかし１９６４年新潟地震が発生し人が死ぬ

と，国・行政が慌てて，しかる後施策提案のため

悪のりした．地震予知をしなければいけないと言

う雰囲気で，ブループリントの脆弱な研究計画に，

国家プロジェクト「地震予知研究計画」としての

予算を付けてしまったのである．そして１９６８

年の十勝沖地震後には，地震予知連絡会ができ，

地震予知のための体制強化と予算増が行われた

[インターネット ( 2012)]．
ところが地震予知の成果が出ない．それでも政

府は予知が可能だというシナリオに拘り，１９６

９年には看板を書きかえて「地震予知実施計画」

として，さらに研究費増額を図った [ゲラー

(2011)]．地震学者にとってその狙いは，地震観測

網強化だったが，それは達成された．しかし地震

予知は，できなかった．

さらに１９９５年阪神淡路大震災が発生する

と，さらに地震予知のニーズだけが認識され，予

算が劇的に増やされた．その結果，種々の観測シ

ステムが開発された．高感度地震観測網（Hi-net）
や強震観測網（K-NET），広帯域地震観測網

（F-net），首都直下地震観測網(MeSO-net)，さら

には国土交通省による GPS を利用した地形変動

観測網 GEONET も作られた．この時の理由が，

「兵庫県南部地震の予測及び発生メカニズムを

解明する為に十分な基礎データの蓄積が無かっ

たことを教訓」とすることであった[ウィキペデ

ィア a (2012)]．この地震の前に観測網の増強が行

われているのに，である．このように地震予知は，

大地震が起こるたびに，焼け太りしてきた感があ

る．

極めつけは，東海地震説であろう．「駿河湾地

震は切迫している恐れがある．正確に言うと，長

期予測の結果として，前兆現象がいつ始まっても

不思議ではない状態である恐れが強い．」という

曖昧な文で[石橋 (1976)]，大衆が脅かされた．そ

の動きを受けて，静岡県が驚き，国・政府が悪の

りして，観測網の建設と公共工事に動き出した．

大衆を守るのが地方自治体や国政府の役割で

はあるが，諸説の真偽を判断することも重要であ

る．このようにニーズに対し，その基礎となるシ

ーズを判断することが極めて甘い．このような資

金の供与は，民間企業では考えられないことであ

る．ただそのお陰で静岡県民が，地震に対して準

備をしている姿勢は注目に値する．それは防災で

最も大事なことであるが，巨額の金を要しない．

以上の地震予知研究の歴史では，挫折と看板掛

け替えが度々行われたことが分かる．ところが３．

１１地震の後でも，地震予知を地震予測に言い換

えるとのこと，まさしく日本的処理である．いま

まで予知ができるといっておきながら，できない

となると土台を壊す．これに対し欧米流なら，言

葉は同じでも定義を変えて，従来の検討を反省し
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結果を生かしつつ新しい道を探る．例えば Caltec/
ＮＡＳＡのジェット推進研究所は，以前ロケット

推進系の研究していた．それがロケット研究を止

めた後も，名前は同じにして中身を変えている．

重要なのは名前でなく，歴史の保存と中身なのだ

と言う認識である．

種々の分野の研究歴史を見ると，いかなる研究

路程と言えども，必ず見直す必要がある．前の世

代の決定事項については，現世代の研究者が自分

の責任で見直すことである．ところが地震予知の

研究歴史においては，自発的な見直しではなく，

地震勃発などに伴う外部批判に依っていること

が目につくようである．

３．地震予知と地震学

地震学者は地震予知研究を行ってきて，地震波

の伝搬速度測定や岩石電磁気学の実験を行い，地

殻構造を部分的に解明し，多大な成果を挙げた．

以上の地震学的方法も含めて，地震予知法とし

て下記の方法が提案されている[ウィキペディア

b (2012)]．
（１）機械的方法： 地面の変位，ひずみ，低周

波微震動，プレスリップ（前兆すべり），前

震の観測

（２）歴史や周期性： 歴史資料，津波堆積物調

査，

（３）電磁気的方法： 地電流，地電位，ULF
法（300 Hz–3 kHz），中波帯域（300kHz -
3MHz），超短波・極超短波，電離層の状態

（４）化学的・地質学的方法： ラドン濃度，地

下水，温泉

（５）生物学的方法： 宏観異常現象

（６）気象学的方法： 発光，地震雲

地面が揺れることが直接効果すなわち０次効果

とすると，その源になる岩石への応力・破壊は１

次効果であろう．上記項（１）は殆どが０次か１

次効果であり，地震学者が最も有力視しているも

のである．それにも拘わらず，過去の研究歴史の

節々で，地震予知ができないことを悟り，かつ外

部に告白してきた．その失敗の原因としては，彼

らが得意とする方法からのみ，予知しようとして

きたこともその一つであろう．また生起確率にガ

ウス分布を仮定せざるを得ないが，巨大地震はそ

の延長に乗らないのではないか．何故なら事例が

少なく，かつパラメータ依存性が把握されていな

いためである．

それに対し項（４）は，１次効果により岩盤に

亀裂が入り，たまたまそこにあるラドンや地下水

が噴き出したりすることなので，２次効果と言え

よう．同じく項（３）は２次効果であり，項（５）

は有るとすれば電磁気的刺激により引き起こさ

れるであろうから，３次効果である．項（２）は，

地震が局所的現象であり，局所条件が変わらなけ

れば繰り返し発生することを仮定している．

以上の事実を考えると，地震予知学は地震学と

別物と言うべきである．例えて言えば，下記の対

比で理解できよう．

肝臓の研究： 生理学，生態学 ＜－－－肝

臓そのものを扱う．

肝臓の病の研究： 病理学，医学 ＜－－－

肝臓から発するいろんな信号を扱う．

従って地震予知を研究する人は，幅広く興味を持

ち，いろんな信号を扱うべきである．そしていろ

んな情報に埋没しないよう，諸技術の真偽，良否

を，自ら考え自ら判断する必要がある．

現在地震研究者は予知に絡めて，ほぼ全員がア

スペリティや断層が大事と言う[山本 (2009)]．し

かしアスペリティは今のところ，非常に直感的な

一種のアナロジーでしかないと考えて良いので

はないか．何事も定量的に理解しないと，応用す

ることはできないはずだからである．地震予知を

研究する人はそうではなく，知識を広く求める必

要があろう．上記項（１）と項（２）に限らず，

項（３）～項（６）に，興味を持つべきである[別
冊宝島編集部 (2012)]．また地震雲や電離層の諸

現象を信じないなら，その反証を考えるべきだ．

項（３）に絡んでは国内外で，岩石に応力をか

けると電流が流れたりポテンシャルが生じたり

するという，実験結果が報告されている．これは，

前述の１次効果から発生する２次的効果と考え

られる．しかし低次効果より高次効果が顕著な例

は，たくさんある．地震研究者は，地震コミュニ

ティの外で行われている岩石実験 [福井，他

(2001)] [Freund et al. (2006)]をどれだけ把握して

いるだろうか？

反面，地震を理解したいというなら，基礎研究

としてやるべきである．しかしこの点でも，地震

の原因は地震だけを調べても分からない，と言わ

れている[寺田 (1924)]．実際，地震の原因を考え

る上で重要な発見は，地震学者でなく軍事のため

の海底探査で行われた．海底の様子を調べて地震

発生との関係を解析すると，極めて強い相関があ

ることが分かったのである．これが海洋底拡大説

となった．さらにこの説は，現在地震学で大きく

取り上げられているプレートテクトニクスにな

ったが，残念ながらこの仕事は外国で行われた

[武村 (2009)]．

４．予知研究とシステム開発

それでは予知研究の成果として，予知の可能

性が示せたとしよう．次はそれを社会に還元し，

実際に監視・警報などの機能を実現するシステム

を開発することになる．この研究段階からシステ

ム開発への移行判断は，種々の要素を考えて慎重

に行う必要がある．

その理由は，研究には頭を使うが比較的金を使

わないのが普通なのに対し，システム開発には頭

をあまり使わないが金を使うという，大きな違い
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があるためである．特に開発段階で国から巨額な

金を貰うことは，社会契約の証しと考えるべきで

ある．言い換えれば，地震予知研究に金を貰うこ

とにより，予知を可能にすると言う責務を負うこ

とになる．

また研究と開発の関係は，シーズとニーズとの

関係[高野 (2007)]に連係する．すなわち研究の成

果として技術基盤すなわちシーズが生まれる．そ

してある需要すなわちニーズが生まれていると

ころに，シーズが存在すれば実際の応用としてシ

ステム開発が始まる．従ってシステムを開発する

時は，シーズすなわち研究成果が確固として存在

していなければならない．

地震予知はニーズとして極めて強いが，現在の

研究レベルでは不可能であることが明らかにな

った[ゲラー (2011)]．そのように考えてみると，

地震予知はまだシーズが確立していない．言い換

えれば，大規模システムを開発すべき段階ではな

いと言うことである．

それができるかの如く言って，大きなシステム

を開発することは，研究を縛ることになり，研究

者にとっては天に唾するようなものである．地震

を地震学として理解したいというなら，大金を要

しない基礎研究としてやるべきであろう．研究と

前述のシステム開発は，明確に区別し進めること

が極めて重要である．今年の連合大会で住教授が

言っていたように，気象分野で現業・システム開

発と研究を分離したことを，見習うべき時がきた

[住 (2012)]．

５．研究者と行政

シーズが大規模システム開発に値するか判断

するには，研究者と行政の距離が重要である．工

学分野の研究者は研究成果を挙げた後，さらに研

究の奥を極める方に行くか管理者の道に行くか，

選択の自由がある．それと同じように，地震研究

者にも選択があると思われる．それが，地震やそ

の予知に研究を進めるか，行政に発言権を持つか，

と言う分かれ道であろう．

日本地震学の現状を見ると，この分化が充分行

われていないように感じる．これは世界的に同じ

傾向がある．例えばイタリア・ラクイラ地震にお

いては，行政担当者と共に地震学者が同一歩調を

取った．そして地震学者は地震学者外からの地震

予知情報を握りつぶし，結果として大惨事になっ

た．そのため，行政担当者と共に地震学者も有罪

判決を受けることになった．これはまた，前に述

べた研究契約説に照らせば，当然のことである．

外部からの説を握りつぶすのと逆に，研究者が

行政を煽るという場合もある．東海・東南海の地

震説は，これに当たるのではないか．そこで大地

震が起こるという確証は無い．それにも拘わらず，

日本の中枢部で大災害が起こるかもしれないと

いうと[石橋 (1976)]，政府や大衆は怯えて大騒ぎ

となる．そして大金を渡して，予知の研究をさせ

ようとし，研究者はそれをありがたく受け取って

しまう．研究契約説に則れば地震予知まで約束す

ることになり，これは研究者にとって極めて危険

なことである．

６．地震電磁気学に基づく予知研究

電磁気学的信号は，地殻内部の応力分布に対し

派生するので，主に地震の研究手段でなく地震予

知法として用いるべきものである．これまで，次

のような方法が提案されている[早川（監修）

(2012)]．
（１）地電位への特異な波形の混入： VAN 法

[Varotsos et al. (1993)]
（２）地電流の特異な変化： 超低周波の磁界観

測[Hattori et al. (2012)]
（３）地中の変化が電離層に与える擾乱： TEC

（電子密度）変化[Heki (2011)]，電子密度の

変化の位相異常[Molchanov et al. (1998)]，電

子温度の変化[Oyama et al. (2008)]
（４）数１０MHｚ電波の伝搬異常： FM 放送

波の伝搬観測[Moriya et al. (2009)]
（５）温度上昇と赤外線放射 [Tramutoli et al. 

(2005)]
（６）マイクロ波など高周波数電波の発生

[Takano et al. (2009)]
周波数的には直流からマイクロ波，赤外線，測定

対象は電界や磁界，電子密度，観測手段は地上か

ら地上や地上から宇宙，宇宙から地上，と様々で

ある．これらの幾つかは，研究室での実験で確認

されている．しかしあるものは，実験で確認され

て居らず，また物理的にその成立が説明できてい

ない．すなわち可能性が，未だ不確かなのである．

さらに信号の有無という定性的な議論では不

十分で，所望信号の電力が不要信号の電力の何倍

有るかを明らかにする必要がある．すなわち信号

を雑音から分離できることを示すため，信号対雑

音の電力比（Ｓ／Ｎ比）の特定まで論を進める必

要がある．そして新しい技術・シーズは仮説を立

てて説明し，しかる後実験や解析により証明でき

て，初めてシステム開発に移行することが許され

るのである．この検証過程は，地震予知研究一般

に必要である．

電磁気学に基づく予知法を提案する研究者は，

地震学会あるいは政府や大衆に対し説明責任が

ある．また地震予知を担当しまとめる立場の人は

地震学者と言えども，他分野の研究者の説・提案

に対して，理解し説明する責任がある．あるいは

特定の予知法が信じられないと言うのであれば，

自らがその方法に誤りを学問的に証明あるいは

論破する必要がある．どの分野でも研究者は新し

い提案をするだけでなく，間違った提案を見分け

ることが責任となっている．
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筆者等は，岩石を圧縮破壊する時，１MHｚか

ら２２GHｚの強い電波が発生することを発見し

た[牧，他, (2006)]．そして高周波数の波形を確認

し，そのエネルギーを特定することができた．

種々の検討の結果，岩石への応力・破壊を１次効

果とすると，２次効果が物質内の電位差発生

[Takano et al. (2010)]，３次効果が微小放電，４次

効果が高周波電波発生 [牧，他 (2004)]，と考え

られることを示した．

またそのような高周波電波は，地面に亀裂が入

れば，低い損失で地表に伝搬できることを示した

[三枝，他 (2012)]．同じ電磁気現象でも，地表で

かつ遠方で検出するには，元の電位差信号より派

生の電波信号の方が，遥かに検出しやすいのであ

る．さらに岩石破壊に拘わる０次現象に対し，信

号エネルギーを外挿により推定できるので，その

検出への適用性が判断できる [Takano et al. 
(2009)a]．地震や火山火口壁崩落の探知はその例

である[Takano et al. (2009)b]．

７．まとめ

地震予知について，可能と言う人と不可能とい

う人の両極端が居る．それらの立場について，歴

史的，技術的，そして政治的に分析した．その結

果，不確かなことに対し十分な科学的検討を加え

ないまま，国の政策に取り入って研究資金を取っ

たり，反面可能性を否定し国民の期待に応えない

という状態が顕著である．

それに対し，地震予知の可能性があるかも知れ

ないこと，地震予知技術は地震学とは異なること

を示した．当然ながら，地面の揺れを観測するだ

けでは，地震の予知はできない．地面の揺れが０

次の現象なら，その結果生じる１次の派生効果，

さらにその２次の効果という具合に，予知に適し

た信号の種類とその検出方法があるはずである．

岩石破壊による高周波電波の発生現象は，地面

の揺れに対して高次の派生現象であるが，低次現

象より検出しやすいことを示した．従って地震探

知に，有望な手段となる．しかし，１次効果であ

る地面揺れ直前での岩石の応力状態，あるいは破

壊状態が分からない．この解明には，地震学者や

地質学者の知識と経験が必要である．すなわち異

分野・学際の協力が望まれるところである[高野，

他 (2012)]．
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地震予知への提言

日本学士院  上田誠也

地震予知では短期予知が最重要であるが，それには前兆現象の検知が必要である．現在の予知体制で

はそれは不可能として殆ど放棄されている．予知計画の名のもとに，短期予知以外のことに国費を独

占的に費消してきたことは改めるべきである．

１．はじめに

地震予知に関連して，地震学会は混乱している

ように見える．意見に広い分布があるのは健全だ

が，各人の立場，研究費状況，利害関係などによ

って支配されている部分も多いようだ．この際，

少時，これらを離れて、問題を素直に考えてみよ

う．

「人が自分の態度を事前に決められる情報を提

供すること」という金森の地震予知の定義（2012）
は明快である（ここでは簡潔のために，予知・予

測・予報など用語の問題（井出，2012）には触れ

ない）．

地震活動の過去例などに基づく確率的長期・中

期予知にも都市防災計画などの策定に意味はあ

ろうが，通常の意味での検証は不可能であるし，

従来の長期予知は概して否定的結果を示してい

る（Geller, 2011）．検証可能であり、一般市民の

生命・財産の安心・安全のために最も重要なのは

短期予知であろう．

科学的短期予知には前兆現象，あるいは先行現

象の取得が必要である（ここでも簡単のため用語

は前兆現象としておく）．とすれば，そのために

なすべきは前兆現象の研究であろう．前兆現象の

ありかを探るために当時考えられるすべての観

測を始めようというBlue Print 1962はその出発点

だった．

長年にわたって，各国で前兆現象として報告さ

れてきたものの大部分は信ずるに足らないが，中

には否定困難なものもある．それらには地震その

ものにかかわるものもあるが（静穏化，前震活動

など），地震計では測定できない電磁気，地球化

学的，あるいは動物異常行動なども多い．これも

周知の事実であろう．

２．短期予知研究の歴史・現状と今後の見通し

ではそれらの研究は十分行われてきたのか？

その答えは否と言わざるを得まい．地震予知計画

は 1960 年代の発足以来，前兆現象に否定的な地

震学者主導のもとで行われ，予算・人員の大部分

は終始，地震計測に独占されてきた．おかげで，

世界最高の地震観測網ができ，地震学の進歩には

多大の貢献を果たしつつあるのは喜ばしいこと

だが，短期予知は殆ど進歩していない．

この体制は次第に既得権益化し，Blue Print
1962 の精神はいまや殆ど失われている．特に兵

庫県南部地震以降は，地震予知はその“研究”も

諦め，今後は“地震の基礎研究”に集中しようと

いう建前になってしまった．“地震予知”はもは

や科学研究の対象ではないということで，殆ど禁

句となった．

1999 年には予知計画は「地震予知のための新

たな観測研究計画」なるものに変容され，現在は

その３回目の５ヵ年計画の実施中という．タイト

ルが巧妙に仕組まれたこの計画は，「観測計画」

なのであって予知は名目にすぎないのである．

前兆研究などは科研費でやればいいと言われ

るが，地震予知は科研費の枠にもなかった．しか

し，2009 年の地震学会総会では，少なくとも科

研費の枠には入れるべきで，排除すべきではない

という提案がなされ，激しい反論もあったが、結

果としては 25 年度から地震発生予測・火山噴火

予測のキーワードが一応入ることにはなった．一

筋の光明か？

Geller（2011）の主張「日本政府は，欠陥手法

を用いた確率論的地震動予測も，仮想にすぎない

東海地震に基づく不毛な短期的地震予知も，即刻

やめるべきだ」「今こそ，地震予知が不可能であ

ることを率直に国民に伝え，東海地震予知体制を

廃止して，大震法を撤廃する時である」には筆者

も概ね賛成である．しかし，彼の「地震予知は全

部やめよ」との見解は認めることはできない．ゲ

ラー自身（2012）も認めているが，地震短期予知

が原理的に不可能だという証明はない．のみなら

ず，事実，地震予知学（地震学ではない）ではそ

れが不可能ではない可能性は高まってきている

からである．

例えば，VAN 法は開始以来 30 年，益々成果を

上げており，最近では Natural Time なる新しい時

間概念の導入によって，発震時の予測精度を格段

に上げている（S. Uyeda and M. Kamogawa, 2008, 
2010）．伊豆神津島での VAN 法の電気信号が統計

的に有意であったという我々の結果は最近

PNAS 誌でも特に優れた論文として出版された

（Orihara et al., 2012）．ULF 帯の磁場変動でも地

震との関係が統計的に調査され，その有意性が示

されている（Hattori et al., 2012）．
3.11 地震にも有意な短期予知情報をもたらし

た VLF~LF 電波の伝播異常の成果（Hayakawa et 
al., 2012）に基づいて予知情報を広報するシステ

ムが私企業として成立しつつあるのも無視でき
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ないだろう（earthquakenet.com/principle.html）．
電波伝搬異常では，VHF 帯においても兵庫県

南部地震以来幾つかの有意の成果が得られてい

る（Moriya et al., 2010, 串田，2012）．また，電離

層での電子密度の異常変化（Heki, 2011）は大き

な関心を集めた．既に諸外国では衛星観測が多数

実施・計画中であるが，ようやく我が国でも衛星

計画が進展しつつある（Kodama and Oyama, 
2011）．電磁気的側面以外にも，兵庫県南部地震

直前のラドン異常（Yasuoka et al., 2009）などは特

筆に値しよう．

これらの試みは有望とはいえ，多くは未解決問

題を抱えて実用的予知段階とは程遠い．徹底的な

“基礎研究”が喫緊必要なのである．しかし研究

費のみならず，実働人員の殆ど無い現状では物事

の正否を判断するにたる観測などはいつまでた

っても出来ないだろう．若い研究者のための短期

予知ポストが全くないのは最大の問題である．

３．地震学会の今後

社会は上述の推移を殆ど知らない．筆者の経験

では，地震学会以外のどの集まりでも短期予知の

現状の話をすると，聴衆は 100％驚く．「地震予

知はまだ出来ないが，年額数百億の国費が費消さ

れているのだから，短期予知研究も進められてい

るにちがいない」というのが，高度の学術諸団体

を含めての，社会一般の認識なのである．地震学

会はまったくの特殊社会といわねばなるまい．

イタリア・L'Aquila 地震裁判の結果から，これ

からは，地震学者は失敗を恐れて発言ができなく

なるなどという論調が横行しているが，これはや

や的外れであろう．L'Aquila の場合には地震短期

予知不可能論の地震学者たちが「安全宣言」に加

担してしまったことが問われているのであって，

刑の大小は別として，無責任発言に対するいい戒

めだった．科学者として正直でさえあれば，予知

情報の広報は堂々と進めて悪いわけはない．

一方，3.11 地震を想定外としか言えなかったこ

とを，地震学の敗北などと重く受け止めて反省す

る地震学会員も多い．それと“予知村的会員”と

の複雑なしがらみが地震学会の予知問題の混乱

の一因にもなっているようだ．ここで，再度それ

らを離れて考えてみよう．

前兆現象は次第に高まるストレスによって，地

震発生準備過程の副産物として，本震前に派生す

ればよい．それを観測すれば，地震発生のメカニ

ズムそのものが解明されなくとも，「短期予知」

は可能である．しかも前兆現象は地震を起す要因

でなくても良い．地電流異常が地震を起すなどと

は考えられない．

従って短期予知は広義の地震科学（ゲラー,
2012）の一部ではあるべきだが，狭義の地震学の

主目的ではあり得ない．だから地震学者が前兆現

象に興味を持たないのは当然だし，短期予知がで

きなかったといって反省する必要は勿論無い．長

期予測にしても，過去 100 年程度の近代的地震観

測結果に関する限り，asperity model などはほぼ

うまくいっていたのだから，そう落胆することは

ない．自然科学は新しい観測事実によるモデルの

検証・改良で進むのだ．

地震学会が反省すべきは，地震計測結果以外に

あまりにも目を向けなかった点だろう．短期予知

での前兆現象無視も，長期予測で津波堆積層の地

質学情報などを軽視したのも，同じ通性のあらわ

れなのだ．これを改めれば地震学会の前途は明る

い．もっと深く反省すべきは，前兆現象即ち短期

予知研究以外に予知予算を独占的に流用してき

た体制を許容し便乗さえしてきた点であろう．例

えば強振動研究を予知研究に含めるのは，筆者に

とって違和感が大きい．強振動予測は予知研究と

無関係に推進すべき重要な研究であり，これこそ

地震学が最大級の貢献可能な分野であろう．

４．結論

地震短期予知は多方面の研究者の参加による

前兆現象の研究によっては可能なのだからなん

としても達成せねばならない．地震学会が総力を

上げて取り組むべき性質のものではないが，その

ためには，研究費，人員配分の抜本的改革が必要

である．
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